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本説明資料掲載内容における留意事項 

 

○ 本書内の主な予算の説明については、主要事項について掲載しておりますので、内

部管理経費など軽易なものについては、説明を省略しました。そのため、主な説明の

計と各目の予算額とは一致しない場合があります。 

 

○ 本庁と区役所で同一の事業を所管しているものについては、主な説明に所管ごとに

記載するのではなく、予算額を合算して記載しました。 



 



（単位　千円）

令和7年度 令和6年度

当初予算額 当初予算額 金　額 伸　率(％)

487,900,000 467,500,000 20,400,000 4.36 

259,783,434 260,974,647 △1,191,213 △0.46 

国 民 健 康 保 険 事 業 81,351,126 84,485,251 △3,134,125 △3.71 

公 共 用 地
先 行 取 得 事 業

14,071,526 10,064,489 4,007,037 39.81 

母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付 事 業

430,291 421,479 8,812 2.09 

介 護 保 険 事 業 95,064,164 91,982,503 3,081,661 3.35 

公 債 管 理 51,057,736 55,864,183 △4,806,447 △8.60 

後期高齢者医療事業 17,808,591 18,156,742 △348,151 △1.92 

90,347,025 88,068,873 2,278,152 2.59 

水 道 事 業 28,587,762 27,541,915 1,045,847 3.80 

下 水 道 事 業 61,759,263 60,526,958 1,232,305 2.04 

838,030,459 816,543,520 21,486,939 2.63 

第1　財政規模比較表

会　　計　　名
対　前　年　度　比　較

合　　　　　　　計

特 別 会 計

一 般 会 計

企 業 会 計

− 1 −



歳　　入 （単位  千円）

金  額 構成比(％) 金  額 構成比(％) 金  額 伸率(％)

1 市 税 162,023,099 33.21 152,734,432 32.67 9,288,667 6.08

2 地 方 譲 与 税 2,026,000 0.42 2,091,000 0.45 △65,000 △3.11

3 利 子 割 交 付 金 167,000 0.03 104,000 0.02 63,000 60.58

4 配 当 割 交 付 金 1,016,000 0.21 958,000 0.21 58,000 6.05

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

995,000 0.20 904,000 0.20 91,000 10.07

6 分離課税所得割交付金 151,000 0.03 146,000 0.03 5,000 3.42

7 法 人 事 業 税 交 付 金 2,459,000 0.50 2,371,000 0.51 88,000 3.71

8 地 方 消 費 税 交 付 金 20,268,000 4.15 18,200,000 3.89 2,068,000 11.36

9
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

135,000 0.03 135,000 0.03

10 環 境 性 能 割 交 付 金 861,000 0.18 663,000 0.14 198,000 29.86

11 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,019,000 1.23 5,721,000 1.22 298,000 5.21

12
国 有提 供施 設等 所在
市 町 村 助 成 交 付 金

9,800 9,600 200 2.08

13 地 方 特 例 交 付 金 1,000,000 0.20 5,458,714 1.17 △4,458,714 △81.68

14 地 方 交 付 税 57,257,000 11.74 45,881,000 9.81 11,376,000 24.79

15
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

223,227 0.05 243,836 0.05 △20,609 △8.45

16 分 担 金 及 び 負 担 金 3,475,285 0.71 3,223,267 0.69 252,018 7.82

17 使 用 料 及 び 手 数 料 5,456,239 1.12 5,575,047 1.19 △118,808 △2.13

18 国 庫 支 出 金 128,308,886 26.30 115,642,774 24.74 12,666,112 10.95

19 府 支 出 金 34,189,595 7.01 30,729,184 6.57 3,460,411 11.26

20 財 産 収 入 7,700,778 1.58 7,332,763 1.57 368,015 5.02

21 寄 附 金 1,894,028 0.39 1,478,484 0.32 415,544 28.11

22 繰 入 金 17,837,133 3.66 22,229,300 4.75 △4,392,167 △19.76

23 繰 越 金 1 1

24 諸 収 入 10,804,929 2.21 10,571,898 2.26 233,031 2.20

25 市 債 23,623,000 4.84 35,096,700 7.51 △11,473,700 △32.69

487,900,000 100.00 467,500,000 100.00 20,400,000 4.36歳   入   合   計

第2　一般会計歳入款別分類表

令和7年度当初 令和6年度当初 対前年度比較
款         別

− 2 −



 歳　　出 （単位  千円）

金  額 構成比(％) 金  額 構成比(％) 金  額 伸率(％)

1 議 会 費 1,210,981 0.25 1,230,790 0.26 △19,809 △1.61

2 総 務 費 43,518,674 8.92 37,589,281 8.04 5,929,393 15.77

3 民 生 費 228,897,449 46.91 213,902,081 45.76 14,995,368 7.01

4 衛 生 費 32,639,194 6.69 30,405,971 6.50 2,233,223 7.34

5 労 働 費 463,051 0.09 298,393 0.06 164,658 55.18

6 農 林 水 産 業 費 1,088,498 0.22 933,333 0.20 155,165 16.62

7 商 工 費 6,372,622 1.31 7,469,157 1.60 △1,096,535 △14.68

8 土 木 費 43,484,848 8.91 40,047,382 8.57 3,437,466 8.58

9 消 防 費 11,363,229 2.33 10,560,389 2.26 802,840 7.60

10 教 育 費 80,830,112 16.57 85,215,372 18.23 △4,385,260 △5.15

11 公 債 費 36,569,170 7.50 38,047,944 8.14 △1,478,774 △3.89

12 諸 支 出 金 1,162,172 0.24 1,499,907 0.32 △337,735 △22.52

13 予 備 費 300,000 0.06 300,000 0.06

487,900,000 100.0 467,500,000 100.0 20,400,000 4.36歳   出   合   計

第3　一般会計歳出目的別分類表

令和7年度当初 令和6年度当初 対前年度比較
款         別

− 3 −



国府支出金 地方債 その他 一般財源

公共用地
先行取得

介護保険

第4　一般会計歳出

繰 出 金

積 立 金 ・ 出 資
金 ・ 貸 付 金

補 助 費 等

公 債 費

扶 助 費

人 件 費

維 持 補 修 費

（うち委託料）

予算額

合 計

普通建設事業
費中の人件費

投 資 的 経 費

物 件 費

予 備 費

災 害 復 旧 費

普通建設事業費

区　　　分

内

訳

公 債 費 総 計

参

考

繰 出 金 中 の
公 債 費

人 件 費 総 計

繰出金中の介護
保 険 人 件 費

繰出金中の国民
健康保険人件費

令　　 和　 　7　　年　 　度

財   　　 源 　　   内 　　   訳

構成比
(％) 構成比

(％)

− 4 −



（単位　千円）

△1,401,680 △4.8 △46,385 △0.2

△142,203 △10.0

△239,353 △1.1

△2,516,482 △5.7 △887,253 △29.0

△2,516,482 △5.7 △887,253 △29.0

△11,393 △27.4 △11,393 △27.4

△480 △96.0 △480 △96.0

△1,108,006 △3.7

性質別分類表

構成比
(％)

一般財源予算額

令　　 和　 　6 　　年　 　度 対  前  年  度  比  較

構成比
(％)

予算額 伸　率
(％)

伸　率
(％)

一般財源

− 5 −



（単位　千円）

国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

⑴ 普 通 建 設 事 業 費

庁 舎 等 整 備 事 業 720,411 298,936 247,300 174,175

危 機 管 理 体 制 整 備 事 業 177,829 175,300 1,214 1,315

人 権 ふ れ あ い セ ン タ ー
管 理 運 営 事 業

5,200 3,900 1,300

地 域 安 全 推 進 事 業 106,980 106,980

青 少 年 健 全 育 成 事 業 46,000 34,500 11,500

ス ポ ー ツ 施 設 等 整 備 事 業 870,300 45,564 327,800 496,936

区 役 所 庁 舎 管 理 事 務 747,495 293,900 381,060 72,535

地 域 会 館 整 備 事 業 204,686 5,000 198,000 1,686

地 域 会 館 耐 震 改 修 事 業 26,340 3,222 20,800 2,318

近 隣 セ ン タ ー 等 管 理 45,700 45,700

区 域 ま ち づ く り 事 業 16,347 16,347

世 界 遺 産 保 存 活 用 事 業 5,000 5,000

文 化 施 設 管 理 運 営 225,428 168,300 57,128

百 舌 鳥 古 墳 群 ビ ジ タ ー
セ ン タ ー 管 理 運 営 等 事 業

2,500 1,800 700

文化財課施設・史跡等管理 2,830 2,400 130 300

百 舌 鳥 古 墳 群 等 管 理 事 業 4,277 3,800 300 177

障 害 者 福 祉 施 設 整 備 補 助 95,253 52,434 34,000 8,819

重 度 障 害 者 歯 科 診 療 所
運 営 補 助

7,000 5,600 1,400

重症心身障害者（児）支援
セ ン タ ー 管 理 運 営 事 業

40,615 23,300 14,703 2,612

老 人 福 祉 施 設 等 補 助 49,000 49,000

老人福祉センター管理運営 179,948 141,300 38,648

老 人 福 祉 施 設 整 備 補 助 2,411,311 140,950 2,240,936 21,500 7,925

共 同 浴 場 運 営 47,790 47,790

一 時 保 護 所 管 理 運 営 事 業 7,500 2,750 2,200 2,550

第5　一般会計投資的経費一覧表

事 業 費
左　の　財　源　内　訳

事　　　業　　　名

− 6 −



（単位　千円）

国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源
事 業 費

左　の　財　源　内　訳
事　　　業　　　名

こどもリハビリテーション
セ ン タ ー 管 理 運 営 事 業

70,662 56,400 14,262

公立認定こども園運営事業 494,027 345,400 148,627

共 愛 こ ど も 園 運 営 事 業 27,300 18,700 8,600

社 会 的 養 護 体 制 整 備 事 業 8,000 4,000 4,000

認 定 こ ど も 園 等 整 備 事 業 13,500 9,000 3,600 900

衛生研究所検査機器等購入 13,877 1,668 8,400 3,302 507

衛 生 研 究 所 管 理 運 営 5,114 1,600 3,514

（仮称）新金岡複合公共施設
整 備 事 業 （ 健 康 福 祉 局 ）

88,893 56,100 32,793

動物指導センター維持管理 21,704 10,852 5,200 4,335 1,317

斎 場 管 理 運 営 1,000 1,000

保 健 セ ン タ ー 運 営 事 業 9,300 4,700 4,600

環 境 事 業 部 事 務 費 127,600 95,700 400 31,500

広域廃棄物埋立処分場整備 29,042 26,100 2,942

東 工 場 運 営 管 理 2,861 2,100 297 464

東 工 場 整 備 事 業 667,768 500,700 167,068

浄化ステーション運営管理 23,585 1,400 22,185

南 部 処 理 場 運 営 管 理 63,105 47,200 15,905

勤 労 者 福 祉 施 設 の
管 理 運 営 事 業

177,700 133,500 44,200

都 市 農 業 交 流 事 業 106,432 69,200 9,920 27,312

ゆ と り と ふ れ あ い の 場
構 想 関 連 事 業
( 東 西 道 路 整 備 事 業 )

5,000 3,600 1,400

青 果 市 場 管 理 運 営 事 業 2,500 2,500

畜 産 振 興 事 業 8,000 8,000

農 業 用 施 設 維 持 管 理 25,300 15,000 10,300

農 業 用 施 設 改 修 事 業 89,182 60,625 28,557

土 地 改 良 事 業 156,540 63,550 31,000 4,500 57,490

公 共 応 急 作 業 車 等 購 入 14,515 14,515
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（単位　千円）

国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源
事 業 費

左　の　財　源　内　訳
事　　　業　　　名

地 域 整 備 事 務 所 整 備 13,000 9,700 3,300

（仮称）新金岡複合公共施設
整 備 事 業 （ 建 設 局 ）

59,565 37,400 22,165

直 轄 国 道 負 担 金 273,200 264,300 8,900

道路橋りょう維持管理事業 195,000 170,700 24,300

橋 り ょ う 長 寿 命 化 修 繕 1,550,000 495,000 904,400 150,600

道 路 新 設 改 良 事 業 173,162 121,500 10,090 41,572

橋 り ょ う 耐 震 強 化 520,000 217,800 255,200 47,000

交 通 安 全 施 設 設 置 301,000 10,000 249,800 41,200

自 転 車 環 境 整 備 事 業 51,371 22,000 24,700 4,671

事 故 危 険 箇 所
対 策 検 討 ほ か 業 務

9,000 9,000

バ リ ア フ リ ー 道 路
特 定 事 業 計 画

5,000 5,000

道 路 舗 装 事 業 1,960,111 112,350 1,615,000 109,811 122,950

道 路 掘 さ く 跡 復 旧 11,600 11,600

内 川 排 水 機 場 維 持 管 理 22,000 7,000 13,500 1,500

急 傾 斜 地 崩 壊 防 止 工 事
負 担 金 助 成 事 業

8,000 8,000

河 川 改 良 事 業 138,961 21,000 99,100 18,861

水 路 新 設 改 良 事 業 37,560 37,500 60

路 面 電 車 活 性 化 事 業 32,555 21,345 11,210

近 隣 セ ン タ ー 再 生 事 業 102,000 102,000

交 通 バ リ ア フ リ ー 化
整 備 促 進 事 業

78,000 58,500 19,500

泉 北 ニ ュ ー タ ウ ン
居 住 魅 力 向 上 事 業

28,500 21,300 2,423 4,777

泉 北 ニ ュ ー タ ウ ン
駅 前 再 編 整 備 事 業

442,950 151,000 238,400 28,200 25,350

ビ ッ グ バ ン 管 理 運 営 事 業 77,010 49,000 28,010

鉄 道 施 設 耐 震 補 強 事 業 8,670 8,670

住 宅 ・ 建 築 物 耐 震 ・
防 火 等 改 修 促 進 事 業

222,161 120,585 9,546 92,030

街 路 事 業 1,065,289 476,429 472,700 116,160

連 続 立 体 交 差 事 業 5,666,594 2,970,000 2,186,800 425,252 84,542
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（単位　千円）

国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源
事 業 費

左　の　財　源　内　訳
事　　　業　　　名

大 和 川 沿 川 整 備 事 業 259,094 90,400 113,100 42,832 12,762

土 地 区 画 整 理 事 業 10,377 10,377

大 和 川 左 岸
土 地 区 画 整 理 事 業

2,086,576 1,965,912 86,800 33,864

都 市 再 生 事 業 53,712 11,640 42,072

公 園 施 設 管 理 事 業 191,000 149,900 1,000 40,100

公園施設長寿命化修繕事業 280,000 139,000 126,400 14,600

都市緑化センター運営事業 5,000 2,200 2,800

里 山 み ど り の 保 全 事 業 3,000 2,200 800

公 園 整 備 事 業 165,940 22,200 85,000 58,740

深井駅周辺地域活性化事業 1,121,055 370,686 333,600 416,769

公 園 墓 地 事 業 66,700 50,000 16,700

市 営 住 宅 整 備 事 業 143,753 64,395 78,500 858

既 設 改 良 住 宅 改 善 事 業 165,640 82,590 82,900 150

市 営 住 宅 建 替 事 業 1,579,511 586,065 905,700 87,746

住 環 境 整 備 事 業 40,726 11,709 6,700 44 22,273

消 防 車 両 等 整 備 事 業 872,051 60,974 773,800 37,277

消 防 行 政 統 合
シ ス テ ム 整 備 事 業

440,323 25,530 414,700 93

消 防 庁 舎 等 改 修 事 業 340,116 273,900 66,216

消 防 水 利 整 備 事 業 66,396 61,800 4,596

（仮称）新金岡複合公共施設
整 備 事 業 （ 消 防 局 ）

83,222 53,000 30,222

教育文化センター管理業務 139,320 122,300 17,020

小 学 校 建 設 事 業 6,308,047 835,939 21,368 4,428,600 913,415 108,725

中 学 校 給 食 事 業 211,129 211,129

中 学 校 建 設 事 業 4,788,029 719,545 3,560,400 473,135 34,949

夢 を は ぐ く む
高 校 教 育 推 進 事 業

6,380 6,380

高 等 学 校 建 設 事 業 106,100 95,800 10,300

幼 稚 園 建 設 事 業 26,250 5,900 20,350
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（単位　千円）

国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源
事 業 費

左　の　財　源　内　訳
事　　　業　　　名

特 別 支 援 学 校 建 設 事 業 681,964 117,999 422,000 137,546 4,419

公 民 館 管 理 33,600 25,200 8,400

美 原 こ ど も 館 管 理 8,500 7,600 900

図 書 館 整 備 事 業 64,185 57,500 6,685

博 物 館 管 理 事 業 177,200 130,200 47,000

博 物 館 資 料 収 集 保 存 事 業 7,500 4,400 2,500 600

合 計 41,882,902 10,204,510 2,396,374 22,220,900 4,888,902 2,172,216
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（1）款別分類表 （単位　千円）

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 伸率(％)

水道事業収益 19,818,618 73.4 17,469,629 70.7 2,348,989 13.4

資本的収入 7,176,984 26.6 7,224,089 29.3 △ 47,105 △ 0.7

収入合計 26,995,602 100.0 24,693,718 100.0 2,301,884 9.3

水道事業費用　 17,165,640 60.0 16,830,378 61.1 335,262 2.0

資本的支出 11,422,122 40.0 10,711,537 38.9 710,585 6.6

支出合計 28,587,762 100.0 27,541,915 100.0 1,045,847 3.8

（2）性質別分類表 （単位　千円）

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 伸率(％)

受水費 7,107,092 24.9 7,138,732 25.9 △ 31,640 △ 0.4

減価償却費等 4,637,476 16.2 4,291,366 15.6 346,110 8.1

維持管理費等 3,395,335 11.9 3,424,586 12.4 △ 29,251 △ 0.9

人件費 1,430,006 5.0 1,382,316 5.0 47,690 3.5

支払利息 595,731 2.0 593,378 2.2 2,353 0.4

水道事業費用計 17,165,640 60.0 16,830,378 61.1 335,262 2.0

建設改良費 9,838,150 34.4 9,089,475 33.0 748,675 8.2

企業債償還金 1,583,972 5.6 1,622,062 5.9 △ 38,090 △ 2.3

資本的支出計 11,422,122 40.0 10,711,537 38.9 710,585 6.6

合計 28,587,762 100.0 27,541,915 100.0 1,045,847 3.8

（3）投資的経費（建設改良費）一覧表 （単位　千円）

国庫支出金 府支出金 企業債 その他 一般財源

配水管整備改良工事費 7,568,646 82,605 5,652,600 312,218 1,521,223

配水場整備改良工事費 1,156,540 913,000 243,540

人件費等 757,851 757,851

固定資産購入費 259,586 259,586

リース債務支払額 95,527 95,527

合計 9,838,150 82,605 6,565,600 312,218 2,877,727

事業名 事業費
左の財源内訳

第6　水道事業会計

款　別
令和7年度当初 令和6年度当初 対前年度比較

区　分
令和7年度当初 令和6年度当初 対前年度比較
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（1）款別分類表 （単位　千円）

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 伸率(％)

下水道事業収益 30,191,887 57.9 29,216,319 58.2 975,568 3.3

資本的収入 21,921,780 42.1 20,999,974 41.8 921,806 4.4

収入合計 52,113,667 100.0 50,216,293 100.0 1,897,374 3.8

下水道事業費用　 28,491,014 46.1 27,414,435 45.3 1,076,579 3.9

資本的支出 33,268,249 53.9 33,112,523 54.7 155,726 0.5

支出合計 61,759,263 100.0 60,526,958 100.0 1,232,305 2.0

（2）性質別分類表 （単位　千円）

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 伸率(％)

減価償却費等 16,179,080 26.2 15,145,948 25.0 1,033,132 6.8

維持管理費等 7,681,838 12.4 7,442,491 12.3 239,347 3.2

人件費 1,941,403 3.1 2,059,624 3.4 △ 118,221 △ 5.7

支払利息 2,688,693 4.4 2,766,372 4.6 △ 77,679 △ 2.8

下水道事業費用計 28,491,014 46.1 27,414,435 45.3 1,076,579 3.9

建設改良費等 16,763,649 27.1 15,869,431 26.2 894,218 5.6

企業債償還金等 16,504,600 26.8 17,243,092 28.5 △ 738,492 △ 4.3

資本的支出計 33,268,249 53.9 33,112,523 54.7 155,726 0.5

合計 61,759,263 100.0 60,526,958 100.0 1,232,305 2.0

（3）投資的経費（建設改良費等）一覧表 （単位　千円）

国庫支出金 府支出金 企業債 その他 一般財源

管きょ布設費 9,412,271 1,598,900 7,474,300 3,431 335,640

ポンプ場築造費 4,184,400 1,545,000 2,574,700 64,700

処理場築造費 1,933,460 883,100 918,000 132,360

建設負担金 604,050 585,200 18,850

人件費等 565,742 350,000 31 215,711

固定資産購入費 63,726 63,726

合計 16,763,649 4,027,000 11,902,200 3,462 830,987

第7　下水道事業会計

款　別
令和7年度当初 令和6年度当初 対前年度比較

区　分
令和7年度当初 令和6年度当初 対前年度比較

事業名 事業費
左の財源内訳
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　【参考】

(歳入)　

・ 事業所税

・ 都市計画税

・ 入湯税

(歳出)　

・ 目的税を充当する事業等に要する経費（一般財源等）

【目的税を充当する事業等】

観 光 事 業 459,548 38,800 8,695 1,472

地 方 債 償 還 額 15,682,602 1,965,500 8,345,527 3,101,837

事業所税の徴収に要する経費 37,361 37,361

126,305

20,335,400 3,188,887

410,581

4,919,071

11,642,249

20,545,516

千円1,472

2,269,738

1,472

入湯税

7,320

35,321

418,600 416,769 35,738 9,720

目目的的税税のの使使途途状状況況

千円

千円

財源内訳

その他

千円

一般財源等

(単位：千円)

　事業所税、都市計画税は、地方税法で使途が定められている目的税であり、対象事業及び過去に
対象事業を実施した際に借り入れた地方債の償還の財源として活用しています。
　本市における目的税を充当する事業等に要する経費は、下表のとおりです。

経費
特定財源

国府支出金 地方債 その他 都市計画税

392,886公 園 等 整 備 事 業

街 路 事 業

事業名
事業所税

48,270

13,283

10,004

1,153,757水道、下水道等整備事業 5,943,168 673,200 167,765 3,104,196

道路橋りょう等整備事業 5,037,844 857,150

土 地 区 画 整 理 事 業 2,096,953 1,965,912 86,800

4,919,071

6,990,977 3,536,829 2,772,600

26,916

1,286,995

468,084 129,872

844,250

住 宅 施 設 整 備 事 業 1,888,904 733,050 1,067,100 1,008 50,669

138,960

92,423

社会福祉施設等整備事業 3,590,794 2,462,590 728,000 71,340 189,904

1,784,725

3,982,724合計 55,779,871

3,605,600 270,501 175,888 128,705

河 川 整 備 事 業 206,521 28,000 158,100 11,792 8,629

37,077

学校、図書館等整備事業 12,558,204 1,694,851 8,859,900

11,642,24911,710,068
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【参考】

(歳入)　

・ 地方消費税交付金(社会保障財源化分)

(歳出)　

・ 社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費（一般財源）

【社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費】

62,397,555

1,507,714 8,029,842

合計 163,924,940 87,619,809 1,260,000 931,576 11,716,000

小計 13,845,750 2,920,912 1,260,000 127,282

保
健
衛
生

902,260

1,726,620

934,597

小計

643,855 3,429,072

1,971,890

10,458 169,412

2,335,328 2,084,021

医 療 対 策 事 業 3,365,692 18,006 1,260,000 36,869 324,197

588,370 20

疾 病 予 防 対 策 事 業 3,802,014 1,379,939 79,935 370,250

11,099,168

4,993,059 26,592,244

927,961 2,157,930 11,492,792

4,758,316 751,108 4,000,284

76,677,292 804,294 5,215,227 27,775,469

8,021,605

2,543,213

32,541,170 3 2,046,425 10,898,936

6,798,522 23,693 477,523

千円

千円

消消費費税税率率のの引引上上げげ分分にに係係るる地地方方消消費費税税交交付付金金((社社会会保保障障財財源源化化分分))がが

充充ててらられれるる社社会会保保障障44経経費費そそのの他他社社会会保保障障施施策策にに要要すするる経経費費のの主主ななもものの

事業名 経費

財源内訳

社会保障
財源化分の

市町村交付金
その他その他地方債国府支出金

一般財源特定財源

74,113,555

(単位：千円)

　地方消費税交付金のうち、税率の引上げに伴う増収分については、社会保障4経費その他社会保障施策
に要する経費に充当することとされています(ただし、事務費や事務職員の人件費は除くこととされてい
ます)。
　本市における消費税率引上げ分を充当する社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費は、下表の
とおりです。

11,716,000

社
会
福
祉

児 童 措 置 事 業 9,842,951

社
会
保
険

国 民 健 康 保 険 事 業 9,509,708

介 護 保 険 事 業 14,578,683

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 15,518,517

障 害 者 福 祉 事 業 45,486,534

39,606,908

母 子 保 健 事 業 2,016,727

高 齢 者 福 祉 事 業 567,699

小計 110,472,282

予防接種及び感染症対策事業 4,661,317

9,302 122,104 68,970

2,904,425子 ど も 医 療 費 助 成 事 業 3,649,840 200,068 1 545,346

367,323

障 害 医 療 助 成 事 業 2,126,157 975,174 258,002 141,164 751,817

ひ と り 親 家 庭 医 療 助 成 事 業 587,761 294,551 491 46,274 246,445

10,063,310生 活 保 護 扶 助 事 業 48,211,340 35,858,505 400,000 1,889,525
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第第８８ 主主なな予予算算のの説説明明

一一 般般 会会 計計

議議 会会 費費 関関 係係

− 15 −



 



1項　議会費

金　額

千円

1 議 会 費 980,201 ○ 議会一般経費・議会力向上事業 980,201

本会議、委員会等の会議の開催及び議員等の調査研

究に係る経費、また議会の活性化に資する政策提言

や市民への情報発信を行うための経費

【内訳】

議員報酬等人件費 648,550

市議会議員共済会負担金 105,261

費用弁償等旅費 24,886

交際費 1,200

議案書・会議録印刷費 8,412

筆耕翻訳料 5,280

本会議場会議システム保守点検委託 1,188

会議録検索システムデータ処理等委 1,668

託

本会議及び委員会インターネット中 713

継配信業務等

会議運営用タブレット端末借上 507

Wi-Fi環境回線通信料等 357

クラウド型情報共有システム使用料 799

及びビジネスチャット使用料

議会報告会開催 556

議員研修会開催 434

政務活動費補助 172,800

全国市議会議長会等負担金 2,458

その他（需用費等） 5,132

※債務負担行為限度額

クラウド型情報共有システム及びチャ 2,000

ットシステムの利用業務

2 議 会 局 費 230,780 ○ 議会局人件費 194,685

26人

【内訳】

給料 105,681

扶養手当 2,634

地域手当 12,459

通勤手当 4,755

時間外休日及び夜間勤務手当 10,552

管理職手当 4,944

期末勤勉手当 49,046

目 主　　な　　説　　明
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1項　議会費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

住居手当 2,574

児童手当 2,040
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1項　総務管理費

金　額

千円

1 一 般 管 理 費 5,749,858 ○ 特別職人件費 63,377

4人

【内訳】

給料 40,290

地域手当 4,029

期末手当 19,058

○ 市長公室人件費 690,854

94人

【内訳】

給料 380,810

扶養手当 12,597

地域手当 48,231

通勤手当 13,310

時間外休日及び夜間勤務手当 24,415

管理職手当 18,540

期末勤勉手当 176,088

住居手当 7,257

単身赴任手当 648

児童手当 8,958

○ 危機管理室人件費 135,364

18人

【内訳】

給料 71,975

扶養手当 1,732

地域手当 8,612

通勤手当 2,155

時間外休日及び夜間勤務手当 10,232

管理職手当 4,584

期末勤勉手当 32,794

住居手当 1,342

管理職特別勤務手当 660

単身赴任手当 360

児童手当 918

○ ICTイノベーション推進室人件費 277,486

43人

【内訳】

給料 156,889

扶養手当 4,350

目 主　　な　　説　　明
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

地域手当 18,515

通勤手当 6,956

時間外休日及び夜間勤務手当 9,248

管理職手当 7,080

期末勤勉手当 70,332

住居手当 1,908

児童手当 2,208

○ 総務局人件費 663,946

91人

【内訳】

給料 357,937

扶養手当 10,498

地域手当 42,012

通勤手当 13,816

時間外休日及び夜間勤務手当 44,069

管理職手当 13,086

期末勤勉手当 164,704

住居手当 9,310

児童手当 8,514

○ 財政局人件費 584,556

83人

【内訳】

給料 321,677

扶養手当 9,863

地域手当 37,495

通勤手当 13,958

時間外休日及び夜間勤務手当 30,748

管理職手当 9,324

期末勤勉手当 145,642

住居手当 8,211

児童手当 7,638

○ 市民人権局人件費 555,389

76人

【内訳】

給料 319,002

扶養手当 7,582

地域手当 37,743

通勤手当 11,782
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

時間外休日及び夜間勤務手当 9,930

管理職手当 15,804

期末勤勉手当 145,921

住居手当 4,542

児童手当 3,083

○ 文化観光局人件費 773,062

112人

【内訳】

給料 430,640

扶養手当 12,226

地域手当 50,096

通勤手当 16,890

時間外休日及び夜間勤務手当 43,344

管理職手当 12,552

期末勤勉手当 186,303

住居手当 11,546

児童手当 9,465

○ 建築都市局人件費 434,763

59人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 9,142

給料 231,946

扶養手当 10,200

地域手当 27,034

通勤手当 9,357

時間外休日及び夜間勤務手当 17,490

管理職手当 3,612

期末勤勉手当 107,792

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,615

住居手当 6,251

単身赴任手当 552

児童手当 8,148

通勤費（会計年度任用職員） 624

○ 建設局人件費 189,504

27人

【内訳】

給料 111,256

扶養手当 3,202
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

地域手当 13,038

通勤手当 3,881

特殊勤務手当 162

時間外休日及び夜間勤務手当 1,682

管理職手当 4,068

期末勤勉手当 49,775

住居手当 1,384

児童手当 1,056

○ 会計室人件費 140,854

20人

【内訳】

給料 81,921

扶養手当 1,577

地域手当 9,517

通勤手当 3,103

時間外休日及び夜間勤務手当 1,647

管理職手当 3,012

期末勤勉手当 36,787

住居手当 1,340

児童手当 1,950

○ 首都圏プロモーション推進事業 37,406

各省庁その他関係機関との連絡調整や市政に関連す

る情報収集を通じて、本市の業務円滑化を図る。

また、フレキシブルオフィスの活用やプロモーショ

ンイベントの実施等により効果的に本市の魅力発信

を行い、事業誘致や観光誘客等の機会創出につなげ

る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 4,011

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,249

通勤費（会計年度任用職員） 246

事務所運営経費負担 9,232

職員公舎借上 9,681

関係機関に対する要望・調整関係 986

プロモーションイベント経費 4,531

フレキシブルオフィス活用関連経費 873

その他（旅費等） 6,597
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 倫理調査会事務 918

倫理調査会（委員13人）開催等に関する事務を行う。

【内訳】

委員報酬 684

その他 234

○ 行財政改革推進事業 307

持続可能な市政運営を確保するため、従来の行財政

改革に加え、組織や職員配置、業務プロセスの最適

化、DXの更なる推進などの手法を講じ、財政面だけ

ではなく組織運営面にも踏み込んだ構造的な改革を

推進する。

【内訳】

有識者意見聴取謝礼 138

その他 169

○ 被服貸与事務 17,995

職員の作業服等の購入に要する費用

【内訳】

被服購入費 17,905

その他 90

○ 車両管理事務 44,157

公用車の維持管理、保険対応等の管理業務を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 5,134

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,079

通勤費（会計年度任用職員） 670

公用車借上 866

公用車修繕 1,701

公用車保守整備業務等委託 3,299

自動車損害保険 14,407

自動車重量税 3,185

公用車等購入費 13,467

その他 349

○ 工事請負契約事務 4,885

工事及び工事関連業務の入札・契約事務、入札参加

資格審査事務及び入札監視等委員会事務を行う。

【内訳】

入札監視等委員会委員報酬 204
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

会計年度任用職員報酬 2,567

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 540

通勤費（会計年度任用職員） 368

その他（需用費等） 1,206

○ 物品調達・委託関係事務 43,461

物品調達及び業務委託に係る入札等事務、事務指導

並びに入札参加資格審査事務を行う。

【内訳】

公用車燃料費 42,364

その他（役務費等） 1,097

○ 工事検査事務 541

請負工事に係る契約の適正な履行の確保及び完了確

認を行うため、必要な検査を実施する。

【内訳】

検査事務費 541

2 人 事 管 理 費 12,018,446 ○ 退職手当 2,397,975

職員の退職手当を支給する。

【内訳】

普通退職手当 1,421,284

特別退職手当 100,120

退職手当積立金 876,571

○ 人事事務 34,926

職員の人事管理等に関する事務を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,574

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 540

通勤費（会計年度任用職員） 156

公正職務確保審査会委員報酬 102

職員懲戒等審査会委員報酬 184

昇任試験問題作成委託等 4,588

人事情報システム利用料等 14,982

新規採用職員等健康診断手数料 3,400

ハラスメント防止研修等委託 517

職員証作成等委託 5,986

その他（需用費等） 1,897
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 共済費等（事業主負担） 9,152,887

職員の年金や健康保険等の保険料として、共済組合

や年金機構に対して支払う事業主負担金

【内訳】

共済組合負担金 8,413,877

雇用保険負担金 118,077

厚生年金保険負担金 620,428

公立学校共済便宜供与金 505

○ 安全衛生事務 229,244

各種健康診断の実施をはじめ、職員の健康管理及び

職場における労働安全衛生の確保に向けた取組を行

う。

【内訳】

公務災害補償等認定委員会委員報酬 204

職員医療審査会委員報酬 2,640

特別職非常勤職員報酬 18,904

会計年度任用職員報酬 25,137

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 9,205

通勤費（会計年度任用職員） 1,404

地方公務員災害補償基金負担金 89,227

非常勤職員等公務災害等補償 3,500

定期健康診断等各種検診 70,702

6,731

ヘルス相談等委託

その他（旅費等） 1,590

○ 福利厚生事務 46,842

地方公務員法第42条等に基づき、職員の健康増進と

元気回復を図ることを目的として、福利厚生事業に

関する事務を行う。

【内訳】

職員厚生会補助 46,823

その他 19

○ 給与事務 989

職員の給与制度に関する事務等を行う。

【内訳】

特別職報酬等審議会委員報酬 215

その他 774

ストレスチェック、職員のメンタル
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 障害者職員能力開発等支援事業 154,128

障害のある職員の能力開発・職場定着支援等を行

い、障害者雇用率の向上を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 108,430

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 34,188

通勤費（会計年度任用職員） 11,310

その他 200

○ 災害時職員用備蓄整備事業 1,455

「堺市国土強靭化地域計画」の取組内容を踏まえ、

必要不可欠な行政機能を確保することを目的とし、

大規模災害時の従事者用の備蓄食料等を確保する。

※債務負担行為限度額

職員安全衛生事業 16,000

3 職 員 研 修 費 19,714 ○ 職員研修事業 15,981

本市の発展と市民の幸福実現のため、様々な行政課

題に対応し、市民の視点で公務を担うことができる

人材の育成を目的に職員能力開発センター研修を実

施するほか、職員の自己啓発や職場研修、業務主管

研修の支援等を行う。

【内訳】

研修講師謝礼等 90

研修旅費 81

研修等委託 8,400

研修施設・会場借上等 5,341

研修施設共益費等負担金 1,020

各種団体会費等 50

その他 999

○ 省庁等派遣関連事務（市長公室） 3,733

4 文 書 広 報 費 401,910 ○ ホームページによる広報活動 15,833

市政や暮らしに関する情報を効果的に伝え、市政の

見える化を推進することで、市民の市政への参画・

協働を促進する。（広報活動事業のうちホームペー

ジによるもの）
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

　

　ホームページ管理運営費用 15,160

673

○ 戦略的広報推進事業 19,818

市政への信頼獲得、ブランド力の向上等、堺のプレ

ゼンスを高めることを目的に、施策や魅力を効果的

に発信する。

【内訳】

都市魅力に関する情報発信 8,669

さいとう・たかを作品を活用した魅 10,650

力発信事業負担金

その他 499

○ 広報活動事業 261,862

市政や暮らしに関する情報を効果的に伝え、市政の

見える化を推進することで、市民の市政への参画・

協働を促進する。

【内訳】

広報さかいの発行・配布 244,995

広報さかい点字・デイジー版の作 9,400

成

パブリシティ活動 3,748

LINEセグメント配信使用料 990

市ホームページPRエリア画像作成 898

日本広報協会年会費 120

その他（需用費等） 1,711

○ 広聴活動事業 4,630

市政への提案箱制度及び市政モニター制度により市

民ニーズを把握し、「市民の声」共有システム等に

より市政への反映を図る。

【内訳】

1,320

市政モニターアンケート経費 2,931

その他 379

○ 情報公開審査会事務 1,260

堺市情報公開条例に基づく情報公開審査会の運営に

関する事務を行う。

【内訳】

その他

「市民の声」共有システム運用経費
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

情報公開審査会開催経費 1,260

○ 郵便・逓送事務 23,147

本庁舎と出先施設の間で行う逓送業務及び本庁舎に

おける郵便物の取りまとめ等の業務を行う。

【内訳】

文書等集配等経費 23,084

その他 63

○ 文書管理事務 8,134

文書事務や公印管理に関する統括的な業務及び本庁

内の事務機器等の運用管理を行うほか、本市が保管

している歴史資料の収集、整理及び保存を行う。

【内訳】

歴史資料整理等謝礼 780

公文書用ファイル等消耗品 3,849

高速複合複写機等借上 2,688

その他 817

○ 文書管理システム運用事務 10,088

文書の電子化による事務の省力化・迅速化を図るた

めに導入している文書管理システムの運用管理を行

う。

【内訳】

文書管理システム運用管理 10,088

○ 個人情報保護審議会事務 1,210

堺市個人情報の保護に関する法律施行条例に基づく

個人情報保護審議会の運営に関する事務を行う。

【内訳】

個人情報保護審議会開催経費 1,210

○ 情報提供事務 9,511

市政情報センターにおいて、市が保有する情報を広

く市民の利用に供する。

【内訳】

市政情報センター運営経費 9,511
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 法規事務 24,196

条例、規則等の制定・改廃に係る審査や業務遂行上

の法的問題への対応等に関する業務を行うほか、職

員の法制執務等能力の向上に関する業務及び市例規

データベースシステムの運用管理を行う。

【内訳】

弁護士研修講師及び法律相談謝礼 5,850

法制執務能力向上研修委託 297

追録・書籍購入費等消耗品 1,482

市例規データベース更新等委託 7,774

堺市公報発行等委託 5,659

1,386

使用

弁護士費用補助制度補助（拡充） 970

その他 778

○ 行政不服審査事務（審査会関係） 1,664

行政不服審査法及び条例に基づき、行政不服審査会

の運営その他行政不服審査に関する事務を行う。

【内訳】

行政不服審査会委員報酬 810

行政不服審査会運営費用 696

その他 158

○ 行政不服審査事務（審理手続関係） 1,274

行政不服審査法及び条例に基づき、審理員による審

理手続に関する事務を行う。

【内訳】

会計年度任用職員（審理員）報酬 1,080

通勤費（会計年度任用職員） 64

その他 130

※債務負担行為限度額

行政情報化推進事業 8,000

広報紙全戸配布事業 11,000

広報紙印刷事業 120,000

広報紙企画制作事業 31,000

市政情報センター運営業務 19,000

市例規データベースシステムASP等
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

5 事 務 改 善 費 4,076,241 ○ 行政管理事務 353

効果的、効率的かつ適正な事務執行の確保を図るた

め、行政組織の見直しのほか、指定管理者制度の適

正な運用、内部統制や業務改善の推進等に関する事

務を行う。

【内訳】

指定管理者評価意見聴取謝礼金等 134

その他 219

○ 総務事務センター運営事務 430,646

職員の人事、給与、福利厚生等における事務処理を

総務事務センターに集約し、外部委託化による運営

を行う。また、関係部署と協力をしながら、これま

で集約化された事務を「効率的遂行」と「確実かつ

安定稼働」の点から円滑に執行する。

【内訳】

総務事務センター運営委託等 140,242

職員情報システム改修業務等 275,211

その他（役務費等） 15,193

○ 電子調達・電子登録システム等運用事業 204,316

電子調達・電子登録システム等の安全・円滑な運用

管理のほか、ヘルプデスクにより、利用者からの操

作方法等の問合せに対応する。

【内訳】

電子調達・電子登録システム等の運 33,654

用管理及び電子契約システムのサー

ビス利用

堺市電子入札関連システム再構築業 170,060

務

その他 602

○ ICT政策推進事務 3,440,926

市民サービス向上と行政運営の効率化のため、各施

策の推進をICTの利活用という技術面から支援する。

また、本市におけるICT化の一層の進展と、全庁的

な視点から、効率的かつ適正な経費によるシステム

構築と運用を行い、システム全体の最適化を推進す

る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 5,288
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,217

通勤費（会計年度任用職員） 644

特別職非常勤職員報酬 1,065

デジタルファーストの推進 37,309

　電子申請システム、施設予約シス

　テムの運用等

新たな技術とデータの積極活用 719,191

　kintone、AI技術、RPA、WEB会議

　システムの運用、モバイル端末リ

　ース、データ利活用の推進等

業務プロセス・システムの標準化 74,524

　ガバメントクラウド運用管理業

　務、住民情報系ネットワーク標準

　化対応業務等

ICTリテラシーの向上 8,916

　DX推進体制強化業務等

情報セキュリティの強化 7,251

　情報セキュリティ監査業務等

庁内LAN等の保守 1,723,503

　M365ライセンス費、本庁舎無線LA

　N化等庁内ネットワーク機器、庁

　内LAN端末、複合機の借上げ等

通信回線及びサーバ等費用 616,318

　通信機器の借上げ、通信回線等

地方公共団体情報システム機構会費 1,800

住民情報系端末等修繕費 4,061

中間サーバー関連事務に係る負担金 32,949

ガバメントクラウド利用料 201,011

その他（委託料等） 5,879

※債務負担行為限度額

行政情報化推進事業 2,766,000

6 会 計 管 理 費 458,922 ○ 会計管理事務 212,913

会計管理者の補助組織として会計事務を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 8,016

期末手当（会計年度任用職員） 3,073

通勤費（会計年度任用職員） 673

決算附属書等印刷費 4,102

− 33 −



1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

公金収納等経費 193,826

日本マルチペイメントネットワーク 100

推進協議会特別会員年会費

その他（使用料及び賃借料等） 3,123

○ 財務会計システム運用管理 246,009

財務会計システムの保守点検運用管理を行う。

【内訳】

システム運用管理等経費 100,809

システム再構築経費 145,200

7 財 政 管 理 費 376 ○ 宝くじ発行事務 376

他の宝くじ発売団体と共同して、宝くじの発行に関

する事務や社会貢献広報事業を実施する。

【内訳】

全国自治宝くじ事務協議会負担金 50

近畿宝くじ事務協議会負担金 234

宝くじ社会貢献広報費負担金 75

その他 17

8 財 産 管 理 費 78,744 ○ 財産管理事務 78,744

市有財産の有効活用に係る企画及び市有財産の維持

管理等に係る事務の総合調整を行う。

【内訳】

不動産鑑定手数料 8,284

市有財産に係る保険 33,504

市有財産に係る除草等維持管理経費 32,128

公有財産管理システム保守等 3,894

その他 934

9 庁 舎 管 理 費 1,515,002 ○ 庁舎管理事務 795,510

本庁舎等の維持管理に要する経費

【内訳】

会計年度任用職員報酬 36,446

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 5,882

通勤費（会計年度任用職員） 1,843

施設光熱水費（電気・ガス・水道） 272,781

施設等修繕 11,750
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

電話代等通信運搬費 21,405

塵芥処理等手数料 4,701

警備・清掃・設備運転監視等施設管 399,112

理委託

既存施設・設備改修等工事 20,250

北野田駅前庁舎施設管理費等 6,513

北野田駅前庁舎修繕負担金 6,425

備品購入費 1,540

その他（需用費等） 6,862

○ 本庁舎大規模改修事業 710,411

本庁舎の老朽化設備の更新に係る経費

【内訳】

本庁舎中長期保全改修監理委託等 4,600

本庁舎設備ZEB改修工事委託等 641,761

高層館消火設備等改修工事 64,000

その他 50

○ 公用車立体駐車場管理事業 9,081

公用車立体駐車場の維持管理に係る経費

【内訳】

光熱水費 1,355

電話代 216

施設維持管理委託等 6,635

その他 875

※債務負担行為限度額

1,754,000

10 企 画 費 293,679 ○ 政策立案事務 12,274

重要施策及び課題について、有効な方策の情報収集

等を行う。

【内訳】

特定回線使用 7,986

都市政策課題の研究等経費 4,000

国への要望関係 278

その他 10

庁舎管理事業
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 基本計画等推進業務 16,564

堺市基本計画2025や堺市SDGs未来都市計画等の進行

管理、次期基本計画の策定に向けた検討等を行う。

【内訳】

計画推進関係経費 15,714

SDGs推進関係経費 850

○ 地方分権及び広域連携推進事務 53,561

政令指定都市、府県、近隣市町等との連携のもと、

地方分権及び広域連携の推進を図る。

【内訳】

全国市長会分担金 2,028

近畿市長会分担金 416

大阪府市長会分担金 815

指定都市市長会分担金 3,900

関西広域連合負担金 45,015

地方自治研究機構会費 135

副首都推進本部会議負担金 450

その他 802

○ 関西国際空港関連事業 120

関西・泉州地域の活性化のために、関係自治体、経

済団体等と連携協力し、関西国際空港の機能強化と

利用促進に資する取組を進める。

【内訳】

泉州市・町関西国際空港推進協議会 120

分担金

○ 企画推進事務 8,168

行政運営の基本方針や庁内で体制の整っていない重

要課題への対応等について先導的に企画・調整し、

多様化する市民ニーズを踏まえた市政運営に寄与す

る。

【内訳】

PFI等推進経費 2,806

大学及び企業連携関係経費 298

新規事業計画策定等経費 1,090

行政界・土地管理関係経費 1,610

堺市版図柄入りナンバープレート関 2,364

係経費
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 公民連携実証プロジェクト推進事業（拡充） 8,000

様々な分野にわたる行政課題の解決等に向け、企業

版ふるさと納税を活用し、公民連携による実証プロ

ジェクトを複数実施する。

【内訳】

実証プロジェクトに係る負担金 8,000

○ 都市OS活用事業（拡充） 22,267

多様なデータを活用した住民サービスの創出・改善

や、共通のIDによる住民視点のサービス提供を実現

するため、大阪府と連携し、都市OSの活用、ユース

ケースの実証を進める。

【内訳】

都市OSを活用したシステム改修経費 12,557

都市OS運用委託に係る負担金 8,400

その他（需用費等） 1,310

○ 大阪公立大学協創推進事業 25,000

企業版ふるさと納税を財源に、大阪公立大学と連携

し、行政課題の解決やイノベーション創出に向けた

共同研究、実証プロジェクトを実施する。

【内訳】

大阪公立大学協創推進事業負担金 25,000

○ 2025年大阪・関西万博連携事業（拡充） 144,509

大阪・関西万博開催に伴う波及効果の最大化に向け

て、万博の機運醸成及び堺の魅力発信に取り組む。

また、こどもたちの国際感覚の醸成、未来に向けた

行動につながる取組等を実施する。

【内訳】

万博の機運醸成、堺の魅力発信 3,865

万博会場での堺の魅力発信 69,000

こどもたちの国際感覚の醸成等 68,061

万博首長連合負担金 500

その他（需用費等） 3,083
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

11 防 災 対 策 費 333,673 ○ 危機管理体制整備事業 245,994

堺市に甚大な被害をもたらす自然災害や各種危機事

象から、市民の生命、身体、財産を守るため、国・

大阪府をはじめ防災関係機関との連携強化や庁内体

制の整備及び多様な手段での情報伝達を行う。また、

大規模災害が発生し行政機能が低下した場合でも、

地域住民が共助により、安全な避難、救出救護、避

難所運営が行えるよう、自主防災活動を支援し、地

域防災力の向上を図る。

【内訳】

衛星通信機器導入等 9,740

防災行政無線保守点検 12,451

防災行政無線保守工事・移設工事 11,746

移動系防災行政無線撤去関連業務 12,734

IP無線借上 10,692

防災テレメータシステム設備改修 155,760

防災テレメータシステム保守管理 5,610

災害時用通信機器等通信運搬費 1,557

大阪府衛星無線等再整備事業負担金 12,937

震災総合防災訓練会場設営 3,900

避難情報等一括配信サービス利用料 1,884

防災情報支援サービス利用料 1,430

大阪防災ネット負担金 822

防災専門家派遣事業 572

その他（需用費等） 4,159

○ 防災備蓄等整備事業 43,835

大規模災害発生直後の応急対策を迅速に行うための

備蓄食料・資器材を防災拠点となる区役所、指定避

難所等に配備する。また、良好な避難生活を確保す

るため、指定避難所等の環境整備を行う。

【内訳】

災害用備蓄物資購入（備蓄食料等） 37,050

指定避難所標識等整備 4,538

指定避難所備蓄倉庫等整備 1,340

その他 907
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 防災・減災対策推進事業 22,147

本市の防災に関する総合的かつ基本的な計画である

堺市地域防災計画の作成や防災に関する重要事項を

審議する防災会議の運営を行う。危機管理当直制度

の運営をはじめ、災害その他の危機事象に迅速かつ

適正に対処する体制を構築する。

【内訳】

防災会議委員報酬 408

危機管理当直に係る宿日直手当 6,540

堺市防災マップ等印刷製本費 3,642

堺市国土強靭化地域計画改定等経費 4,844

耐震性貯水槽点検・監視費 2,132

危機管理対策職員宿舎借上 2,744

その他（役務費等） 1,837

○ 大規模災害被災地等支援事業 1,719

総務省応急対策職員派遣制度や指定都市市長会行動

計画に基づく職員派遣及びそれに関わる研修等の参

加により、大規模災害時の応援受援体制を整備す

る。また、市内避難者に対する支援を行う。

【内訳】

被災地職員派遣関連等旅費 938

その他 781

12 人 権 推 進 費 438,564 ○ 人権企画調整経費 15,185

平和と人権を尊重する社会の実現に向け、人権課題

及び人権施策に係る企画、各自治体や関係機関等と

の連絡調整及び関係会議での情報交換、人権擁護委

員の活動支援等、総合的に人権施策を推進する。あ

わせて、職場における人権意識の向上を図るため、

各課に設置した人権主担者に対し、研修を実施する。

また、市民の人権等に関する意識の現状を把握し、

各施策の方向性を明らかにするため、意識調査を実

施する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,642

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,013

通勤費（会計年度任用職員） 137

人権関係会議等参加経費 144

人権関係資料等 669
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

人権擁護委員協議会負担金 1,191

人権主担者研修 121

意識調査経費 8,884

その他 384

○ 人権啓発推進・人権相談事業（拡充） 27,336

　人権擁護都市として、人権尊重社会の実現を図るた

め、広く市民に人権の大切さを伝え、人権意識の向

上を図る啓発事業について、戦後80年を迎えること

から、「戦争は最大の人権侵害」であるという認識

を特に踏まえ実施する。また、市民の方々からの人

権に関する相談に対応する相談事業を実施する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 8,810

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,932

通勤費（会計年度任用職員） 436

平和と人権展 2,098

憲法週間・人権週間事業 494

人権教育セミナー 1,472

堺市人権教育推進協議会事業補助 9,094

人権啓発・人材育成事業市町村分担 544

金

人権相談研修経費 61

その他（委託料等） 1,395

○ 男女共同参画政策関係事業 5,776

男女共同参画社会の実現をめざし、「第5期さかい

男女共同参画プラン」の各取組を推進する。また、

「セーフシティさかい」を推進し、女性やこどもを

はじめ全ての人が安心して暮らすことができる社会

の実現をめざす。

【内訳】

男女平等推進審議会委員報酬 276

男女平等相談委員報酬 180

会計年度任用職員報酬 2,004

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769

通勤費（会計年度任用職員） 175

セーフシティさかい推進会議経費 102

弁護士委託 1,725

その他 545
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 男女共同参画交流の広場運営事業 7,401

男女共同参画に関する情報の提供や市民グループの

相互交流の促進、女性の悩みの相談・男性の悩みの

相談等を行う男女共同参画交流の広場を運営する。

【内訳】

男女共同参画交流の広場運営経費 7,280

その他 121

○ 人権ふれあいセンター管理運営事業 259,208

同和問題をはじめ、全ての人権問題の速やかな解決

に資するため、人権教育及び人権啓発並びに市民交

流を推進し、市民の福祉の向上を図ることを目的に、

人権ふれあいセンターの管理運営を行う。

【内訳】

人権ふれあいセンター管理運営業務 253,958

施設修繕工事設計経費 5,250

○ 同和・人権関係会議経費 903

同和行政及び人権行政を総合的かつ効果的に推進す

るため、有識者等により審議等を行う。

【内訳】

同和行政協議会委員報酬 408

同和行政推進委員会議委員報酬 82

人権施策推進審議会委員報酬 368

その他 45

○ 平和関連推進事業（拡充） 24,656

堺市平和と人権を尊重するまちづくり条例に基づき、

平和と人権を尊重する社会を実現するため、戦争の

悲惨さ、平和の尊さ、人権尊重の大切さを訴え、次

世代に伝える平和と人権資料館の運営、その他平和

啓発を実施する。また、戦後80年を迎え、戦争を知

る世代の高齢化が進む中、若年層への記憶継承を行

うため、平和の尊さを伝える事業を実施する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 7,212

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,320

通勤費（会計年度任用職員） 256

平和啓発関連経費 333

人材派遣等 8,580

施設保守・維持管理 4,508
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

企画運営経費 1,035

日本非核宣言自治体協議会分担金 80

その他 332

○ 男女共同参画啓発関係事業 1,720

男女共同参画社会の実現に向け、市民に対し、様々

な機会を通じた啓発活動を行うことにより、ジェン

ダーに対する正しい理解を促進する。DV・デートDV・

性暴力については、被害者にも加害者にもならない

意識啓発を行い、暴力のない社会の実現を図る。

【内訳】

男女共同参画週間経費 634

男女共同参画推進講師派遣経費 119

デートDV等予防出張セミナー経費 764

パープルリボンキャンペーン経費 81

その他 122

○ 男女共同参画センター管理運営事業 91,528

男女共同参画の推進に関する施策の実施及び市民等

による取組の支援を目的に、男女共同参画センター

の管理運営を行う。

【内訳】

男女共同参画センター管理運営業務 81,448

施設設備更新工事等 9,950

その他 130

○ 女性活躍推進事業（拡充） 4,851

職業生活における女性の活躍を推進するため、企業

に専門家等を派遣し、柔軟な働き方ができる職場環

境の形成等を支援する。また、男女問わず育児等と

キャリア形成の両立を図るため、育休取得・家事育

児参画促進セミナーを実施する。加えて、女性活躍

を進める企業の取組の情報発信や企業向け啓発セミ

ナー等を実施する。

【内訳】

女性活躍ハンズオン支援等経費 3,593

育休取得・家事育児参加促進等啓発 1,085

経費

その他 173
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1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

※債務負担行為限度額

男女共同参画センター非常用発電機更 17,000

新工事業務

13 諸 費 3,506 ○ 渉外関係一般事務 3,506

堺市表彰式、堺新年互礼会の開催及び市長表彰等を

行う。

【内訳】

堺市表彰式開催経費 946

市長表彰実施経費 809

堺新年互礼会開催負担金 1,000

その他 751

14 定 額 減 税 2,418,788 ○ 定額減税調整給付事業 2,418,788

調 整 給 付 費 定額減税可能額が減税前税額を上回る（減税しきれ

ない）と見込まれる所得税・住民税の納税義務者を

対象として行った調整給付に続き、当初調整給付の

不足を補う給付に加え、新たに定額減税と低所得者

世帯向け支援の両方が対象外となっていた方に「不

足額給付」を行う。

【内訳】

給付申請書等作成及び郵送経費 23,920

給付金振込等手数料 11,914

事務処理センター運営経費 213,914

不足額給付金 2,168,940

その他 100
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2項　　徴税費

金　額

千円

税 務 総 務 費 ○ 財政局人件費

256人

【内訳】

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

○ 電子自治体推進事業

納税・申告に係る利便性向上等を図るため、地方税

電子申告システム等地方税の電子化に係る事業を推

進する。

【内訳】

地方税電子申告及び国税連携システ

ム関係費

地方税共同機構負担金

○ 税務職員人材育成事業

適正・公平な税務行政を推進するため、各種研修の

実施や関連研修への職員派遣等を行う。

【内訳】

研修参加旅費

その他

○ 固定資産税等返還金

課税誤りにより納付された市税のうち、地方税法の

規定では還付できない固定資産税等及びこれらにか

かる利息相当額を返還金として交付する。

固定資産税等返還金

○ 三国ヶ丘庁舎管理事業

三国ヶ丘庁舎の維持管理に係る事務を行う。

【内訳】

庁舎維持管理委託

目 主　　な　　説　　明

【内訳】
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2項　　徴税費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

光熱水費

通信運搬費（電話使用料等）

その他（需用費等）

○ 市税の窓口運営管理事業

各区市税の窓口の運営に係る事務を行う。

【内訳】

人材派遣等委託

備品購入費

その他（需用費等）

○ 市税証明コンビニ等交付システム経費

市税証明のコンビニ交付用データの更新を行う。

【内訳】

税データ更新等委託

その他

○ 市税証明交付事務

市税証明のコンビニ交付や窓口におけるキャッシュ

レス決済に係る事務を行う。

【内訳】

税務証明書交付事務等委託

税務証明キャッシュレス関係費

賦 課 費 ○ 固定資産税賦課事務

固定資産税等の評価及び賦課に関する事務を行う。

【内訳】

固定資産税土地賦課業務関係経費

固定資産税家屋賦課業務関係経費

電算事務委託等（土地・家屋・償却

資産）

資産評価システム研究会負担金

郵送料

備品購入費（公用車買替）

その他（需用費等）

○ 軽自動車税等賦課事務

軽自動車税、法人市民税、事業所税等の賦課に関す

る事務を行う。
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2項　　徴税費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

帳票等印刷代

郵送料等

電算事務委託等

大阪府軽自動車税協議会負担金

その他（需用費等）

○ 個人市民税賦課事務

個人市民税の賦課に関する事務を行う。

【内訳】

郵送料等

当初課税事務委託等

申告支援システム使用等

堺地区税務協議会負担金

その他（需用費等）

○ 個人市民税運営事務

個人市民税の賦課に関するシステム運営事務を行う。

【内訳】

電算事務委託等

その他（需用費等）

※債務負担行為限度額

納付拡大事業

徴 収 費 ○ 市税徴収事務

財源の確保及び納税負担の公平を図るため、市税の

公正・厳正な徴収を実施する。

【内訳】

徴収等業務関係経費

市税等徴収業務運営委託（市税等コ

ールセンター・オンライン入金機等

公金輸送委託）

大阪府域地方税徴収機構分担金

○ 収税事務処理センターの活用

財産調査補助業務を集約し、徹底した調査の実施に

より、滞納処分の強化と迅速化を図る。また、収納

管理業務と一元化することで業務の効率化を図る。
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2項　　徴税費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

収税事務処理センター運営委託等

○ 市税収納事務

市税の収納管理に関する運営事務を行う。

【内訳】

電算事務委託等

収納等業務関係経費

口座振替手数料等

※債務負担行為限度額

納付拡大事業

固 定 資 産 評 価 ○ 固定資産評価審査委員会運営事務

審 査 委 員 会 費 固定資産の価格に係る不服について審査を行う。

【内訳】

固定資産評価審査委員会委員報酬

実地調査等旅費

その他
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3項　戸籍住民基本台帳費

金　額

千円

1 戸 籍 住 民 基 本 1,297,496 ○ 市民人権局人件費 100,785

台 帳 総 務 費 15人

【内訳】

給料 60,297

扶養手当 784

地域手当 6,812

通勤手当 1,805

時間外休日及び夜間勤務手当 1,014

管理職手当 840

期末勤勉手当 27,039

住居手当 2,038

児童手当 156

○ 堺区役所人件費 274,203

48人

【内訳】

給料 168,517

扶養手当 2,456

地域手当 18,984

通勤手当 6,659

時間外休日及び夜間勤務手当 4,984

管理職手当 1,608

期末勤勉手当 67,171

住居手当 2,434

児童手当 1,390

○ 中区役所人件費 132,003

23人

【内訳】

給料 81,202

扶養手当 840

地域手当 9,117

通勤手当 4,318

時間外休日及び夜間勤務手当 1,792

管理職手当 840

期末勤勉手当 32,275

住居手当 1,116

児童手当 503

主　　な　　説　　明目
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3項　戸籍住民基本台帳費

金　額

千円

主　　な　　説　　明目

○ 東区役所人件費 96,538

16人

【内訳】

給料 58,787

扶養手当 318

地域手当 6,594

通勤手当 1,887

時間外休日及び夜間勤務手当 1,647

管理職手当 840

期末勤勉手当 25,034

住居手当 1,161

管理職員特別勤務手当 30

児童手当 240

○ 西区役所人件費 110,180

20人

【内訳】

給料 67,529

扶養手当 580

地域手当 7,585

通勤手当 1,991

時間外休日及び夜間勤務手当 1,792

管理職手当 840

期末勤勉手当 28,239

住居手当 1,186

児童手当 438

○ 南区役所人件費 159,801

26人

【内訳】

給料 94,813

扶養手当 1,482

地域手当 10,685

通勤手当 4,754

時間外休日及び夜間勤務手当 6,019

管理職手当 840

期末勤勉手当 39,500

住居手当 1,008

管理職員特別勤務手当 5

児童手当 695
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3項　戸籍住民基本台帳費

金　額

千円

主　　な　　説　　明目

○ 北区役所人件費 163,383

【内訳】

給料 96,456

扶養手当 2,566

地域手当 10,985

通勤手当 4,524

時間外休日及び夜間勤務手当 2,794

管理職手当 840

期末勤勉手当 42,006

住居手当 1,842

管理職員特別勤務手当 15

児童手当 1,355

○ 美原区役所人件費 72,992

11人

【内訳】

給料 43,958

扶養手当 780

地域手当 5,014

通勤手当 1,169

時間外休日及び夜間勤務手当 686

管理職手当 840

期末勤勉手当 19,945

住居手当 360

児童手当 240

2 戸 籍 住 民 基 本 1,008,757 ○ 新住民記録総合システム 358,530

台 帳 事 務 費 戸籍システムや住民基本台帳ネットワークと連携し

たシステムを運用し、住民記録・印鑑登録の管理及

び各種証明書発行事務を行う。

住民票等の各種証明書の取得機会を増やすため、コ

ンビニ交付サ―ビスを運用する。

システム標準化法に対応するため、標準化対象シス

テムの更改を行う。

また、機器更改期限を迎える住民基本台帳ネットワ

ークシステムにかかる機器について、機器更改を行

う。

【内訳】

市民課事務総合システム運用経費等 45,080

27人
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3項　戸籍住民基本台帳費

金　額

千円

主　　な　　説　　明目

コンビニ交付運用経費 4,152

標準化法に係るシステム更改経費等 202,847

住基ネットシステム更改経費等 25,597

市民課事務総合システム及びコンビ 61,773

ニ交付機器賃借

住基ネットシステム機器賃借 9,108

システム関連等備品購入費 7,920

その他（委託料等） 2,053

○ 町名住居表示整備事業 28,062

住民の日常生活の利便性の向上のため、町界町名整

理事業、住居表示整備事業による住所の整備や町名、

街区表示板の取付及び貼替を行う。

住所決定事務に使用する住居表示台帳の経年劣化に

対応するため、住居表示台帳を再製する。

また、住所決定事務の効率化と製図精度の向上のた

め、住居表示台帳システムを運用する。

【内訳】

住居表示台帳再製業務等 10,161

町名表示板貼替業務等 7,496

住居表示台帳システム運用経費等 1,462

町名表示板（貼替用）等 2,912

会計年度任用職員報酬 2,567

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 540

通勤費（会計年度任用職員） 258

その他（備品購入費等） 2,666

○ 戸籍住民基本台帳事務 450,239

堺市に本籍を有する者の身分関係、堺市住民の居住

実態及び堺市に居住する外国人の居住関係・身分関

係を登録・公証し、各種行政サービスの基盤とする。

戸籍への振り仮名記載にかかる事務の一部を委託す

することで、戸籍法の改正に円滑に対応する。

郵送での証明発行や、それにかかる電話での問い合

わせ対応など、郵送証明等にかかる業務の一部を委

託する。

【内訳】

戸籍への氏名の振り仮名記載に係る 261,312

委託業務等

コンビニ交付委託 39,063

窓口業務委託経費等 107,349
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3項　戸籍住民基本台帳費

金　額

千円

主　　な　　説　　明目

事務用消耗品等購入費 12,974

改ざん防止用紙等印刷 5,100

コンビニ交付運営負担金 7,843

各種通知郵送料 6,042

大阪府戸籍住民基本台帳事務協議会 167

堺支会負担金

その他（役務費等） 10,389

○ マイナンバーカード普及促進センター管理 171,926

運営事業

マイナンバーカードの普及促進のため、マイナンバ

ーカードの申請・交付に係る業務を行う。

また、これまで各区市民課で対応していた電子証明

書の更新について、同センターでも対応を行うこと

で来庁者数の分散や利便性の向上を図る。

【内訳】

マイナンバーカード普及・促進セン 143,000

ター管理運営業務

啓発用広告物作成 1,000

事務室賃貸借 10,072

情報システム機器借上 6,892

光熱水費等負担金 1,360

通信回線利用 502

その他（郵便料等） 9,100

※債務負担行為限度額

システム標準化移行関連業務 161,000

戸籍住民基本台帳事務 197,000

3 旅 券 事 務 費 311,989 ○ パスポートセンター運営事業 311,989

堺市在住者のパスポートの申請受付・交付を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 7,138

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,847

通勤費（会計年度任用職員） 867

旅券発給に係る収入印紙購入費 275,000

旅券発給事務委託等 21,054

ジョルノ公益床管理負担金 3,552

その他（役務費等） 2,531
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4項　選挙費

金　額

千円

選挙管理委員会費 ○ 選挙管理委員会事務局人件費

10人

【内訳】

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

○ 選挙管理委員会事務

【内訳】

選挙管理委員会委員報酬

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

施設等修繕料

南旅篭町倉庫施設警備等委託

南旅篭町倉庫樹木剪定委託

選挙人名簿システム年間保守点検等

委託

選挙人名簿管理システム移行費

指定都市選挙管理委員会連合会負担

金

その他（委託料等）

選 挙 啓 発 費 ○ 選挙啓発事務

選挙が公正かつ適正に行われるよう、常時から選挙

人の政治意識の向上に努める等、啓発に要する経費

【内訳】

明るい選挙啓発作品コンクール運営

経費

明るい選挙推進協議会運営経費

（財）明るい選挙推進協会負担金

その他

目 主　　な　　説　　明

選挙管理委員会委員の報酬及び選挙人名簿の調製・

保管に要する経費
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4項　選挙費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

参 議 院 議 員 ○

通 常 選 挙 費

選挙執行事務事業

任期満了日　令和7年7月28日

任期　　　　6年

投票所数　　132か所

開票所数　　7か所

有権者数　　678,970人（令和6年12月1日現在）

【内訳】

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職員特別勤務手当

投票立会人等報酬

会計年度任用職員報酬

通勤費（会計年度任用職員）

事務従事者等旅費

選挙事務協力謝礼

選挙事務用消耗品

投票所入場整理券等発送郵送料

選挙機器等調整及び運搬費

施設警備等委託

情報システム開発・運用・保守委託

入場整理券等電算事後処理委託

ポスター掲示板製作設置等委託

選挙公報宅配業務等委託

人材派遣等委託

その他（備品購入費等）

参議院議員通常選挙事業

令和元年7月21日執行の参議院議員通常選挙により

選出された参議院議員の任期満了に伴い実施される
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5項　統計調査費

金　額

千円

統計調査総務費 ○ 統計資料作成事務

行政施策、企業経営、学術研究等の基礎資料となる

データを提供する。

【内訳】

人口統計システム改修業務委託

人口統計システム保守業務委託

その他

○ 登録調査員確保対策事業

基幹統計調査を実施するための統計調査員を確保し、

その資質を向上するための研修等を行う。

【内訳】

統計調査員登録事務経費

その他

○ 調査区管理事務

基幹統計調査を実施する上で必要な調査区の設定、

修正等に要する経費

【内訳】

統計調査支援システム賃貸借

その他

基幹統計調査費 ○ 基幹統計調査事務

令和7年度における各種統計調査の準備・実施等に

要する経費

【内訳】

国勢調査

経済センサス‐活動調査

その他

目 主　　な　　説　　明
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6項　監査委員費

金　額

千円

1 監 査 委 員 費 140,870 ○ 特別職人件費 12,464

1人

【内訳】

給料 7,923

地域手当 793

期末手当 3,748

○ 監査委員事務局人件費 97,352

13人

【内訳】

給料 55,049

扶養手当 2,142

地域手当 6,658

通勤手当 2,237

時間外休日及び夜間勤務手当 591

管理職手当 2,616

期末勤勉手当 25,467

住居手当 1,332

児童手当 1,260

○ 監査業務 31,054

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理

についての監査を行う。

【内訳】

監査委員報酬 3,960

会計年度任用職員報酬 7,138

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,847

通勤費（会計年度任用職員） 661

監査に係る事前調査支援業務等委託 13,350

全国都市監査委員会等負担金 222

その他（需用費等） 3,876

2 外 部 監 査 費 13,018 ○ 外部監査委託 13,018

監査機能の独立性・専門性を高めるために、外部の

専門的な知識を有する者に監査を依頼する。

【内訳】

包括外部監査委託 13,000

その他 18

目 主　　な　　説　　明
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7項　自治振興費

金　額

千円

1 地域活動振興費 569,578 ○ 市民活動促進事業 23,733

NPO法人等の市民活動団体への支援として、「堺市

市民活動コーナー」の運営、「堺市民活動サポート

センター事業」の実施等により、市民活動の促進を

図る。

また、市民等からの寄附金を原資とする市民活動支

援基金により、市内NPO法人の公益的な活動を支援

する。

【内訳】

堺市市民活動コーナー運営経費 13,659

4,280

担金

1,940

大学との連携負担金

市民活動支援基金補助 1,500

市民活動支援基金積立 2,001

その他 353

○ 赤十字・献血促進事業 450

献血思想の普及及び輸血用血液の確保のため、献血

促進活動を行っている団体の活動に対し、補助を行

う。

【内訳】

堺市献血推進協議会補助 450

○ 自治会活動推進事業（本庁） 9,485

自治会活動を推進している団体の活動に対し補助を

行い、地域のコミュニティ活動の活性化を図る。

【内訳】

堺市自治連合協議会活動補助（本部） 4,650

自治会活動保険補助 4,000

堺市AED（自動体外式除細動器） 15

電極パッド等交換補助

その他 820

○ 自治会活動推進事業（堺区） 60,852

【内訳】

堺市自治連合協議会活動補助（堺区 575

自治連合協議会）

認定防犯灯電気料金支援 16,596

自治会施設賠償責任保険補助 300

目 主　　な　　説　　明

堺市民活動サポートセンター運営負

市民活動促進事業における大阪公立
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7項　自治振興費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

校区自治会活動推進補助 43,179

その他 202

○ 自治会活動推進事業（中区） 43,881

【内訳】

451

自治連合協議会）

認定防犯灯電気料金支援 16,195

自治会施設賠償責任保険補助 150

校区自治会活動推進補助 27,000

その他 85

○ 自治会活動推進事業（東区） 39,572

【内訳】

堺市自治連合協議会活動補助（東区 327

自治連合協議会）

認定防犯灯電気料金支援 16,237

自治会施設賠償責任保険補助 110

校区自治会活動推進補助 22,838

その他 60

○ 自治会活動推進事業（西区） 55,328

【内訳】

堺市自治連合協議会活動補助（西区 482

自治連合協議会）

認定防犯灯電気料金支援 19,852

自治会施設賠償責任保険補助 330

校区自治会活動推進補助 34,400

その他 264

○ 自治会活動推進事業（南区） 66,261

【内訳】

堺市自治連合協議会活動補助（南区 668

自治連合協議会）

認定防犯灯電気料金支援 22,767

自治会施設賠償責任保険補助 304

校区自治会活動推進補助 41,464

その他（使用料及び賃借料等） 1,058

堺市自治連合協議会活動補助（中区
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7項　自治振興費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 自治会活動推進事業（北区） 54,490

【内訳】

堺市自治連合協議会活動補助（北区 513

自治連合協議会）

認定防犯灯電気料金支援 17,111

自治会施設賠償責任保険補助 269

校区自治会活動推進補助 36,000

その他 597

○ 自治会活動推進事業（美原区） 24,371

【内訳】

堺市自治連合協議会活動補助（美原 234

区自治連合協議会）

認定防犯灯電気料金支援 10,843

自治会施設賠償責任保険補助 100

校区自治会活動推進補助 13,106

その他 88

○ 地域安全推進事業（本庁）（拡充） 13,613

犯罪のない安心して暮らせる地域社会の実現に向け、

地域による自主的な防犯活動を支援し、市民、事業

者等の防犯意識の高揚等に取り組む。

【内訳】

特殊詐欺撲滅への取組経費 5,888

子ども安全カメラ（小学校・中学校） 3,647

関連経費

地域貢献事業所防犯カメラ設置補助 800

平成23年設置カメラ更新関連経費 2,088

その他（需用費等） 1,190

○ 地域安全推進事業（堺区） 26,042

【内訳】

防犯事業補助 1,950

青色防犯パトロール活動補助 750

青色防犯パトロール車両修繕等補助 300

戦略的公設防犯カメラ設置関連経費 5,949

LED防犯灯更新補助 14,550

その他（備品購入費等） 2,543
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7項　自治振興費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 地域安全推進事業（中区） 22,259

【内訳】

防犯事業補助 1,717

青色防犯パトロール活動補助 800

青色防犯パトロール車両修繕等補助 120

青色防犯パトロール車両購入経費 1,680

戦略的公設防犯カメラ設置関連経費 7,135

LED防犯灯更新補助 9,000

その他（工事請負費等） 1,807

○ 地域安全推進事業（東区） 17,837

【内訳】

防犯事業補助 1,059

青色防犯パトロール活動補助 390

青色防犯パトロール車両修繕等補助 220

戦略的公設防犯カメラ設置関連経費 2,713

LED防犯灯更新補助 13,410

その他 45

○ 地域安全推進事業（西区） 34,497

【内訳】

防犯事業補助 1,850

青色防犯パトロール活動補助 680

青色防犯パトロール車両修繕等補助 360

公設防犯カメラ維持関連経費 4,886

LED防犯灯更新補助 26,490

その他 231

○ 地域安全推進事業（南区） 37,035

【内訳】

防犯事業補助 1,853

青色防犯パトロール活動補助 1,595

青色防犯パトロール車両修繕等補助 600

戦略的公設防犯カメラ設置関連経費 12,742

LED防犯灯更新補助 20,010

その他 235

○ 地域安全推進事業（北区） 29,474

【内訳】

防犯事業補助 2,013

青色防犯パトロール活動補助 140
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7項　自治振興費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

青色防犯パトロール車両修繕等補助 100

戦略的公設防犯カメラ設置関連経費 4,799

LED防犯灯更新補助 19,020

その他（備品購入費） 3,402

○ 地域安全推進事業（美原区） 7,329

【内訳】

防犯事業補助 684

青色防犯パトロール活動補助 355

青色防犯パトロール車両修繕等補助 200

戦略的公設防犯カメラ設置関連経費 1,538

LED防犯灯更新補助 4,500

その他 52

○ 市民活動施設運営事業（中区） 155

○ 市民活動施設運営事業（南区） 365

○ 市民活動施設運営事業（美原区） 87

○ 犯罪被害者等支援事業 2,462

犯罪被害者やその家族等に対して、被害後の生活回

復に向けた経済的支援や情報提供等を実施する。ま

た、犯罪被害者等の置かれた状況について正しく理

解を得られるよう広報啓発を実施することで、すべ

ての人が安心して暮らせる社会の実現をめざす。

【内訳】

日常生活支援経費（配食サービス・ 566

ホームヘルプサービス）

一時避難住宅経費 118

カウンセリング委託 149

講演会等啓発経費 429

犯罪被害者等支援金 1,200

2 青 少 年 対 策 費 229,750 ○ 青少年対策事業 13,450

各中学校区青少年健全育成協議会が実施する青少年

健全育成事業への補助を行う。また、「こども110

番の家」運動を推進する。

− 61 −



7項　自治振興費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

堺元気っ子づくり推進事業補助 12,900

　43件

その他 550

○ 青少年指導員地域活動事業 7,451

地域ボランティアである青少年指導員の青少年健全

育成活動を支援する。また、校区幹事で組織する連

絡協議会の連絡調整や研修事業等に対し補助等を行

う。

【内訳】

青少年指導員地域活動事業補助 5,394

　93件

青少年指導員連絡協議会事業補助 1,500

その他 557

○ 二十歳の集い開催事業 17,300

20歳を迎える方々の前途を社会全体で祝福するため

の行事を開催する。

【内訳】

開催負担金 14,781

その他（需用費等） 2,519

○ 子ども・若者育成支援推進事業 29,652

ひきこもり、ニート等の困難を抱える子ども・若者

が安定した社会生活を円滑に営めるように、各関係

機関との支援ネットワークを構築し、センターにお

いて相談事業等の支援を行う。

【内訳】

ユースサポートセンター及び子ども・ 29,579

若者支援地域協議会運営業務委託

青少年非行防止対策補助 73

○ 青少年健全育成事業 161,897

青少年施設の維持管理や市内小中学生等を対象とし

たキャンプ事業の実施、ちびっこ老人憩いの広場に

【内訳】

キャンプ事業運営等委託 5,000

青少年施設管理運営委託 97,953

廃棄物処理委託 500

おける遊具等の修繕撤去への助成等を行う。
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7項　自治振興費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

青少年の家昇降機設備改修工事監理 2,000

青少年施設全館LED更新産業廃棄 1,080

物処理

ちびっこ老人憩いの広場遊具撤去等 1,500

工事

青少年施設改修等工事 7,000

青少年の家昇降機設備改修工事 44,000

その他（需用費等） 2,864

※債務負担行為限度額

　子ども・若者育成支援推進事業 91,000

　青少年健全育成事業 52,000
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8項　スポーツ費

金　額

千円

1 スポーツ推進費 136,820 ○ スポーツ推進事業（拡充） 90,434

地域スポーツ推進のため、堺市民オリンピックの開

催や総合型地域スポーツクラブ等スポーツ団体の支

援を行う。また、次期（仮称）堺市スポーツ推進計

画策定のための市民意識調査の実施、企業版ふるさ

と納税を活用した堺ゆかりのスポーツチームとの連

携事業のほか、令和9年度に開催するワールドマス

ターズゲームズ2027関西の機運醸成活動を行う。

【内訳】

スポーツ推進委員等報酬 2,104

学生競技スポーツ大会出場奨励金 5,000

市章掲載等PR料 4,000

市民意識調査委託 5,400

堺市民オリンピック委員会負担金 14,000

KIX泉州国際マラソン負担金 5,641

ワールマスターズゲームズ2027関西 3,363

開催準備負担金

企業版ふるさと納税を活用したスポ 1,000

ーツチームとの連携事業

大阪府体育連合負担金 357

総合型地域スポーツクラブ推進ネッ 1,000

トワーク堺負担金

堺市教育スポーツ振興事業団事業補 22,790

助

10,368

堺市スポーツ少年団事業補助 4,247

堺市スポーツ協会事業補助 7,870

スポーツ競技大会補助 1,408

その他（需用費等） 1,886

2 スポーツ施設費 1,926,988 ○ スポーツ施設等整備事業 896,886

体育館等のスポーツ施設において、施設利用者が安

全かつ快適に利用できるように、整備・改修等を行

う。

【内訳】

工事設計等委託 52,500

体育館等整備・改修工事 819,500

備品購入費 8,720

駐車場機器賃借料 5,400

その他（使用料及び賃借料等） 10,766

目 主　　な　　説　　明

総合型地域スポーツクラブ補助
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8項　スポーツ費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ スポーツ施設等管理事業 1,030,102

体育館等のスポーツ施設について、サービスの向上

と経費節減を図るため、民間のノウハウを活用した

効果的・効率的な管理運営を行う。

【内訳】

体育館等管理運営委託 643,223

スポーツ施設情報システム利用に伴 327,456

う利用料収入相当分

（施設利用料金を一旦市で受け入れ、

その後指定管理者に対し同額を支払

うもの。）

高齢者健康増進関連経費 50

会計年度任用職員報酬 4,620

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,308

通勤費（会計年度任用職員） 362

除草等管理委託 31,480

スポーツ施設情報システム端末機器 3,454

借上

スポーツ施設情報システム使用料 7,920

備品購入費 5,295

その他（使用料及び賃借料等） 4,934

※債務負担行為限度額

スポーツ施設等整備事業 519,000

スポーツ施設等管理事業

物価変動、金利変動、法令改正その

他の契約に基づき、増減すべき事由

が生じたときは、当該増減すべき額
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9項　人事委員会費

金　額

千円

人 事 委 員 会 費 ○ 人事委員会事務局人件費

12人

【内訳】

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

○ 人事委員会任用業務

職員の採用試験等を実施

【内訳】

職員採用ガイド及び職員採用試験問

題作成等委託

賛助会費等負担金

役務費

その他（使用料及び賃借料等）

○ 人事委員会給与勧告等業務

民間事業所の給与実態調査に基づく給与勧告や職員

からの措置要求、審査請求に関する公平審査事務

【内訳】

人事委員会委員報酬

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

全国人事委員会連合会等負担金

その他（需用費等）

目 主　　な　　説　　明
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10項　区政推進費

金　額

千円

1 区 政 推 進 費 3,854,306 ○ 堺区役所人件費 185,296

27人

【内訳】

給料 106,052

扶養手当 786

地域手当 12,439

通勤手当 4,406

特殊勤務手当 218

時間外休日及び夜間勤務手当 5,520

管理職手当 6,240

期末勤勉手当 46,371

住居手当 2,124

児童手当 1,140

○ 中区役所人件費 188,167

28人

【内訳】

給料 109,967

扶養手当 1,738

地域手当 12,849

通勤手当 4,390

特殊勤務手当 165

時間外休日及び夜間勤務手当 3,052

管理職手当 5,100

期末勤勉手当 47,163

住居手当 2,562

児童手当 1,181

○ 東区役所人件費 149,604

23人

【内訳】

給料 85,560

扶養手当 1,620

地域手当 10,126

通勤手当 3,372

特殊勤務手当 220

時間外休日及び夜間勤務手当 4,075

管理職手当 4,872

期末勤勉手当 36,804

住居手当 2,217

管理職員特別勤務手当 30

目 主　　な　　説　　明
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10項　区政推進費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

児童手当 708

○ 西区役所人件費 179,056

25人

【内訳】

給料 101,762

扶養手当 2,460

地域手当 12,035

通勤手当 3,447

特殊勤務手当 146

時間外休日及び夜間勤務手当 4,350

管理職手当 5,184

期末勤勉手当 44,983

住居手当 3,039

児童手当 1,650

○ 南区役所人件費 231,084

31人

【内訳】

給料 126,788

扶養手当 4,078

地域手当 15,217

通勤手当 6,232

特殊勤務手当 73

時間外休日及び夜間勤務手当 6,657

管理職手当 7,470

期末勤勉手当 58,104

住居手当 3,382

管理職員特別勤務手当 5

児童手当 3,078

○ 北区役所人件費 216,461

31人

【内訳】

給料 123,621

扶養手当 2,584

地域手当 14,536

通勤手当 3,825

特殊勤務手当 217

時間外休日及び夜間勤務手当 7,152

管理職手当 5,940
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10項　区政推進費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

期末勤勉手当 54,341

住居手当 2,464

管理職員特別勤務手当 90

児童手当 1,691

○ 美原区役所人件費 220,759

35人

【内訳】

給料 131,866

扶養手当 3,412

地域手当 15,379

通勤手当 3,181

特殊勤務手当 75

時間外休日及び夜間勤務手当 2,362

管理職手当 4,530

期末勤勉手当 56,087

住居手当 1,096

児童手当 2,771

○ 泉ヶ丘市民センター管理事業（南区） 92,537

泉ヶ丘市民センターの維持・管理を行う。

【内訳】

施設維持管理等委託 50,887

会計年度任用職員報酬 11,187

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 3,383

通勤費（会計年度任用職員） 821

光熱水費 23,670

その他（修繕料等） 2,589

○ 新金岡市民センター管理事業（北区） 26,495

新金岡市民センターの維持・管理を行う。

【内訳】

施設維持管理等委託 17,256

光熱水費 5,520

施設維持修繕 2,890

その他 829

○ さつき野コミュニティセンター管理事業 5,545

（美原区）

さつき野コミュニティセンターの維持・管理を行う。
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10項　区政推進費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

指定管理委託 5,500

その他 45

○ 6,175

来庁者への声かけや同行案内等を行うフロアマネー

ジャーを配置する。

○ 2,866

○ 3,419

○ 3,000

○ 4,230

○ 4,224

○ 3,786

○ 地域会館整備事業（本庁） 6,275

地域住民の自主的な地域活動を促進するため、小学

校区ごとに、地域のコミュニティ活動の拠点施設と

なる地域会館の整備を図る。

【内訳】

公共施設等特別整備基金積立 6,275

○ 地域会館整備事業（堺区） 6,000

　　　　【内訳】

地域会館大規模改修分　1か所 6,000

○ 地域会館整備事業（中区） 47,286

【内訳】

地域会館整備　1か所 40,000

公有財産整備工事 6,686

その他 600

○ 地域会館整備事業（西区） 95,100

【内訳】

地域会館用地購入　 81,000

地域会館大規模改修分　2か所 12,000

区役所フロアマネージャー設置事業（美原区）

区役所フロアマネージャー設置事業（堺区）

区役所フロアマネージャー設置事業（中区）

区役所フロアマネージャー設置事業（東区）

区役所フロアマネージャー設置事業（西区）

区役所フロアマネージャー設置事業（南区）

区役所フロアマネージャー設置事業（北区）
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10項　区政推進費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

その他（委託料等） 2,100

○ 地域会館整備事業（南区） 46,000

　　　　【内訳】

地域会館整備費補助　1か所 40,000

地域会館大規模改修分　1か所 6,000

○ 地域会館整備事業（北区） 12,000

【内訳】

　 　地域会館大規模改修分　2か所 12,000

○ 地域会館耐震改修事業（南区） 26,340

【内訳】

地域会館耐震改修等補助　1か所 26,340

○ 区役所広報・広聴・相談事務 22,250

市民の日常生活における諸問題の解決に向けた助言

や情報提供を行うため、市民相談や弁護士による無

料法律相談等を各区で実施する。

【内訳】

市民相談員研修経費 46

法律相談等委託 21,673

その他 531

○ 近隣センター等管理（南区） 48,754

大阪府より引継いだ泉北ニュータウン近隣センター

資産のうち自治会活動等地域団体への支援となる公

有財産の貸付、維持管理を行う。

【内訳】

フェンス取替等工事関連経費 45,700

施設維持管理費 2,500

その他 554

○ 区域まちづくり事業（堺区） 36,734

区役所が、区民ニーズ等を踏まえながら、主体的に

区域のまちづくり事業を実施する。

【主な事業】

堺区魅力発信事業

地域の魅力や区内のイベント等を他部局や地域、

大学等と連携し発信することにより、堺区の魅力

向上と区民の地域愛の醸成につなげる。
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10項　区政推進費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 区域まちづくり事業（中区） 28,839

【主な事業】

中区魅力発信事業

中区の伝統産業である注染・和晒や区内の施設と

いった区の魅力を区内外へ発信することで、区民

の地域への愛着を深めてもらい、区の活性化につ

なげる。

○ 区域まちづくり事業（東区） 29,995

【主な事業】

歴史・文化の発掘・発信 郷土愛醸成事業

東区固有の歴史や芸術文化を発掘・発信し、郷土

に対する愛着・誇りを育み、次世代へ継承する。

幅広い年代の区民等が参加・交流し、世代と地域

を更に結び付ける新たな魅力を創出する。

○ 区域まちづくり事業（西区） 30,893

【主な事業】

学校に行きづらいこどもがいる保護者の

ピアカウンセリング事業

様々な理由で学校に行きづらさを感じているこど

もの保護者に対して、こどもへの理解を深めより

良い親子関係を支援するため、保護者同士の交流

の場を提供し、不登校に関する専門的知見を有す

る講師を招聘したセミナーを開催する。

○ 区域まちづくり事業（南区） 42,088

【主な事業】

南区子どもウェルビーイングシステム事業

こどもの育ちを応援するため、こども虐待の未然

予防に力点を置き、地域子育て関連機関との連携

強化を図ることで、事業の展開を通じて南区内の

こどものウェルビーイングの向上と子育て世帯に

対するこどもの権利擁護の意識を醸成する。
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10項　区政推進費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 区域まちづくり事業（北区） 27,158

【主な事業】

魅力発掘・発信・創出事業

区民協働により北区の魅力を発掘・発信する輪を

広げるため、イベント等の機会を活用した情報収

集やSNSでの効果的な情報発信に関する講習会等

を実施する。

○ 区域まちづくり事業（美原区） 19,774

【主な事業】

美原区の"みんな"で魅力発信推進事業

「美原の古代米」を活用した農業体験イベントや

特産品開発の支援、大型商業施設との連携や区役所

6階展望ロビーを活用したイベント、SNSを活用した

区民参加型イベントなどを実施し、区の魅力を発信

する。

○ 南区スマート区役所事業 3,018

ICT等の活用とやさしい空間の創造により、安全・

安心で高機能な区民サービスを提供する誰一人取り

残されることのない未来型区役所を実現することで

市民サービスの一層の向上を図る。

【内訳】

庁舎案内タッチパネル改修等委託 1,377

スマホ相談ボランティア等謝礼 366

その他（使用料及び賃借料等） 1,275

○ 堺区防災推進事業 7,362

区民の防災意識や地域の防災力向上のため、発災初

期の避難所運営などの知識、技能が習得できる「堺

区防災マスター制度」の創設をはじめ、地区防災計

画策定の支援、防災士資格取得の促進などを行い、

自主防災組織への支援を強化する。

【内訳】

自主防災組織支援等委託 3,288

その他（需用費等） 4,074

○ 区政策会議運営事業（堺区） 705

区民等の意見を反映しつつ、地域の実情や特性に応

じた政策形成を進めるため、区政策会議を開催し、

特色ある区行政の実現を推進する。
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10項　区政推進費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

懇話会構成員等謝礼 518

その他 187

○ 区政策会議運営事業（中区） 1,973

【内訳】

懇話会構成員等謝礼 1,168

その他 805

○ 区政策会議運営事業（東区） 3,444

【内訳】

会議活動協力等謝礼 250

区基本計画策定支援業務 3,000

その他 194

○ 区政策会議運営事業（西区） 1,992

【内訳】

懇話会構成員等謝礼 459

その他（委託料等） 1,533

○ 区政策会議運営事業（南区） 2,477

【内訳】

懇話会構成員等謝礼 1,224

その他（役務費等） 1,253

○ 区政策会議運営事業（北区） 3,811

【内訳】

懇話会構成員等謝礼 716

区基本計画策定支援業務委託等 2,600

その他 495

○ 区政策会議運営事業（美原区） 2,833

【内訳】

懇話会構成員等謝礼 1,737

その他（役務費等） 1,096

○ 学校連携支援事業（NEST事業） 3,944

北区役所で、福祉・教育の各分野の相談員等が学校

と連携し、不登校等支援が必要な児童生徒やその保

護者等に対して多角的なアプローチを行い、適切な

支援を実施する。

− 74 −



10項　区政推進費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

会計年度任用職員報酬 3,085

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 597

通勤費（会計年度任用職員） 156

その他 106

○ 新金岡地区活性化推進事業 12,155

新金岡地区内で段階的に創出される活用地の具体的

な土地利用の方向性・整備手法を検討し、各事業者

への提案及び合意形成を図ることにより、新金岡地

区の活性化に向けて取組を推進する。

【内訳】

活性化検討支援業務委託 12,155

○ 子どもの居場所推進事業（拡充） 1,972

学校に通いづらさを感じている南区内在住の児童生

徒が、安心して多様な学びや自己肯定感を高めるこ

とのできる居場所を地域の身近な場所で提供し、社

会との接点の第一歩となるよう地域支援者と共に見

守りを実施する。

【内訳】

施設借上 928

施設運営謝礼 972

その他 72

※債務負担行為限度額

庁舎管理事業 640,000
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11項　国際文化費

金　額

千円

1 国 際 交 流 費 108,349 ○ 外事事業 20,668

国際化を推進するため、外国人賓客への接遇、海外

都市との交流や本市PR、外国公館等との連携事業等

を行う。

【内訳】

外国人賓客への接遇及び外国公館等 4,067

連携事業

万博国際交流プログラム事業負担金 5,406

自治体国際化協会分担金 11,000

その他 195

○ 外国青年（国際交流員）招致事業 11,711

国際交流を促進するため、一般財団法人自治体国際

化協会が実施するJETプログラムに基づき、国際交

流員を招致し、国際交流関係事務等に従事させる。

【内訳】

国際交流員報酬 7,700

国際交流員公舎借上 1,356

国際交流員公舎共益費 96

自治体国際化協会負担金 1,384

傷害保険負担金 51

その他（需用費等） 1,124

○ 姉妹・友好都市交流事業 8,472

海外姉妹・友好都市と幅広い分野での交流を促進す

るため、姉妹友好都市交流団体等と連携し、各種交

流事業等を行う。

【内訳】

バークレー渡航（特別職） 3,290

ダナン市友好都市交流事業 917

堺・バークレー協会事業補助 504

堺日中友好協会事業補助 504

堺ウェリントン協会事業補助 504

その他（旅費等） 2,753

○ 多文化交流推進事業 15,931

外国人市民が安心して暮らせる多文化共生社会の実

現のため、多文化交流プラザ・さかいを拠点とした

各種事業を行う。

【内訳】

外国人相談事業 1,368

目 主　　な　　説　　明
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11項　国際文化費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

外国人市民のための日本語学習支援 990

事業

民間団体の運営による日本語教室開 1,650

催事業補助

国際ボランティア制度推進事業 630

災害時外国人支援事業 340

留学生交流事業実行委員会負担金 10

多文化交流プラザ・さかい会議室管 2,440

理等委託

多文化交流プラザ・さかい建物借上 5,472

多文化交流プラザ・さかい共益費 1,200

ウクライナ避難民支援 1,067

その他 764

○ アジア諸国との交流事業 4,107

アセアン諸国との交流の促進を目的として、堺・ア

セアン交流促進委員会事業やアジア諸国の外国公館

等との連携事業を行う。

【内訳】

堺・アセアン交流促進委員会負担金 3,500

その他 607

○ 国際機関との連携事業 2,166

ユネスコが賛助する「アジア太平洋無形文化遺産研

究センター」等と連携して、パネル展やセミナー等

無形文化遺産の普及事業を実施する。

【内訳】

無形文化遺産パネル展開催等経費 1,100

無形文化遺産理解セミナー開催経費 541

その他 525

2 文 化 振 興 費 1,805,477 ○ 世界遺産保存活用事業 43,498

世界遺産百舌鳥・古市古墳群の価値と維持保存に対

する理解と意識を高める取組を通じて、古墳群を人

類共通の資産として保存・継承し、また、来訪者が

周遊できる環境を整備することで、古墳群を活かし

た都市魅力の向上を推進する。

【内訳】

百舌鳥・古市古墳群世界遺産保存活 10,275

用会議負担金
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11項　国際文化費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

百舌鳥・古市古墳群世界遺産協議会 618

負担金

世界遺産保全活用推進事業補助 1,400

古墳サミット運営経費等 6,532

謎解き周遊イベント経費等 2,340

雑踏警備等委託 7,326

百舌鳥古墳群周遊支援アプリ運営費 957

等

世界遺産石碑設置工事 5,000

会計年度任用職員報酬 4,617

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,308

通勤費（会計年度任用職員） 665

その他（積立金等） 2,460

○ 堺市文化振興財団事業補助 92,488

堺市文化振興財団が実施する文化芸術振興事業等に

対し、事業補助を行う。

○ 与謝野晶子顕彰事業の推進 1,306

堺の文化的特色の創出と市民の郷土愛の醸成を目的

に、日本の近代文学を切り開いた歌人の一人である

与謝野晶子の業績・メッセージ・生き方について、

広く市内外に発信し、顕彰を行う。

【内訳】

与謝野晶子倶楽部事業補助 1,236

その他 70

○ 文化芸術推進事業（拡充） 41,199

地域文化力の向上や都市魅力発信のため、堺市展や

阪田三𠮷𠮷名人杯将棋大会、万博開催に合わせた堺市

へ誘客を図る所蔵作品展等を開催する。また、所蔵

美術品等の管理活用を行う。

【内訳】

堺市展開催経費 4,904

堺市所蔵作品管理活用経費 15,475

阪田三𠮷𠮷名人杯将棋大会開催経費 3,899

ヒストリックカー活用事業 3,989

ミュシャ作品管理経費 12,450

音楽文化推進事業 177

その他 305
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11項　国際文化費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 文化施設管理運営 1,261,946

堺の中枢文化施設として、優れた芸術文化の鑑賞機

会を提供する「フェニーチェ堺」をはじめ、市民文

化活動の身近な拠点となる地域文化会館4館、「堺

市立文化館」の運営を行う。

【内訳】

文化施設管理運営等経費 923,516

高齢者健康増進関連経費 300

工事設計等委託 6,428

文化会館等改修工事 219,000

文化館共益費 9,872

東文化会館共益費 59,096

文化施設修繕負担金 25,804

東文化会館駐車場管理運営負担金 11,917

その他（委託料等） 6,013

○ 国内都市交流事業 306

互いの都市の発展に寄与することを目的に、国内友

好都市との交流を行う。

○ さかい利晶の杜管理運営事業 222,828

「千利休」と「与謝野晶子」を中心に、堺の歴史文

化の魅力を発信する施設である「さかい利晶の杜」

の管理運営を行う。

【内訳】

さかい利晶の杜管理運営経費 221,150

高齢者健康増進関連経費 500

その他（使用料及び賃借料等） 1,178

○ アーツカウンシル運営 26,356

文化芸術の活用による幅広い分野における社会的課

題の解決や、文化芸術活動のすそ野を広げるため、

専門知識を有する人材が活動団体等を支援する「堺

アーツカウンシル」と公募型補助金制度の運営を行

う。

【内訳】

堺アーツカウンシル運営経費 6,816

堺市文化芸術活動応援補助 18,000

堺市文化芸術審議会委員報酬 1,173

その他 367
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11項　国際文化費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 堺茶の湯まちづくり事業 1,539

「堺茶の湯まちづくり条例」に基づき、市民の豊か

な心の醸成及び都市魅力の向上を目的として、茶の

湯の文化の振興に係る施策を実施する。

【内訳】

万博と連携した茶の湯文化振興経費 1,000

その他 539

○ 百舌鳥古墳群ビジターセンター管理運営等 27,160

事業

世界遺産百舌鳥・古市古墳群の価値や魅力を来訪者

に伝えるため、「百舌鳥古墳群ビジターセンター」

の管理運営を行う。

○ ガス気球運行事業（新規） 40,532

現在、大仙公園内で整備を進めているガス気球につ

いて、こどもたちが搭乗できる機会を提供する。併

せて、世界遺産への影響に関する検証を実施するほ

か、ふるさと納税の寄附等を世界遺産保全活用推進

基金に積立財源を確保する。

【内訳】

気球試行設置検証業務委託 1,351

こども気球体験事業負担金 6,164

世界遺産保全活用推進基金積立金 33,017

○ 旧大阪女子大学跡地管理事業 3,100

旧大阪女子大学跡地の維持管理を行う。

※債務負担行為限度額

堺市文化芸術活動応援補助 18,000

文化施設管理運営事業 868,000

ガス気球運行事業 62,000

3 文 化 財 費 182,787 ○ 文化財保護事業 34,235

市内に所在する指定文化財の適正な保存・活用を図

るため、保存修理事業や伝承を目的とした後進育成

事業等への補助を行う。また、埋蔵文化財の保護及

び保存整備を図るため、開発事業者との調整対応、

予備調査及び出土遺物保存処理等を実施する。
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11項　国際文化費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

会計年度任用職員報酬 126

通勤費（会計年度任用職員） 14

調査掘削・保存処理委託 2,000

国指定文化財管理費補助 501

（補助件数見込み　8件）

記念物保存事業補助 366

（補助件数見込み　3件）

民俗文化財保存育成補助 520

（補助件数見込み　2件）

堺市文化財情報システム（GIS）更新 20,460

等事業

堺市指定有形文化財本願寺堺別院保 6,740

存修理工事補助

その他（委託料等） 3,508

○ 町家活用推進事業 47,307

町家歴史館「山口家住宅」、「清学院」、「鉄炮鍛

冶屋敷（井上関右衛門家住宅）」の運営を行う。

また、「鉄炮鍛冶屋敷（井上関右衛門家住宅）」に

伝わる資料の保管・展示・調査研究等を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,021

通勤費（会計年度任用職員） 431

町家歴史館管理運営等経費 37,557

資料調査・保存管理経費 6,179

その他（需用費等） 1,119

○ 文化財課施設・史跡等管理 19,865

文化財課分室・収蔵庫の施設管理及び文化財課が所

管する史跡・旧跡等の維持管理を行う。

【内訳】

分室等施設維持管理費 8,502

史跡等維持管理費 5,853

施設・史跡等修繕費 755

その他（工事請負費等） 4,755

○ 文化財課分室受託発掘調査 30,067

文化財保護法及び条例に基づき、土木工事等を行う

開発事業者からの委託を受けて、周辺の遺跡等を記

録保存するための発掘調査を行う。
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11項　国際文化費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

会計年度任用職員報酬 15,625

通勤費（会計年度任用職員） 1,613

概要報告書等印刷 5,800

各種検査・測定等委託 1,300

機械・機器等借上 697

その他（需用費等） 5,032

○ 百舌鳥古墳群等管理事業 36,884

所管古墳の保存・活用を図るため、寺山南山古墳等

の整備事業や各古墳の維持管理等を実施する。また、

百舌鳥古墳群総合解説板の設置工事を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 5,233

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,079

通勤費（会計年度任用職員） 312

寺山南山古墳整備事業経費 7,000

古墳維持管理等経費 13,300

黒姫山古墳ガイダンス施設管理運営 6,013

経費

百舌鳥古墳群総合解説板設置工事 3,000

その他 947
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1項　社会福祉費

金　額

千円

1 社会福祉総務費 3,921,994 ○ 健康福祉局人件費 1,244,916

182人

【内訳】

給料 709,723

扶養手当 15,789

地域手当 81,738

通勤手当 24,359

特殊勤務手当 250

時間外休日及び夜間勤務手当 53,351

管理職手当 17,556

期末勤勉手当 315,063

住居手当 17,135

児童手当 9,940

共済費 12

○ 堺区役所人件費 131,409

19人

【内訳】

給料 75,438

扶養手当 1,570

地域手当 8,776

通勤手当 3,296

特殊勤務手当 73

時間外休日及び夜間勤務手当 3,170

管理職手当 2,772

期末勤勉手当 34,639

住居手当 664

児童手当 978

共済費 33

○ 中区役所人件費 115,490

16人

【内訳】

給料 65,699

扶養手当 928

地域手当 7,634

通勤手当 2,525

特殊勤務手当 11

時間外休日及び夜間勤務手当 3,483

管理職手当 2,772

期末勤勉手当 29,788

目 主　　な　　説　　明
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

住居手当 1,842

児童手当 786

共済費 22

○ 東区役所人件費 107,185

15人

【内訳】

給料 62,233

扶養手当 1,470

地域手当 7,313

通勤手当 2,231

特殊勤務手当 6

時間外休日及び夜間勤務手当 1,424

管理職手当 2,772

期末勤勉手当 28,387

住居手当 1,139

管理職員特別勤務手当 30

児童手当 150

共済費 30

○ 西区役所人件費 142,013

19人

【内訳】

給料 78,894

扶養手当 2,838

地域手当 9,296

通勤手当 2,391

特殊勤務手当 196

時間外休日及び夜間勤務手当 5,441

管理職手当 2,772

期末勤勉手当 36,310

住居手当 1,863

児童手当 1,968

共済費 44

○ 南区役所人件費 164,716

23人

【内訳】

給料 93,922

扶養手当 2,398

地域手当 10,974
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

通勤手当 4,127

特殊勤務手当 13

時間外休日及び夜間勤務手当 4,114

管理職手当 3,444

期末勤勉手当 42,813

住居手当 1,708

児童手当 1,176

管理職員特別勤務手当 5

共済費 22

○ 北区役所人件費 168,944

24人

【内訳】

給料 100,180

扶養手当 1,432

地域手当 11,483

通勤手当 2,996

特殊勤務手当 465

時間外休日及び夜間勤務手当 2,088

管理職手当 2,772

期末勤勉手当 45,424

住居手当 1,431

管理職員特別勤務手当 45

児童手当 588

共済費 40

○ 美原区役所人件費 108,036

15人

【内訳】

給料 62,617

扶養手当 1,444

地域手当 7,352

通勤手当 2,052

特殊勤務手当 54

時間外休日及び夜間勤務手当 2,019

管理職手当 2,772

期末勤勉手当 27,926

住居手当 1,074

児童手当 726
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 健康福祉局人件費（国民年金） 26,803

4人

【内訳】

給料 15,159

扶養手当 388

地域手当 1,711

通勤手当 636

時間外休日及び夜間勤務手当 929

期末勤勉手当 7,046

住居手当 736

児童手当 198

○ 堺区役所人件費（国民年金） 17,550

3人

【内訳】

給料 10,730

扶養手当 228

地域手当 1,206

通勤手当 394

時間外休日及び夜間勤務手当 126

期末勤勉手当 4,413

住居手当 423

児童手当 30

○ 中区役所人件費（国民年金） 15,971

2人

【内訳】

給料 9,450

扶養手当 198

地域手当 1,062

通勤手当 488

時間外休日及び夜間勤務手当 39

期末勤勉手当 4,410

住居手当 324

○ 東区役所人件費（国民年金） 14,073

2人

【内訳】

給料 8,169

扶養手当 276

地域手当 929
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

通勤手当 419

時間外休日及び夜間勤務手当 116

期末勤勉手当 3,864

児童手当 300

○ 西区役所人件費（国民年金） 15,848

2人

【内訳】

給料 9,638

扶養手当 234

地域手当 1,086

通勤手当 299

時間外休日及び夜間勤務手当 78

期末勤勉手当 4,513

○ 南区役所人件費（国民年金） 9,357

2人

【内訳】

給料 6,052

扶養手当 30

地域手当 669

通勤手当 317

時間外休日及び夜間勤務手当 14

期末勤勉手当 2,146

住居手当 99

児童手当 30

○ 美原区役所人件費（国民年金） 7,560

1人

【内訳】

給料 4,605

扶養手当 198

地域手当 529

通勤手当 86

期末勤勉手当 2,142

○ 社会福祉統計調査事務 1,985

「国民生活基礎調査」等を行い、国の社会福祉行政

の基礎資料を得る。

【内訳】

統計調査員報酬 1,530
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

その他 455

○ 堺市保健福祉施設等施設整備審査会 184

社会福祉施設、介護老人保健施設等に対し交付する

施設整備補助金の適正化を図り、補助金対象となる

施設・法人を適正に選考するための審査会を開催す

る。

【内訳】

審査会委員報酬 184

○ 福祉総合情報システム運営 132,582

福祉総合情報システムの安定した運用の確保、制度

改正等に伴う対応を行う。また、国が進める地方公

共団体情報システム標準化に伴う対応を行う。

【内訳】

システム運用・保守・改修等委託 131,481

需用費 1,101

○ 社会福祉協議会運営補助 373,058

地域福祉を推進する中核的団体である社会福祉協議

会の運営に係る経費の一部を補助する。

【内訳】

社会福祉協議会補助 355,931

社会福祉協議会区事務所設置運営補 17,127

助

○ 社会福祉協議会関連事業 74,239

社会福祉協議会が実施するボランティアネットワー

ク推進事業への補助を行う。また、同協議会の区事

務所にコミュニティソーシャルワーカーを設置し、

専門相談機関等と連携して個別相談や地域支援を実

施する。

【内訳】

コミュニティソーシャルワーカー設 57,351

置業務

ボランティアネットワーク推進 16,888
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 地域福祉計画推進 9,369

学識経験者や関係団体等の委員で構成される懇話会

及び堺市社会福祉審議会地域福祉専門分科会におい

て、第4次地域福祉計画の進捗管理とその評価を行

い、次期地域福祉計画を策定する。

【内訳】

社会福祉審議会委員報酬 368

会計年度任用職員報酬 2,567

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 540

通勤費（会計年度任用職員） 156

第5次地域福祉計画策定調査策定支 4,499

援業務

その他（報償費等） 1,239

○ 法人監査事務 8,319

社会福祉法による社会福祉法人及び社会福祉連携推

進法人の認可（認定）・指導監査業務並びに老人福

祉法、児童福祉法、就学前のこどもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律及び生活

保護法による各社会福祉施設の指導監査を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 3,016

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 540

通勤費（会計年度任用職員） 167

社会福祉法人等指導監査会計管理支 1,197

援業務等委託

監査説明会等会場使用料 110

（仮称）社会福祉連携推進法人設立 3,000

支援補助

その他 289

○ 行旅病人及び行旅死亡人等取扱事業 3,054

行旅病人の救護及び行旅死亡人の葬祭を行う。

【内訳】

行旅死亡人等取扱業務委託 474

その他（報償費等） 2,580
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 民生委員児童委員活動 102,869

堺市民生委員児童委員連合会と協力・連携しながら、

行政と市民とのパイプ役である民生委員・児童委員

が活動しやすい環境を整備し、また、研修等により、

民生委員・児童委員の資質向上を図る。

民生委員・児童委員　定数　1,172人

【内訳】

民生委員児童委員活動費負担金 88,830

民生委員児童委員活動事業補助 8,595

民生委員児童委員研修等運営業務委 4,050

託

その他（報償費等） 1,394

○ 民生委員推薦会（各区） 211

民生委員法第5条等に基づき、校区民生委員予備推薦

会を設置し、民生委員・児童委員としての適任者の

推薦を行う。

【内訳】

校区予備推薦会謝礼品 157

その他 54

○ 避難行動要支援者関係事業 11,353

市民による自助・共助力を底上げする「地域のつな

がりの強化」施策として、避難行動要支援者の調査

を行い、本人同意を得て、その個人情報を地域・行

政で共有する。また、個別避難計画の作成に着手し、

効果的な避難支援を推進する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 3,569

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 924

通勤費（会計年度任用職員） 234

郵送料 3,003

その他（委託料等） 3,623

○ 権利擁護事業 24,607

高齢者や障害者の相談機関を対象とした権利擁護に

係る専門職による相談や、市民後見人の養成及び活

動支援を行う。また、社会福祉協議会が実施する日

常生活自立支援事業に対して補助を行う。
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

権利擁護サポートセンター運営等委 14,375

託

日常生活自立支援事業補助 10,206

その他 26

○ 生活困窮者自立支援事業 156,279

生活保護に至る前の段階の自立支援策を強化し、生

活困窮者に対する生活困窮状態からの脱却を図るた

めの総合的な支援を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 4,428

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,698

通勤費（会計年度任用職員） 312

堺市キャリアサポート事業 19,358

堺市自立相談支援事業 65,055

堺市生活困窮者就労準備支援事業 8,498

堺市学習と居場所づくり支援事業 20,283

家計改善支援事業 891

ホームレス巡回相談支援事業 4,821

居住支援事業 6,958

住居確保給付金 23,318

その他 659

○ 福祉のまちづくり関係事業 6,918

バリアフリー基本構想の進捗管理や施策の推進のた

め、協議会を開催する。また、各重点整備地区の評

価・見直しに向けた調査等を実施する。

【内訳】

堺市バリアフリー基本構想改定等検 6,325

討業務等委託業務

委員謝礼 401

その他 192

○ 社会福祉審議会事務 521

社会福祉法第7条により市長の附属機関として設置

し、社会福祉全般に関する事項を調査審議し、市長

の諮問に対する答申又は関係機関に対する意見具申

を行う。

【内訳】

審議会委員報酬 408
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

その他 113

○ 民生委員・児童委員一斉改選 7,646

民生委員・児童委員の任期満了に伴い、3年に一度の

一斉改選を行う。

【内訳】

民生委員推薦会等委員報酬 480

民生委員謝礼品 2,180

その他（需用費等） 4,986

※債務負担行為限度額

生活困窮者自立支援事業 20,000

2 障 害 者 福 祉 費 47,451,635 ○ 障害者施策推進協議会 1,092

障害者施策に係る計画や施策の総合的かつ効果的な

推進等について必要な事項等を調査審議する。

【内訳】

障害者施策推進協議会委員報酬 694

筆耕翻訳料 299

その他 99

○ 自立支援医療（更生医療） 1,601,668

身体障害者手帳を所持する18歳以上の障害者の方に

対して、障害の除去又は軽減等を目的とし、指定を

受けた医療機関において受診した医療費の一部につ

いて公費負担を行う。

【内訳】

更生医療給付 1,600,279

その他（役務費等） 1,389

○ 身体障害者手帳診断書無料交付事業 4,349

低所得者の負担を軽減するため、身体障害者手帳交

付のために要した診断書料を助成する。

助成件数見込　850件

【内訳】

診断書料助成 4,335

その他 14
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 障害者（児）補装具交付・修理（拡充） 206,585

身体障害者（児）の日常生活や社会生活（職業生活

）の便宜を図るために、身体機能を補うための補装

具の購入・借受け・修理に要する経費を助成する。

また、難聴児特別補聴器支給事業においては、対象

者・基準額を見直し、両側小耳症による難聴児への

助成を拡充する。

【内訳】

障害者補装具費支給 144,989

障害児補装具費支給 61,565

その他 31

○ 身体障害者緊急通報システム 458

一人暮らしの身体障害者等の自宅に緊急通報装置を

設置し、急病等の緊急事態に迅速に対応する。

○ 特別障害者手当等給付 655,235

日常生活において常時特別な介護を必要とする重度

の障害者（児）に手当を支給する。

【内訳】

特別障害者等手当 654,267

医師報酬 968

○ 外国人障害者特別給付金 240

国民年金制度の改正が行われた昭和57年1月1日前に

20歳に達していた外国人で、障害年金を受けること

ができない重度障害者に対し、給付金を支給する。

支給人数見込　1人

○ 重症障害者在宅医療的ケア支援 2,296

家庭において、常時高度な医療的ケアが必要な方を

介護している家族の介護負担を軽減するため、訪問

看護ステーションから看護師の派遣を行う。

利用人数見込　1月あたり6人

○ 職能訓練センター運営 26,733

企業への就労が困難な障害者等に職業的訓練と生活

指導を通じて就労・自立を図る。

【内訳】

職業訓練等委託 22,106

光熱水費 4,136
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

その他 491

○ 障害者就業・生活支援事業 51,276

就業や社会生活において支援を必要とする障害者の

就労支援・定着支援及び雇用の促進、企業啓発を図

る。また、障害者の一般就労の促進に向け、実習先

開拓や、企業・福祉事業所向け研修・支援、マッチ

ングを行う。

障害者就業・生活支援センター　2か所

○ 障害者福祉施設整備補助 95,253

グループホームの整備を促進することにより、障害

者の地域生活への移行と生活基盤の確保を図るため、

国庫補助による施設整備にあわせて、スプリンクラ

ー設備等の整備に係る加算補助を行う。

補助件数見込　5件

○ 重度障害者歯科診療所運営補助 90,234

一般の歯科診療所での治療が困難な障害者を対象と

した歯科疾患に関する相談、指導、診断、治療及び

機能回復訓練を実施するため、一般社団法人堺市歯

科医師会が運営する重度障害者歯科診療所の運営経

費を補助する。

○ 障害者社会参加促進事業 2,700

障害者団体が自主的に開催又は参加する研修会等に

係る経費を補助し、団体の資質の向上と障害者の社

会参加を促進する。

補助件数見込　27件

○ タクシー利用料金助成 37,589

タクシー料金の一部を助成することによって、重度

障害者（児）の社会参加を促進する。

タクシー利用券　年間最大26枚

【内訳】

タクシー利用料金助成 32,895

その他（役務費等） 4,694
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 障害福祉啓発事業 183

障害者への理解を深め、障害者福祉の向上を図るた

め、周知・啓発イベント等を開催する。

また、障害者に対する市民の理解の促進を図るため、

市民を対象に「心の輪を広げる体験作文」及び「障

害者週間のポスター」を公募する。

【内訳】

大阪ふれあいキャンペーン負担金 142

その他 41

○ 授産製品販売促進事業 5,058

アンテナショップ事業等に要する費用を補助するこ

とにより、障害者の授産活動、市民への障害福祉の

啓発及び障害者の社会参加を促進する。

【内訳】

アンテナショップ事業補助 4,343

アンテナショップ共益費 715

○ 障害者（児）移動支援事業 1,070,053

屋外での移動が困難な障害者（児）に対し、ガイド

ヘルパーが付き添いを行うことにより外出の際の移

動を支援する。

○ 障害者（児）日中一時支援 40,000

宿泊を伴わない短期入所（日帰りショートステイ）

サービスを提供する。

○ 障害者（児）日常生活用具給付 260,933

日常生活に支障のある障害者（児）に日常生活がよ

り円滑に行われるための用具を給付する。

【内訳】

障害者日常生活用具 237,868

障害児日常生活用具 23,065

○ 障害者（児）住宅改修費 11,192

在宅の重度障害者（児）が住み慣れた地域で自立し、

安心して生活することができるよう、住宅改修に要

する経費を助成する。

【内訳】

障害者住宅改修費 10,095

障害児住宅改修費 1,097
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 成年後見制度利用支援事業 25,277

成年後見制度の適用を必要としているにもかかわら

ず、市長の他に申立のできる親族等がないものに対

し、市長による制度利用開始の審判申立を行う。ま

た、費用負担が困難な知的障害者又は精神障害者が、

後見、保佐又は補助を受けるために必要となる費用

の全部又は一部を給付する。

【内訳】

後見報酬扶助 25,000

その他 277

○ 堺市障害者スポーツ・レクリエーション大会 3,516

障害者（児）がスポーツを通じ、身体的発達と社会

適応性の向上等を図るため、スポーツ・レクリエー

ション大会を開催する。

参加人数見込　1,200人

【内訳】

実行委員会負担金 3,460

その他 56

○ 自動車改造費助成 1,200

身体障害者が自動車を改造する経費を助成する。

助成件数見込　12件

○ 全国障害者スポーツ大会・堺市予選大会 323

障害者の社会参加の促進や、国民の障害者に対する

理解を深めるために開催される全国障害者スポーツ

大会に堺市選手団を派遣する。

令和7年度開催地　滋賀県

【内訳】

医師報酬 168

その他 155

○ 訪問入浴サービス事業 51,181

身体障害者の身体の清潔の保持、心身機能の維持を

図り、身体障害者の生活を支援するため、訪問によ

り居宅において入浴サービスを提供する。
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 自立生活訓練 361

地域での自立生活を希望する障害者（児）に対し、

買い物、料理等の個人訓練プログラムに基づく日常

生活訓練を行うことによって、スムーズな地域移行

を促進する。

○ 障害支援区分認定審査会運営事業 42,919

障害者総合支援法に基づき設置する障害支援区分認

定審査会を運営する。

【内訳】

障害支援区分認定審査会委員報酬 19,902

主治医意見書等手数料 16,133

会計年度任用職員報酬 4,008

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,537

通勤費（会計年度任用職員） 476

その他 863

○ 療養介護医療費 109,489

病院等において機能訓練、療養上の管理、看護及び

医学的管理の下に介護その他必要な医療並びに日常

生活上の支援を要する障害者であって、常時介護を

要する者に対し、療養介護医療費を支給する。

助成人数見込　1,560人

○ 障害者（児）自立支援給付 36,490,436

障害者総合支援法に基づく、居宅介護サービス、生

活介護サービス等の障害福祉サービス費を支給する。

【内訳】

介護給付費・訓練等給付費・補足給 35,448,177

付費

計画相談支援・地域相談支援給付費 946,853

重症心身障害者（児）特別介護加算 34,793

費

高額障害福祉サービス費 24,318

やむを得ない事由による措置費 8,036

特例介護給付費・特例訓練等給付費 1,844

審査支払事務等手数料 26,415
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 障害者扶養共済制度 107,603

障害者を扶養している保護者が、毎月一定の掛金を

納め、その保護者が死亡又は身体に著しい障害を有

した場合に、障害者に対し終身一定額の年金を支給

する。

【内訳】

保険料 28,012

特別調整費 27,020

障害者扶養共済扶養年金 51,728

障害者扶養共済脱退一時金 425

障害者扶養共済弔慰金 400

手数料 18

○ 自立支援医療費（育成医療）支給事業 31,524

手術等の治療により障害への確実な治療効果が期待

できる18歳未満の児童の医療費を支給する。

【内訳】

育成医療給付医療費 31,368

補装具療養費 28

その他 128

○ 重度障害者入院時コミュニケーション支援 669

事業

意思疎通に支援が必要な重度障害者（児）が医療機

関（精神科を除く）に入院した場合に、普段利用し

ているホームヘルパー又はガイドヘルパーをコミュ

ニケーション支援員として派遣し、医療従事者との

意思疎通の仲介を行う。

○ 健康福祉プラザ管理運営事業 435,602

障害者の地域生活を支える総合的拠点施設である堺

市立健康福祉プラザにおいて、「健康福祉センター」

の管理運営を行う。

【内訳】

管理運営等委託 422,822

施設等修繕料 11,578

備品購入費 1,202
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 聴覚・視覚障害者コミュニケーション支援 67,406

事業

聴覚・視覚障害者、視覚と聴覚に重複して重度の障

害のある盲ろう者のコミュニケーション手段の確保

と社会参加の促進のため、聴覚障害者相談員の設置

や手話通訳者、要約筆記者の派遣等を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬　 23,092

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 8,146

通勤費（会計年度任用職員） 1,876

手話通訳者・要約筆記者派遣等委託 20,000

盲ろう者通訳・介助者派遣事業及び 13,000

養成事業等負担

手話言語市区長会会費 10

その他（報償費等） 1,282

○ 自立支援医療（精神通院）扶助事業 4,952,951

精神疾患等の治療のため、指定を受けた自立支援医

療機関において通院医療を受ける方の医療費の一部

について公費負担を行う。

【内訳】

通院医療費 4,896,540

診療報酬明細書等審査手数料 34,240

人材派遣委託 14,274

診療報酬明細書等点検委託 1,428

会計年度任用職員報酬 2,004

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769

通勤費（会計年度任用職員） 156

その他（役務費等） 3,540

○ 地域活動支援センター運営事業 187,445

障害者に創作的活動・生産活動の機会を提供するこ

とにより、社会との交流を促進し、自立した生活を

送るための支援を実施する。

【内訳】

地域活動支援センター運営業務等委 187,145

託

連携強化型　　　　　 　　5か所

居場所支援型　　　　 　　8か所

入浴支援強化型 　　　　　2か所

　　　　　　地域活動支援センター運営補助 300
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 障害者虐待防止事業 13,193

障害者虐待を防止し、また虐待を受けた障害者やそ

の養護者に対する支援等を実施する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 8,355

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 3,076

通勤費（会計年度任用職員） 799

弁護士等派遣等委託 168

その他 795

○ 障害福祉サービス事業者指定事務等事業 11,529

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく障害福祉サービス等事業者の指

定及び指導監督等を実施する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 7,755

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,847

通勤費（会計年度任用職員） 468

その他（委託料等） 1,459

○ 基幹相談支援センター事業 219,060

各区役所内に設置する基幹相談支援センターにおい

て、当該区域内における障害者等への総合的なワン

ストップ相談、支援体制の総合コーディネート、地

域移行や権利擁護等の支援を実施する。

○ 総合相談情報センター事業 50,831

健康福祉プラザ内に設置する総合相談情報センター

において、同プラザ内の専門機関と連携し、基幹相

談支援センター等への技術支援や総合的な相談・支

援を行い、情報拠点として障害者福祉に関する情報

の収集・発信を実施する。

○ 特別児童扶養手当給付関係事業 1,450

障害のある児童を家庭で監護している父母、あるい

は父母にかわり児童を養育している人に対して手当

の認定を行う。

【内訳】

医師報酬 1,254

その他 196
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 障害者差別解消促進事業 758

障害を理由とする差別を解消するため、関係機関に

よる「障害者差別解消支援地域協議会」の運営等を

行う。

【内訳】

障害者施策推進協議会委員報酬 531

その他 227

○ 障害者文化芸術講座 1,127

障害者が集い活動できる場の提供と、障害者を対象

とした講座を開催し、障害者が豊かな社会生活を送

れる機会を創出する。

【内訳】

講座開催業務等委託 757

その他 370

○ 重度障害者等就業支援事業 25,948

常時介護を必要とする重度障害者が就業中や就業に

伴う移動中に支援を受けられるようにすることによ

り、重度障害者の社会参加を進める。

○ 重症心身障害者（児）支援センター管理運 74,612

営事業

重度の知的障害と重度の肢体不自由が重複している

障害者（児）に対する保護、指導及び訓練を行うた

めの施設である重症心身障害者（児）支援センター

の管理運営を行う。

【内訳】

管理運営等委託 33,816

医療機器等更新 40,615

その他 181

○ 障害福祉サービス事業所機能強化事業 75,461

障害福祉サービス事業所において重度障害者対応等

のための職員の加配や、職員の負担軽減のための介

護ロボット導入に要する経費の補助等を行う。

【内訳】

介助ロボット導入支援事業 6,300

医療型短期入所整備 515

重度障害者対応型共同生活援助事業 18,300
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

短期入所事業所運営補助 39,074

重症心身障害者生活介護事業所 11,250

機能強化

その他 22

○ 強度行動障害支援体制整備事業 4,048

強度行動を有する方への専門的な支援スキルを持つ

人材及び法人を確保・育成し、地域での支援体制を

整備する。

○ 障害者（児）緊急時かけつけ等事業（拡充） 2,795

障害者（児）が介護者の急病等により自宅等にて介

護を受けることができなくなる場合に地域生活支援

拠点等に認定された短期入所事業所に移送する等緊

急時に自宅にかけつける支援等を行う。

【内訳】

相談支援機能業務委託 2,385

移送・かけつけ機能業務 410

3 厚 生 費 324,082 ○ 戦傷病者・戦没者遺族等援護 16,183

戦没者・戦災死没者を追悼し、平和の尊さを訴え戦

傷病者や戦没者遺族の援護増進を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 3,006

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,154

通勤費（会計年度任用職員） 234

特別弔慰金関連経費 450

大阪戦没者追悼式関連経費 2,980

堺市原爆被害者の会運営補助 200

その他（委託料等） 8,159

○ 小口更生資金 6,828

小口更生資金貸付金の償還等に係る業務を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 4,816

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,402

通勤費（会計年度任用職員） 574

その他 36
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 再犯防止推進事業 970

再犯防止に関する施策推進体制の構築に向けた取組

を行い、犯罪をした者等の円滑な社会復帰を促進す

る。また、堺市保護司会連絡協議会等の活動を支援

し、社会を明るくする運動へ参画する。

【内訳】

堺市保護司会事業補助 300

堺市更生保護女性会事業補助 220

社会を明るくする運動負担金 398

矯正施設所在自治体会議負担金 10

その他 42

○ 中国帰国者対策 7,897

生活習慣や言葉の違いにより地域社会に適応しにく

い中国帰国者に対し、相談業務等を通じて地域社会

への定着及び自立を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 5,370

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,060

通勤費（会計年度任用職員） 312

その他 155

○ 中国残留邦人生活支援事業 292,204

中国残留邦人等が安定した生活を送ることができ、

地域社会でいきいき暮らせるように支援を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 7,792

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,542

通訳及び指導員謝礼金 3,031

通勤費（会計年度任用職員） 821

中国残留邦人等地域交流事業委託 2,729

中国残留邦人生活支援給付金 266,762

地域生活支援プログラム経費 1,454

配偶者支援金 5,443

その他（旅費等） 1,630

※債務負担行為限度額

中国残留邦人生活支援業務 1,000
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

4 老 人 福 祉 費 17,001,176 ○ 老人集会所運営 1,942

高齢者の活動の拠点である市立老人集会所22か所の

施設維持管理を行う。

【内訳】

施設等修繕費 300

施設保守点検等委託 244

整備工事費 700

その他 698

○ 老人福祉施設等補助 521,204

高齢者の地域活動拠点となる各施設の整備や運営等

に必要な経費の一部を補助する。

【内訳】

老人集会室整備補助 49,000

軽費老人ホーム等事務費補助 337,079

堺市総合福祉会館管理運営補助 135,125

○ 緊急通報システム 30,475

一人暮らし高齢者等の自宅に緊急通報装置を設置し、

急病等の緊急事態に迅速に対応する。

緊急通報装置の設置台数　4,331台

【内訳】

緊急通報システム保守等委託 10,265

緊急通報システム端末器購入費 20,210

○ 在日外国人高齢者給付金 61

年金制度上の理由により老齢年金等が受給できない

在日外国人に対し、給付金を支給する。　

月額　1万円

【内訳】

在日外国人高齢者給付 60

その他 1

○ 認知症施策等総合支援事業 19,768

認知症の方やその家族への支援体制を構築するため、

介護実践者研修、地域医療機関の対応力向上支援、

認知症疾患医療センターの運営及び市民向けの普及

啓発を実施する。

【内訳】

認知症介護実践者等養成事業経費 9,659

認知症地域医療支援事業経費 1,867
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

認知症疾患医療センター運営事業経 7,928

費

認知症普及啓発等事業経費 314

○ 高齢者日常生活用具給付 320

在宅生活を支援するための用具を給付する。

日常生活用具給付　16件

○ 老人福祉施設入所措置 551,346

経済的理由や環境上の理由により居宅において介護

を受けることが困難な高齢者を、施設に措置するこ

とにより福祉の増進を図る。

措置見込人員　2,770人

【内訳】

生活費及び施設事務費 550,288

入所者給付金 806

入所判定委員報酬 123

その他 129

○ 老人福祉センター管理運営 447,668

高齢者に対して健康増進、教養の向上及びレクリエ

ーション活動の場を提供している老人福祉センター

（市内7か所）の管理運営を行う。

【内訳】

工事監理業務等委託 13,113

指定管理料委託 257,052

整備工事費 166,835

中老人福祉センター事業運営負担 8,000

その他（需用費等） 2,668

○ シルバー人材センター運営補助 47,630

高齢者の就業を通じた健康の増進、生きがいの充実

を図り、活力ある地域社会に寄与するシルバー人材

センターの運営を支援する。

【内訳】

堺市シルバー人材センター運営補助 47,500

全国シルバー人材センター事業協会 50

会費

大阪府シルバー人材センター協議会 80

会費
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 全国健康福祉祭派遣事業 17,387

高齢者を中心としたスポーツ等の祭典「ねんりんピ

ック」への堺市代表選手の選考及び派遣を行う。

【内訳】

堺市選手団派遣事業等経費 17,324

その他 63

○ 後期高齢者医療広域連合負担金 11,306,200

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、大阪府

後期高齢者医療広域連合が運営する後期高齢者医療

制度における給付費について、市負担分を広域連合

へ納付する。

○ 社会福祉法人による減免事業補助等利用者 4,625

負担軽減措置事業

介護保険における低所得者の負担軽減を図り、介護

保険サービスの継続利用を促進するため、介護保険

サービス利用者の負担軽減措置を実施する。

【内訳】

社会福祉法人介護保険利用者負担減 4,526

免事業補助

訪問介護等利用者負担軽減措置費 1

その他 98

○ 老人クラブ活動補助 57,169

老人クラブ活動を促進するため、堺市老人クラブ連

合会及び各老人クラブに対し支援を行う。

【内訳】

堺市老人クラブ連合会補助 23,808

単位老人クラブ活動補助 33,361

○ 介護事業者指定・指導 75,898

適正な介護給付を実現するため、本市域に所在する

介護保険事業所に対し指定・指導等を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 9,127

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 3,005

通勤費（会計年度任用職員） 739

地域密着型審査会委員報酬 245

人材派遣委託 16,112

介護サービス情報公表等委託 3,000
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

介護職員処遇改善加算の取得促進 3,300

特別支援事業

運営指導業務委託 37,500

その他（委託料等） 2,870

○ 老人福祉施設整備補助 2,676,701

堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に基づ

き、公募によって選定された法人に対して補助金を

交付し、施設整備を適切に進める。また、介護施設

等に対して新型コロナウイルス感染拡大防止のため

の整備費用を補助する。

【内訳】

施設整備補助 446,956

施設整備開設準備補助 125,390

非常用自家発電設備整備補助 30,000

防災改修等支援補助 77,300

多床室個室化改修補助 464,000

簡易陰圧装置整備補助 153,000

換気設備整備補助 4,800

水害対策支援補助 56,250

安全対策強化補助 2,025

ゾーニング環境整備補助 12,380

プライバシー保護改修 100,340

看取り環境整備 8,260

災害レッドゾーン移転改築 528,000

災害イエローゾーン移転改築 528,000

定期借地権設定のための一時金支援 140,000

○ 高齢者見守り支援事業 391

高齢者を地域全体で見守り、支援するため、協力事

業所の登録制度等により、地域の見守り支援のネッ

トワーク構築を推進する。

【内訳】

協力事業所支援等委託 350

その他 41

○ 高齢者健康増進施策 7,830

60歳以上を対象として、大阪府が運営する健康アプ

リ「アスマイル」に堺市独自ポイントを設定し、ア

スマイルの活用により市民の生活習慣の改善を促進

する。
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1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

システム利用料・事務局運営費 5,148

アスマイルポイント原資 2,000

その他 682

○ 介護人材確保・育成支援事業 908

介護サービスの質の維持・向上を図るため、介護事

業者が自律的に職場環境の改善に取り組み、介護人

材を確保・育成できるよう支援を行う。

【内訳】

介護人材確保・育成支援事業委託 800

その他 108

○ 地域介護予防活動支援事業 84,214

介護予防を目的とした地域の高齢者の自主的な取組

をサポートするため、自主活動グループの育成・支

援や、社会福祉協議会が実施する地域のつながりハ

ート事業に対する補助を行う。

○ 包括的支援事業 1,091,386

高齢者の総合相談窓口である地域包括支援センター

の運営のほか、施策の推進、権利擁護の推進、生活

支援サービスの体制を整備するコーディネーターの

配置等の事業を行う。

【内訳】

地域包括支援センター運営等経費 921,219

高齢者虐待防止事業経費 19,097

生活支援コーディネーター配置事業 126,338

権利擁護サポートセンター運営事業 22,710

地域介護サービス運営事業費 1,062

その他 960

○ 高齢者虐待防止事業（各区） 101

高齢者虐待が発生し、移送が必要になった際、被虐

待者の身体状況に応じて、介護タクシーの借上げを

行う。

− 110 −



1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画見 13,612

直し実態調査

次期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の基礎

資料とするため、要支援・要介護認定を受けていない

高齢者や介護事業者等へアンケート調査を実施する。

【内訳】

調査票発送・集計等経費 13,542

その他 70

※債務負担行為限度額

老人福祉施設整備補助 385,000

老人福祉センター管理運営 187,000

5 障害医療助成費 2,164,480 ○ 障害医療扶助費 2,126,157

対象

1. 身体障害者手帳の障害の等級が1級又は2級に

該当する者

2. 療育手帳でA判定の者

3. 療育手帳でB1判定の者で身体障害者手帳所持

者

4. 精神障害者保健福祉手帳の等級が1級に該当す

る者

5. 特定医療費（指定難病）受給者証、特定疾患

医療受給者証所持者で障害年金1級第9号又は

特別児童扶養手当1級第9号に該当する者

対象人数　　14,061人

○ 障害医療費助成事務費 38,323

【内訳】

診療報酬審査支払事務等手数料 31,700

その他（役務費等） 6,623

6 ひ と り 親 家 庭 604,532 ○ ひとり親家庭医療扶助費 587,761

医 療 助 成 費 対象

 18歳（18歳に達した日以後の最初の3月31日）ま

 での児童とその児童を監護養育する父・母等

対象人数　　14,411人

− 111 −



1項　社会福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ ひとり親家庭医療費助成事務費 16,771

【内訳】

診療報酬審査支払事務等手数料 15,575

その他（役務費等） 1,196

7 子ども医療助成費 3,774,038 ○ 子ども医療扶助費 3,649,840

対象

 18歳（18歳に達した日以後の最初の3月31日）ま

 での子ども

対象人数　　108,673人

○ 子ども医療費助成事務費 124,198

【内訳】

診療報酬審査支払事務手数料 97,459

会計年度任用職員報酬 16,032

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 6,151

通勤費（会計年度任用職員） 832

その他（役務費等） 3,724

8 共同浴場運営費 88,372 ○ 共同浴場運営 88,372

住民の保健衛生の向上と生活環境の改善を図るため

に設置された布袋温泉の管理運営を行う。

【内訳】

工事監理業務等委託 1,000

指定管理料委託 40,414

整備工事費 46,790

その他 168

9 国 民 年 金 費 103,417 ○ 国民年金事業 103,417

国民年金への加入や請求に関する手続き及び保険料

免除・学生納付特例等の受付業務を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 69,093

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 25,033

通勤費（会計年度任用職員） 5,806

その他（需用費等） 3,485
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2項　生活保護費

金　額

千円

1 生活保護総務費 2,226,217 ○ 堺区役所人件費 436,856

74人

【内訳】

給料 255,015

扶養手当 4,430

地域手当 28,724

通勤手当 11,828

特殊勤務手当 4,950

時間外休日及び夜間勤務手当 10,384

管理職手当 1,680

期末勤勉手当 111,688

住居手当 6,370

児童手当 1,787

○ 中区役所人件費 231,848

39人

【内訳】

給料 135,254

扶養手当 3,191

地域手当 15,322

通勤手当 7,049

特殊勤務手当 1,876

時間外休日及び夜間勤務手当 3,351

管理職手当 840

期末勤勉手当 58,963

住居手当 4,472

児童手当 1,530

○ 東区役所人件費 139,848

21人

【内訳】

給料 80,972

扶養手当 2,237

地域手当 9,246

通勤手当 3,437

特殊勤務手当 900

時間外休日及び夜間勤務手当 4,558

管理職手当 840

期末勤勉手当 35,202

住居手当 296

管理職員特別勤務手当 30

目 主　　な　　説　　明
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2項　生活保護費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

児童手当 2,130

○ 西区役所人件費 244,274

41人

【内訳】

給料 143,726

扶養手当 2,478

地域手当 16,175

通勤手当 5,591

特殊勤務手当 1,876

時間外休日及び夜間勤務手当 3,411

管理職手当 840

期末勤勉手当 63,166

住居手当 4,923

児童手当 2,088

○ 南区役所人件費 256,981

41人

【内訳】

給料 144,257

扶養手当 3,402

地域手当 16,335

通勤手当 9,145

特殊勤務手当 1,944

時間外休日及び夜間勤務手当 10,320

管理職手当 840

期末勤勉手当 64,563

住居手当 3,800

管理職員特別勤務手当 5

児童手当 2,370

○ 北区役所人件費 235,159

40人

【内訳】

給料 138,820

扶養手当 1,638

地域手当 15,543

通勤手当 6,941

特殊勤務手当 2,244

時間外休日及び夜間勤務手当 5,123

管理職手当 840
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2項　生活保護費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

期末勤勉手当 60,353

住居手当 3,222

管理職員特別勤務手当 15

児童手当 420

○ 美原区役所人件費 57,694

8人

【内訳】

給料 33,418

扶養手当 1,272

地域手当 3,909

通勤手当 1,030

特殊勤務手当 294

時間外休日及び夜間勤務手当 220

管理職手当 840

期末勤勉手当 15,298

住居手当 423

児童手当 990

○ 生活保護法施行事務監査 420

各区保健福祉総合センター・生活援護課に対して、

生活保護法による施行事務の監査を実施し、同事務

の適正化を図る。

○ 生活保護適正化 448,749

生活保護の適正化を推進することにより、適切な生

活保護制度の運用を図る。

【内訳】

嘱託医報酬 11,616

会計年度任用職員報酬 128,555

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 47,757

通勤費（会計年度任用職員） 10,350

封筒印刷等事務経費 14,642

各種通知郵送等事務経費 68,753

生活保護システム保守点検業務等委 19,428

託

生活保護システム標準化移行経費 66,968

診療報酬明細書等点検業務等委託 40,600

居宅生活サポート事業等委託 20,478

被保護者健康管理支援事業等委託 7,590

12,012その他（負担金、補助及び交付金等）
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2項　生活保護費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 自立支援プログラム策定実施推進事業 105,172

生活保護受給者の自立助長を図るため、就労支援や

高校卒業見込者等に対する進学費用等に関する情報

提供や助言等を実施する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 12,843

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,543

通勤費（会計年度任用職員） 1,544

堺市キャリアサポート事業 86,996

堺市高校卒業見込者等への進路支援 814

事業

その他 432

※債務負担行為限度額

システム標準化移行関連業務 151,000

生活保護適正化業務 50,000

自立支援プログラム策定実施推進業務 92,000

2 扶 助 費 48,211,340 ○ 生活保護扶助費（法内） 48,211,340

生活に困窮するすべての者に対し、その困窮の程度

に応じて必要な保護を行い、その最低限度の生活を

保障する。

【内訳】

生活扶助費 12,870,177

住宅扶助費 6,999,081

教育扶助費 148,280

介護扶助費 1,449,340

医療扶助費 26,025,667

その他扶助費 278,835

施設事務費 410,302

委託事務費 519

就労自立給付金 14,894

進学準備給付金 14,245
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3項　児童福祉費

金　額

千円

1 児童福祉総務費 7,164,160 ○ 子ども青少年局人件費 3,743,561

575人

【内訳】

給料 2,171,447

扶養手当 44,516

地域手当 247,570

通勤手当 63,922

特殊勤務手当 18,885

時間外休日及び夜間勤務手当 126,121

宿日直手当 1,394

管理職手当 34,669

期末勤勉手当 961,567

住居手当 52,130

児童手当 21,340

○ 堺区役所人件費 80,484

11人

【内訳】

給料 42,903

扶養手当 1,020

地域手当 4,924

通勤手当 1,783

特殊勤務手当 210

時間外休日及び夜間勤務手当 7,561

管理職手当 840

期末勤勉手当 19,833

住居手当 930

児童手当 480

○ 中区役所人件費 81,716

13人

【内訳】

給料 47,522

扶養手当 741

地域手当 5,402

通勤手当 1,809

特殊勤務手当 232

時間外休日及び夜間勤務手当 2,641

管理職手当 840

期末勤勉手当 20,714

住居手当 1,617

目 主　　な　　説　　明
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

児童手当 198

○ 東区役所人件費 68,894

10人

【内訳】

給料 38,997

扶養手当 918

地域手当 4,483

通勤手当 1,110

特殊勤務手当 36

時間外休日及び夜間勤務手当 3,217

管理職手当 840

期末勤勉手当 17,486

住居手当 1,387

管理職員特別勤務手当 30

児童手当 390

○ 西区役所人件費 82,891

12人

【内訳】

給料 45,472

扶養手当 1,236

地域手当 5,231

通勤手当 1,121

特殊勤務手当 384

時間外休日及び夜間勤務手当 7,027

管理職手当 840

期末勤勉手当 20,302

住居手当 360

児童手当 918

○ 南区役所人件費 104,199

15人

【内訳】

給料 57,999

扶養手当 1,644

地域手当 6,654

通勤手当 3,044

特殊勤務手当 318

時間外休日及び夜間勤務手当 4,649

管理職手当 840
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

期末勤勉手当 25,971

住居手当 1,467

管理職員特別勤務手当 5

児童手当 1,608

○ 北区役所人件費 95,404

15人

【内訳】

給料 52,885

扶養手当 1,062

地域手当 6,072

通勤手当 2,268

特殊勤務手当 30

時間外休日及び夜間勤務手当 6,607

管理職手当 1,249

期末勤勉手当 22,948

住居手当 1,368

管理職員特別勤務手当 15

児童手当 900

○ 美原区役所人件費 70,120

10人

【内訳】

給料 40,226

扶養手当 2,130

地域手当 4,752

通勤手当 1,066

特殊勤務手当 60

時間外休日及び夜間勤務手当 1,063

管理職手当 840

期末勤勉手当 18,759

住居手当 324

児童手当 900

○ 発達障害者（児）支援事業 56,849

発達支援コーディネーターを配置し、4・5歳児発達

相談事業、養育者支援事業、「あい・ふぁいる」活

用推進事業、啓発事業、超早期療育を実施し、関係

機関の支援力の向上及び連携強化を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 18,546
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 6,279

通勤費（会計年度任用職員） 780

出務医師等謝礼 2,291

発達障害者（児）支援事業等委託 28,495

その他 458

○ 母子家庭等就業・自立支援センター事業 23,967

ひとり親家庭の母等に対し、就労相談や就業支援講

習会の開催、職業情報の提供等一貫した就業支援を

実施し、また、地域での生活相談や養育費の取決め

等に関する法律相談を実施する。

【内訳】

運営業務委託 23,959

その他 8

○ ひとり親家庭等日常生活支援事業 1,342

家庭生活支援員により生活援助等を行う。

延べ派遣時間　198時間

【内訳】

ひとり親家庭等日常生活支援委託 1,342

○ 母子家庭及び父子家庭自立支援給付事業 140,030

ひとり親家庭の母又は父の自立に向けた主体的な能

力開発の取組に対し、給付金を支給する。

【内訳】

高等職業訓練促進給付 124,272

高等職業訓練修了支援給付 2,350

自立支援教育訓練給付 13,408

○ 子ども家庭情報システム管理事務 196,717

子育て支援に関する情報等を関係各課で共有するた

め、システムにて総括的に管理する。

児童手当・児童扶養手当の標準準拠システム移行業

務等行う。

【内訳】

子育て支援総合システム維持管理 20,486

住基ネットシステム保守 770

児童扶養手当システム維持管理 5,066

子育て支援総合システム端末更改作 2,222

業

児童手当システム標準化移行業務 61,544
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

子育て支援総合システム再構築業務 56,125

34,755

務

子育て支援総合システム改修業務 4,337

税・住基等標準化移行後連携再構築 10,704

業務

PCリース 708

○ 子ども相談所管理運営事業 113,865

子ども相談所の運営及び維持管理等を行う。

相談件数　約5,100件

【内訳】

会計年度任用職員報酬 53,210

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 17,902

通勤費（会計年度任用職員） 2,964

出務医師報酬　　 1,680

情報システム開発・運用・保守委託 17,665

情報システム機器借上 3,241

その他（旅費等） 17,203

○ 子ども相談所相談支援等事業 26,131

子ども相談所において児童虐待防止対策支援事業及

びひきこもり等児童福祉対策事業等を実施する。

虐待相談援助チーム活動事業　来所相談等　

793時間　電話相談等　452件

【内訳】

虐待援助チーム活動謝礼 10,771

親子再統合プログラム業務委託 5,810

心理検査用紙等 1,230

未成年後見人支援事業助成 4,047

その他（報償費等） 4,273

○ 児童自立支援施設措置委託事業 151,672

非行や家庭環境等に問題を抱えるこどもを大阪府の

児童自立支援施設に入所措置し、それぞれのこども

の状況に応じて必要な指導を行い、社会的自立を支

援する。

【内訳】

児童自立支援施設事務委託 151,672

児童扶養手当システム標準化移行業
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 一時保護所管理運営事業 207,524

必要に応じ、児童福祉法に基づく一時保護を実施し

こどもの安全を迅速に確保する。

一時保護中は、こどもの心身の状況や置かれている

環境を把握する。また、こどもの心身の安定化を図

り、安心感をもって生活できるよう支援する。

年間一時保護児童数　約432人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 73,987

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 18,289

通勤費（会計年度任用職員） 4,730

出務医師報酬　　 1,456

施設維持管理等委託 62,785

施設整備等工事 9,066

その他（需用費等） 37,211

○ 乳児家庭全戸訪問事業 8,566

生後4か月までの乳児がいる全ての家庭を訪問し、

子育て情報の提供や適切なサービスを紹介する。

訪問予定件数　2,000件

【内訳】

乳児家庭全戸訪問等委託 6,000

通信運搬費 934

その他（需用費等） 1,632

○ ファミリー・サポート・センター事業 21,133

こどもの安全対策や育児支援のため、通園・通学時

の送迎や一時預かりを登録会員が保護者に代わって

実施する。

【内訳】

ファミリー･サポート･センター運 21,133

営等委託

○ 子育て短期支援事業 6,427

保護者の疾病、出産、仕事等の事由によりこどもの

養育が一時的に困難となった時等に実施施設にて養

育及び保護を行う。

短期入所生活援助事業　延べ　1,054日 

夜間養護等事業 　　　 延べ　698日

【内訳】

子育て短期支援事業委託 6,427
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 障害児施設入浴サービス事業 1,867

12～18歳の障害児に施設入浴を実施する。

○ 女性相談事業 67,460

・女性相談

離婚やDV（ドメスティック・バイオレンス）等、様

々な問題を抱える女性に対し、相談・支援を実施す

る。

・配偶者暴力相談支援センター

DV被害者に対し、専門相談・支援を実施する。

DV専門法律相談事業　　 51件

【内訳】

会計年度任用職員報酬 44,854

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 15,390

通勤費（会計年度任用職員） 3,335

DV専門法律相談謝礼 1,188

その他（需用費等） 2,693

○ ひとり親家庭等支援事業 32,316

・交通遺児手当

交通事故によって父母等が亡くなった児童の養育者

に対し、手当を支給する。

・養育費確保事業

養育費の取決めから履行確保までを総合的に支援す

るため、公正証書の作成費やADRに係る経費及び養

育費保証契約を締結する場合の保証金を給付する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 20,136

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 6,432

通勤費（会計年度任用職員） 1,331

交通遺児手当等 2,508

養育費確保支援事業 1,315

その他 594

○ 家庭児童相談事業 135,012

各区保健福祉総合センターにおいて、こどもや家庭

に関する種々の相談事業を実施する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 95,723

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 31,748

通勤費（会計年度任用職員） 5,323
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

その他（需用費等） 2,218

○ 在宅乳幼児親子教室開催事業 1,925

心身の発達において集団指導が必要とされた在宅乳

幼児及びその保護者を対象に指導教室を開催する。

8か所　定員　160人

【内訳】

心理判定員等謝礼　 1,462

その他 463

○ 子ども虐待防止事業 32,514

市全体の虐待通告の把握や分析を行う等、関係機関

の調整や情報集約を行い、また、子ども虐待防止に

関する啓発活動を実施する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 17,214

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 4,937

通勤費（会計年度任用職員） 1,153

SNSを活用した児童虐待防止相談に 8,000

係る費用負担

オレンジリボンキャンペーン事業委 242

託

精神科医との連携強化に係る費用負 60

担

その他 908

○ 障害児事業者等指定・指導事務 7,361

児童福祉法に基づく障害児通所支援事業者等の指定

及び指導監督等を実施する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 5,340

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,079

通勤費（会計年度任用職員） 312

その他 630

○ 発達障害者支援センター運営事業 33,256

発達障害に関する支援の拠点として、本人、家族及

び関係機関等からの相談、発達障害に関する関係機

関向けの研修、市民向けの啓発活動等を実施する。

【内訳】

発達障害者支援センター運営委託 33,215
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

謝礼金 41

○ 1,646

堺市社会福祉審議会の児童福祉専門分科会として、

「児童措置審査部会」・「里親審査部会」・「子ど

も虐待検証部会」・「子ども権利擁護部会」の4部

会を設置し、法令の定めるところにより、措置対象

児童の処遇方針についての審査、里親として認定す

べきかの審査、子ども相談所の運営に関する評価及

び検証、重篤な児童虐待事例等の分析・検証及び提

言、措置中の児童等の処遇に対する意見に関して調

査審議を行う。

【内訳】

社会福祉審議会委員報酬 1,622

その他 24

○ 要保護児童支援事業 60,097

様々な理由により、保護者と一緒に家庭で暮らすこ

とができないこども（要保護児童）について児童養

護施設等に入所措置を行う等、児童の福祉の向上に

資するために様々な施策を実施する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,015

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 744

通勤費（会計年度任用職員） 216

ヤングケアラー世帯への訪問支援に 7,740

係る委託等

児童家庭支援センター運営業務等委 36,490

託

市内児童臨海学舎開催補助 1,720

公益社団法人家庭養護促進協会補助 500

児童養護施設の職員人材確保事業補 282

助

子ども教育ゆめ基金事業費補助 6,543

近畿児童福祉施設スポーツ大会負担 100

身元保証人確保対策事業負担 71

その他（報償費等） 3,676

社会福祉審議会事務（児童福祉専門分科会）
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 障害児等療育支援事業 12,567

訪問や外来による相談及び必要な療育・訓練の提供、

保育所等支援機関へ対応方法に関する指導・助言を

行い、障害児や発達に不安のあるこどもと家族に向

へ早期介入を図る。また、必要な福祉サービス利用

けた支援を実施する。

【内訳】

障害児等療育支援事業等委託 12,567

○ あい・さかい・サポーター養成事業 1,120

認定こども園・幼稚園・保育所・学校・事業所等、

こどもの発達支援に携わる職員を対象に、発達障害

等の特別な支援を必要とするこどもと家族に適切な

支援を行うことができるよう専門研修を実施し、各

機関及び地域において中核となるサポーター及びサ

ポートリーダーを養成する。

【内訳】

講師謝礼 529

その他 591

○ さかいチャイルドサポーター育成事業 7,387

子育て支援に意欲のある地域の人材を対象として、

多様な保育や子育て支援に関する研修を実施するこ

とで、子育て支援員の育成を図る。

【内訳】

さかいチャイルドサポーター研修等 7,387

委託

○ 子育て事務センター事業 223,754

児童扶養手当、子ども・子育て支援新制度関連業務

等の一部の作業について、業務の正確性・迅速性を

向上させるため、民間事業者の専門性・ノウハウを

活用しながら事務処理の集約化を行う。

【内訳】

事務センター業務委託 200,460

借上経費 11,416

管理経費 11,878
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 子育て支援情報発信事業 238

「親子さかすくナビ」を活用し、本市の子育て支援

情報等を子育て家庭それぞれの状況に応じてタイム

リーに分かりやすく提供する。

【内訳】

親子さかすくナビ運用保守等業務 238

委託

○ ひとり親家庭学び直し支援事業 900

高等学校卒業程度認定試験合格のための講座受講費

用の一部を支給することにより、ひとり親家庭の父

母又は子の学び直しを支援する。

【内訳】

扶助費 900

○ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付業務 23,930

就職に有利な資格の取得をめざすひとり親家庭の父

母へ貸し付け、修学を容易にすることにより、資格

取得を促進し、自立の促進を図る。

【内訳】

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金 23,930

貸付事業補助

○ さかい子ども食堂ネットワーク構築事業 28,337

こども食堂の実施団体や支援機関等によるネットワ

ークを構築し、情報共有や実施ノウハウの提供、食

材提供やボランティア等の仲介、課題を抱えたこど

もへの個別支援の調整、開設のための初度調弁の支

援等を行う。

【内訳】

ネットワーク形成支援委託 26,337

開設補助 2,000

○ 発達障害啓発事業 495

広く市民へ発達障害の正しい理解と対応方法や相談

機関等の周知を図るため、「発達障害啓発週間」に

講演会、ブルーライトアップ等の啓発活動を行う。

【内訳】

ブルーライトアップ照明器具設置等 360

その他 135
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 障害児通所支援事業者育成事業 19,256

指定障害児通所支援事業者等を対象として、障害児

の発達支援・訓練等に関する助言、指導及び研修等

を実施する。

【内訳】

障害児通所支援事業者育成事業委託 19,256

○ 発達障害医療機関等支援事業 11,209

拠点医療機関にコーディネーターを配置し、発達支

援専門医療機関ネットワークを構築する。また、医

療関係者向けの研修等により発達障害に対応できる

専門医療機関を確保する。発達障害者がより受診し

やすい環境を整備するため、様々な診療科の医療従

事者等に研修を実施する。

【内訳】

発達障害専門医療機関ネットワーク 11,209

構築事業等委託

○ 認可外保育施設等利用者負担助成事業 55,632

認可外保育施設等を利用する市町村民税課税世帯の

0歳児から2歳児のうち、保育の必要性の認定を受け

た第2子以降のこどもについて、保育料を市独自に

無償とする（上限あり）。

【内訳】

認可外保育施設等利用者負担助成 55,632

○ さかいっこひろば管理運営事業 32,272

堺東駅前の商業施設「ジョルノ」内にて、子育て支

援施設を運営し、こどもとその保護者相互の交流を

図る。また、子育てに関する相談や情報提供等を実

施する。

【内訳】

施設運営等委託 21,444

公益床管理費 8,457

その他（役務費等） 2,371
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修 2,302

事業

地域の障害児通所支援事業所、保育所・こども園、

学校園及び訪問看護ステーション等の職員に対し医

療的ケア児等に対する支援を適切に行い、支援を総

合調整する医療的ケア児等コーディネーターを養成

する研修を実施する。

【内訳】

医療的ケア児等コーディネーター養 2,000

成研修等委託

謝礼金 243

その他 59

○ 幼児教育・保育無償化事業 199,709

幼稚園及び認定こども園（1号認定）の預かり保育

や認可外保育施設等を利用するこどもについて、保

育の必要性の認定を受けた場合、利用料を無償とす

る（上限あり）。

【内訳】

施設等利用給付費 199,709

○ 堺市ひとり親世帯家計相談事業 998

経済的に不安を抱えるひとり親世帯等が、家計に関

する様々な悩みをファイナンシャルプランナーに相

談し、専門的な視点から家計の改善策の助言を受け

ることで、生活の安定を図る。

【内訳】

ひとり親世帯家計相談運営業務委託 963

その他 35

○ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 22,154

生活保護世帯等を対象に、特定教育・保育施設等を

利用する実費徴収に係る費用の一部給付を行う。

【内訳】

実費徴収に係る補足給付 21,846

その他 308
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 地域子育て支援拠点事業 207,062

常設の地域子育て支援拠点を運営し、子育て家庭の

親とそのこどもを対象に、交流の場や子育てに関す

る情報等を提供する。また、各区役所にて、子育て

サークルへの支援等も行う。

【内訳】

みんなの子育てひろば補助 175,230

区役所子育てひろば運営等委託 29,244

その他（役務費等） 2,588

○ 子育てアドバイザー・育児支援ヘルパー派 12,344

遣事業

子育てアドバイザーや育児支援ヘルパーを子育て家

庭等に派遣し、支援を行うことで、育児に対する不

安や負担感の軽減を図る。

育児支援ヘルパー派遣予定件数　　4,000件

子育てアドバイザー派遣予定件数　3,080件

【内訳】

育児支援ヘルパー派遣等委託 7,779

子育てアドバイザー活動費 3,149

その他（役務費等） 1,416

○ ひとり親家庭応援フードパントリー事業 873

経済的自立に向けて取り組んでいるひとり親家庭を

対象に、フードバンク団体から提供された食料品や

支援情報等をパントリー（区役所等）で提供する。

【内訳】

案内通知送付料等 377

仕分等業務委託 296

その他 200

○ SNSやAIを活用したシングルマザー等就業支 14,417

援事業

シングルマザー等が、時間や場所の制約なくSNSを

活用して、就業相談から適性診断、求人マッチング、

定着支援までを一貫して受けられる就業支援を実施

する。

【内訳】

SNSやAIを活用した就業支援委託 14,278

その他 139

− 130 −



3項　児童福祉費

金　額
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○ 病児保育事業 92,186

病気急性期や回復期にあり、集団保育等が困難な児

童の預かりを実施する。

【内訳】

病児保育施設運営等委託 68,775

病院内施設市民開放事業補助 8,711

訪問型病児保育事業運営業務 14,700

○ いじめ不登校対策支援事業 6,625

いじめや不登校等の課題をかかえる児童や生徒を支

援するため、学校や教育委員会と連携し、解決に向

けて取組を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,567

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 540

通勤費（会計年度任用職員） 329

相談窓口等消耗品 533

その他（委託料等） 2,656

○ 多胎児家庭外出支援事業 6,055

外出が困難な多胎児家庭への支援として、0から2歳

の多胎児を養育する家庭に対し、タクシーを利用し

た料金の一部を助成する外出支援とアンケートや面

談の機会を拡充する子育て相談支援を行う。

【内訳】

タクシー料金助成 5,700

その他 355

○ 地域におけるいじめ防止対策の体制構築の 4,208

推進事業

臨床心理士等の専門職がこども本人から直接聴き取

ったいじめや不登校等に関するこどもの意向をもと

に、その意向に沿った対応を実施する。

【内訳】

謝礼金 21

こどもの悩み等聴取等委託 3,993

その他 194
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金　額
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○ こども家庭センター運営支援事業（子ども 119

家庭課）

各保健福祉総合センターに位置付けられている、こ

ども家庭センターの円滑運営に資するため、サポー

トプランの作成を支援する。

【内訳】

消耗品費 60

印刷製本費 59

○ 不登校の子どもの学びとつながりサポート 13,605

事業

困窮家庭の長期間中学校を欠席しているこどもを対

象に、家庭教師を派遣することで、こどもとつなが

り、生活習慣の形成や自己肯定感の醸成、孤立の防

止等を図る。

【内訳】

家庭教師派遣委託 13,000

その他 605

○ こども家庭センター運営支援事業（子ども 10,573

の未来応援室）

全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的に相談

支援を行うこども家庭センター機能の充実・強化を

図る。

【内訳】

謝礼金 414

地域資源の連携支援業務委託 9,841

その他 318

○ ひとり親家庭等自立支援事業 2,483

・ひとり親家庭交流会事業

ひとり親家庭が意見を共有するため、グループによ

る交流会を実施し、孤立の解消とステップに応じた

効果的な自立支援に繋げる。

・ひとり親家庭自立支援セミナー

ひとり親家庭の経済的自立に向け、自立への段階に

応じたセミナー等を実施する。

・ファミリー・サポート・センター利用料一部助成

ファミリー・サポート・センターを利用した際の利

用料の一部を補助する。
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

ひとり親家庭交流会事業 297

ひとり親家庭自立支援セミナー 572

ファミリー・サポート・センター 938

利用料一部助成事業

その他 676

※債務負担行為限度額

納付拡大事業 1,000

発達障害者支援センター運営事業 114,000

子育て支援施設運営事業 139,000

2 児 童 措 置 費 9,882,555 ○ 助産施設入所措置事業 73,346

経済的理由により入院助産を受けることができない

妊産婦を助産施設に入所措置する。

利用見込件数　延べ　122件

【内訳】

助産施設入所措置費 73,252

その他 94

○ 障害児措置給付事業 7,996,563

療育が必要なこどもを対象に、障害児施設等への入

所又は通所により、必要な指導や援助、治療等を行

う。

【内訳】

障害児施設措置費 7,985,419

その他（役務費等） 11,144

○ 児童養護施設等運営助成事業 1,812,646

養護が必要なこどもを乳児院や児童養護施設等に入

所措置し、安定した生活を保障する。

【内訳】

児童養護施設入所措置費 1,782,536

児童養護施設事業費等補助 201

児童養護施設利用者等サービス向上 27,772

支援事業費補助

障害児一時保護委託等支援 1,744

その他 393
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

3 心身障害児施設費 772,151 ○ こどもリハビリテーションセンター管理運 772,151

営事業

心身障害児総合福祉施設「南こどもリハビリテーシ

ョンセンター」、「北こどもリハビリテーションセ

ンター」を指定管理者制度を活用し運営する。

・児童発達支援センター

「もず園」 

　　（定員　120人）

「もず診療所」

「つぼみ園」

　　（定員　80人）

「つぼみ診療所」

・地域支援

児童発達支援センターの機能を活用して、障害のあ

る児童や発達に課題のある児童への指導や保護者の

方の相談に応じる。

【内訳】

南・北こどもリハビリテーションセ 699,481

ンター管理運営等委託

南・北こどもリハビリテーションセ 67,662

ンター設備更新

その他（需用費等） 5,008

※債務負担行為限度額

こどもリハビリテーションセンター管 23,000

理運営事業

4 児童保育施設費 36,678,163 ○ 公立認定こども園運営事業（運営） 1,860,889

公立幼保連携型認定こども園の管理運営に要する経

費

15か所　定員　2,111人

【内訳】

学校医報酬 10,448

学校歯科医報酬 1,952

学校薬剤師報酬 3,750

会計年度任用職員報酬 1,101,495

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 415,650

通勤費（会計年度任用職員） 64,272

旅費 660

消耗品費 74,620
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

光熱水費 91,585

物品等修繕 3,047

役務費 16,840

施設維持管理等委託 16,598

自動車借上 6,150

備品購入費 48,340

美原さつき野テレビ共同受信施設管 4

理組合負担金

その他（備品購入費等） 5,478

○ 共愛こども園運営事業（運営） 137,030

1か所　定員　186人

【内訳】

学校医報酬 576

学校歯科医報酬 122

学校薬剤師報酬 250

会計年度任用職員報酬 83,834

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 31,366

通勤費（会計年度任用職員） 4,680

消耗品費 4,074

光熱水費 7,495

施設維持管理等委託 1,269

その他（備品購入費等） 3,364

○ 民間保育所保育実施委託事業 3,336,015

民間保育所への入所に伴う保育所運営に要する経費

24か所

【内訳】

民間保育所運営委託 3,336,015

○ 民間認定こども園・保育所運営補助事業 2,677,266

教育・保育の質の向上、配慮を要するこどもへの対

応等に取り組む民間認定こども園・保育所に対し補

助を行う。

146か所

【内訳】

2,649,023

民間社会福祉施設産休等代替職員費 3,568

補助

性被害等防止事業補助 24,675

民間認定こども園・保育所運営補助
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 延長保育促進事業 180,767

保護者の勤務形態、就労時間及び通勤時間等に対応

するため、延長保育を実施する民間認定こども園・

保育所に対し補助を行う。

205か所

【内訳】

延長保育促進事業補助 180,767

○ 一時預かり事業 354,266

保護者が短時間就労・傷病・リフレッシュ等の理由

により家庭での育児が一時的に困難な場合に対応す

るため、保育を実施する民間認定こども園・保育所

等に対し補助を行う。

135か所

【内訳】

一時預かり事業補助 354,266

○ 認定こども園・幼稚園運営事業 22,850,135

民間認定こども園・幼稚園の運営に要する経費

認定こども園122か所、幼稚園8か所

【内訳】

民間認定こども園・幼稚園への給付 22,149,249

多子世帯利用者負担軽減（市独自） 698,186

に伴う給付

認定こども園・幼稚園過年度還付給 2,700

付

○ 私立幼稚園預かり保育推進事業 900

長期休業期間を含め1日11時間以上の保育を実施す

る私立幼稚園への補助を行う。

1か所

【内訳】

私立幼稚園預かり保育事業補助 900

○ 公立認定こども園運営事業（施設） 492,673

公立幼保連携型認定こども園の管理運営に要する経

費

15か所　定員　2,111人

【内訳】

施設等修繕 15,180

施設維持管理等委託 27,619
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

施設整備等工事 449,020

その他 854

○ 共愛こども園運営事業（施設） 30,554

1か所　定員　186人

【内訳】

施設等修繕 1,000

施設維持管理等委託 28,278

施設整備等工事 1,260

その他 16

○ 私立幼稚園運営補助事業 39,124

子ども・子育て支援新制度のもとで運営を行う私立

幼稚園に対し、補助を行う。

8か所

【内訳】

私立幼稚園運営補助 39,124

○ 地域型保育事業 4,032,718

子ども・子育て支援新制度における地域型保育事業

（家庭的保育事業、小規模保育事業、事業所内保育

事業）の運営に要する経費

76か所

【内訳】

地域型保育事業運営給付 3,833,963

多子世帯利用者負担軽減（市独自） 113,803

に伴う給付

地域型保育事業運営補助 84,952

○ 保育士等就職促進事業 300

市内の民間認定こども園等へ勤務することが決定し

た保育士又は保育教諭に対し、保育士試験受験講座

受講料等の経費を補助する。

【内訳】

保育士等就職促進事業補助 300

○ 保育教諭等人材確保事業 1,200

保育教諭等の人材を確保するため、職員への免許・

資格取得を支援した民間の認定こども園等に対し、

補助を行う。
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

保育教諭等人材確保事業補助 1,200

○ 市外認定こども園・保育所等利用事業 247,797

市内在住のこどもが、市外の認定こども園や保育所

等を利用することに伴う経費

【内訳】

管外認定こども園・幼稚園等への給 219,666

付

管外保育所保育実施等委託 28,131

○ さかい保育士就職応援事業 21,275

市内の民間認定こども園等に保育士又は保育教諭と

して勤務することが決定した潜在保育士に対し、就

職準備金の貸付事業を行う団体に経費を補助する。

【内訳】

さかい保育士就職応援事業補助 21,275

○ さかいプレ保育士事業 543

潜在保育士等を対象に、市内認定こども園等におい

て現場体験等を行うことで、教育・保育現場への就

労意欲向上を図る。

【内訳】

謝礼金 60

広告料 100

保険料 300

その他 83

○ 保育士宿舎借り上げ支援事業 120,347

市内の民間認定こども園・保育所等に対し、勤務す

る保育士・保育教諭の宿舎借上げに要した経費を補

助する。

【内訳】

保育士宿舎借上げ支援補助 120,347

○ 小規模保育事業等巡回支援事業 3,488

経験豊富な保育士等が、小規模保育事業等を実施す

る施設を巡回し、保育に関する様々なアドバイスを

行うことで、保育の質の向上を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,340
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 897

通勤費（会計年度任用職員） 156

その他 95

○ 民間社会福祉施設整備資金借入金利子補助 447

事業

（独）福祉医療機構からの施設整備資金借入金に係

る利子の一部の補助を行う。

9か所

【内訳】

民間社会福祉施設整備資金借入金利 447

子補助

○ 送迎保育ステーション事業 13,000

堺東駅前の商業施設「ジョルノ」内の送迎保育ステ

ーションと美原区の幼保連携型認定こども園間でバ

ス送迎を行う事業の実施に必要な経費を補助する。

【内訳】

運営経費補助 13,000

○ 公立認定こども園運営事業（支援） 188,972

公立幼保連携型認定こども園の運営に要する経費

15か所

【内訳】

給間食費 175,390

その他（役務費等） 13,582

○ 共愛こども園運営事業（支援） 16,246

公立幼保連携型認定こども園の運営に要する経費

1か所

【内訳】

給間食費 15,195

その他（役務費等） 1,051

○ 乳児等通園支援事業 72,211

認定こども園等に通っていない0歳6か月から満3歳

未満のこどもとその保護者を対象とした乳児等通園

支援事業を実施する民間認定こども園等に対し、補

助を行う。

【内訳】

乳児等通園支援事業補助 72,004
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

郵便料等 207

※債務負担行為限度額

納付拡大事業 2,000

公立認定こども園施設整備事業 55,000

公立認定こども園運営事業 7,000

5 母子福祉施設費 146,768 ○ 母子生活支援施設措置等事業 146,768

DV等の理由により保護が必要な母子について、母子

生活支援施設への入所により、安全確保及び生活の

安定を図り、自立に向けた支援を行う。

利用見込世帯 延べ 283世帯

【内訳】

母子生活支援施設措置費 129,857

母子生活支援施設処遇向上補助 3,359

その他（委託料等） 13,552

6 児童扶養手当費 3,669,280 ○ 児童扶養手当事務 3,669,280

父と生計を同じくしていない児童を監護している母、

母と生計を同じくしていない児童を監護している父、

又は父母に代わって児童を養育している人に手当を

支給する。

支給対象者数

全部支給　　延べ　51,976人

一部支給　　延べ　26,920人

【内訳】

児童扶養手当 3,664,466

その他（需用費等） 4,814

7 児 童 手 当 費 16,361,147 ○ 児童手当事務 16,361,147

高等学校修了前の児童を養育している人に支給する。

支給対象児童数

児童手当　　延べ　1,303,075人

【内訳】

児童手当

電算事後処理業務委託 6,000

その他（需用費等） 10,547

16,344,600
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3項　児童福祉費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

8 児 童 福 祉 施 設 23,874 ○ 市立認定こども園移管事業 2,374

建 設 費 教育・保育施策の充実を図るため、公立幼保連携型

認定こども園を社会福祉法人等へ移管する。

【内訳】

測量業務等委託 1,136

不動産鑑定手数料 526

その他 712

○ 社会的養護体制整備事業 8,000

家庭養護の推進及び児童養護施設の小規模化、地域

分散化の推進等に向けた整備に要する費用に対する

補助を行う。

【内訳】

児童養護施設等環境改善事業補助 8,000

○ 認定こども園等整備事業 13,500

幼保連携型認定こども園等の大規模修繕に必要な経

費への補助を行う。

　大規模修繕　　　　　2か所【内訳】

大規模修繕補助 13,500

※債務負担行為限度額

認定こども園等整備事業 9,000
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4項　災害救助費

金　額

千円

災 害 救 助 費 ○ 災害救助事務

風水害・火災等の被災者への応急救助を行う。また、

被災者支援を一元管理するシステム管理や災害弔慰

金等の支給、災害援護資金の貸付けを行う。

【内訳】

災害弔慰金・災害障害見舞金

災害援護資金貸付

被災者への見舞金及び応急避難施設

運営等謝礼金

目 主　　な　　説　　明

その他（使用料及び賃借料等）
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5項　国民健康保険事業特別会計繰出

金　額

千円

1 国民健康保険事業 9,509,708 ○ 国民健康保険事業特別会計繰出 9,509,708

特 別 会 計 繰 出 保険基盤安定制度、出産育児一時金及び財政安定化

支援事業等に係る繰出しを行う。

目 主　　な　　説　　明
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6項　母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計繰出

金　額

千円

母 子 父 子 寡 婦 ○

福祉資金貸付事業 母子父子寡婦福祉資金貸付金等に係る繰出しを行う。

特 別 会 計 繰 出

目 主　　な　　説　　明

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計繰出
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7項　介護保険事業特別会計繰出

金　額

千円

1 介 護 保 険 事 業 14,578,683 ○ 介護保険事業特別会計繰出 14,578,683

特 別 会 計 繰 出 保険給付費、地域支援事業費等に係る繰出しを行う。

目 主　　な　　説　　明
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8項　後期高齢者医療事業特別会計繰出

金　額

千円

1 後 期 高 齢 者 4,212,317 ○ 後期高齢者医療事業特別会計繰出 4,212,317

医 療 事 業 保険基盤安定制度等に係る繰出しを行う。

特 別 会 計 繰 出

目 主　　な　　説　　明
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1項　公衆衛生費

金　額

千円

1 公衆衛生総務費 748,036 ○ 健康福祉局人件費 520,164

68人

【内訳】

給料 288,240

扶養手当 8,138

地域手当 34,973

通勤手当 12,849

特殊勤務手当 4

時間外休日及び夜間勤務手当 13,883

管理職手当 10,494

期末勤勉手当 131,989

住居手当 3,993

初任給調整手当 8,920

児童手当 6,004

共済費 677

○ 地域・職域連携事業 427

働く世代の健康支援のため、地域保健と職域保健が

連携し、健康増進に関する情報提供を行う。

【内訳】

需用費 239

その他 188

○ 厚生労働統計調査事業 5,300

厚生労働省が実施する統計調査業務を受託し、各種

調査を行う。

【内訳】

統計調査員報酬 3,798

その他（報償費等） 1,502

○ 保健衛生情報システム運営事業 190,946

保健衛生情報システムの安定した運用の確保、制度

改正等に伴う対応を行う。また、国が進める地方公

共団体情報システム標準化に伴う対応を行う。

【内訳】

システム運用保守等委託 180,065

ソフトライセンス料 10,560

その他 321

目 主　　な　　説　　明
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1項　公衆衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 地域保健対策事業 247

健康施策の重要事項等について審議を行うため、協

議会を開催する。

【内訳】

協議会委員報酬 194

その他 53

○ 健康都市づくり関連事業 8,130

健康増進に関連する団体の活動を支援する。

【内訳】

堺市健康づくり推進市民会議補助 5,000

保健センターまつり負担金 3,130

2 予 防 接 種 及 び 4,661,317 ○ 結核定期健康診断・予防啓発事業 41,797

感 染 症 対 策 費 結核の感染拡大防止のため、結核検診による患者の

早期発見及び結核の予防啓発を行う。

【内訳】

結核検診医療機関委託 34,082

結核定期健康診断補助（学校、施設） 3,669

会計年度任用職員報酬 2,004

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769

通勤費（会計年度任用職員） 104

その他（役務費等） 1,169

○ 結核接触者健診・患者管理 10,396

接触者健診により新たな結核感染者の早期発見・予

防を行う。また患者管理を的確に行うことにより、

治療の短期化、再発予防を図る。

【内訳】

管理検診等委託 7,867

　患者家族及び接触者健診

　　胸部エックス線直接撮影　延べ　  390人

　　精密検査（喀痰検査）　　延べ　   20人

　　IGRAs検査　　　　　　　 延べ　  255人

　　ツベルクリン反応検査　　延べ     20人

　管理検診　　　　　　　　　延べ　　150人

その他（役務費等） 2,529
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1項　公衆衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 結核医療公費負担 37,179

結核患者の医療費の負担軽減により、適正な医療を

提供する。

【内訳】

感染症診査協議会委員報酬（結核） 2,928

結核医療費・療養費公費負担 31,651

　一般患者医療費・療養費　　延べ　1,757人

　入院患者医療費・療養費　　延べ  　148人

システム運用保守等委託 2,160

その他 440

○ 結核対策特別促進事業 8,238

地域の実情に応じた効果的、効率的な結核予防対策

を行う。

【内訳】

地域DOTS支援事業経費 1,934

会計年度任用職員報酬 2,904

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,114

通勤費（会計年度任用職員） 191

その他（報償費等） 2,095

○ 感染症発生動向調査 11,043

感染症情報（病原体情報を含む）の収集・分析、情

報提供を行う。また、感染症発生動向調査事業に基

づく検査や新型コロナウイルス感染症検査を行う。

【内訳】

感染症発生動向調査経費 2,166

　定点医療機関数（疑似症定点を含

　む。）  43定点

感染症発生動向調査委員会委員報酬 92

会計年度任用職員報酬 1,901

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 729

通勤費（会計年度任用職員） 156

新型コロナウイルス感染症検査試薬 3,000

購入費

その他（需用費等） 2,999

○ 予防接種 4,396,305

感染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防す

るため、定期予防接種を実施する。
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

予防接種協議会等委員報酬 857

会計年度任用職員報酬 1,901

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 729

通勤費（会計年度任用職員） 156

五種混合予防接種 382,481

四種混合予防接種 22,989

二種混合予防接種 29,439

麻しん風しん混合予防接種 111,360

水痘予防接種 80,957

日本脳炎予防接種 176,629

不活化ポリオ予防接種 21

ヒブ予防接種 19,591

小児用肺炎球菌予防接種 225,939

BCG予防接種 56,661

B型肝炎予防接種 85,625

ロタウイルス予防接種 144,764

子宮頸がん予防接種 290,819

インフルエンザ予防接種 567,678

新型コロナウイルス感染症予防接種 1,491,314

高齢者の肺炎球菌予防接種 7,397

帯状疱疹予防接種 144,700

予防接種実施事務等委託 75,515

予防接種健康被害医療費等負担 457,556

予防接種費用助成 7,355

その他（役務費等） 13,872

○ 感染症予防対策 95,336

感染症の発生を予防し、そのまん延の防止を図る。

【内訳】

感染症診査協議会等委員報酬 160

肝炎ウイルス検診関係委託 35,938

感染症患者搬送等委託 5,090

新型コロナウイルス感染症医療費 42,498

新型コロナウイルス感染症検査経費 3,026

新型コロナウイルス感染症対策経費 178

ハンセン病問題講演会実施負担 50

インフルエンザポスター作成負担 30

感染症医療費公費負担 150

その他（役務費等） 8,216
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○ エイズ予防対策 5,475

HIVの感染拡大を防止するため、即日検査及び夜間

検査の定例的な検査体制を確保する。また、エイズ

予防の啓発活動を実施する。

【内訳】

HIV検査出務等医師報酬 359

HIV平日即日・夜間検査関連経費 2,001

HIV検査経費 2,490

大阪府エイズ予防週間実施負担 110

エイズ予防対策普及啓発費用負担 60

エイズ予防週間等啓発経費 250

その他 205

○ 風しん感染予防対策事業 55,548

先天性風しん症候群等の予防のため、風しんの抗体

価が低い者を抽出し、予防接種につなげる。

また、妊娠を希望する女性等に対して、各保健セン

ター及び医療機関において、風しん抗体検査を実施

する。

【内訳】

風しん抗体検査・予防接種委託 20,129

（先天性風しん症候群対策関連）

風しん抗体検査・予防接種委託 19,005

（風しん第5期定期接種関連）

風しん第5期クーポン発行関連経費 12,207

風しん予防接種費用助成 647

その他（需用費等） 3,560

※債務負担行為限度額

小児予防接種ワクチン購入 1,243,000

3 疾病予防対策費 3,802,014 ○ 骨粗しょう症予防検診 15,301

18歳以上の市民を対象として、保健センターで骨粗

しょう症予防検診を実施する。

骨粗しょう症予防検診　　　 1,000人

【内訳】

超音波骨密度装置一式購入等 14,931

需用費 370
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金　額
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○ 成人歯科検診事業 4,275

口腔の健康を維持することで、市民の健康の保持増

進を図ることを目的に、20歳、25歳、30歳、35歳、

40歳、50歳、60歳、70歳、71～74歳の市民、75歳以

上の生活保護受給者の市民を対象に歯科検診・保健

指導を行う。

成人歯科検診   　 　　　692人

【内訳】

成人歯科検診等委託 4,025

その他 250

○ 健康推進・がん対策推進事業（拡充） 23,198

市民の健康の保持増進を図ることを目的として、が

ん検診の受診率向上及び健康推進に向けた取組を行

う。

また、新たにがん患者の治療に伴う外見の変化に寄

り添った支援を実施するため、ウィッグ・人工乳房

等の補整具の購入に要した費用の一部を助成する。

【内訳】

がん対策推進関連 10,697

補整具の助成関連 10,465

ピンクリボン啓発関連 783

がん啓発関連 932

がん患者支援 117

がん対策推進委員会委員報酬 204

○ 健康診査・保健指導事業 4,643

医療保険に加入していない市民を対象として、市内

医療機関でメタボリックシンドロームに着目した健

康診査・保健指導を実施する。

健康診査　　　　　　　   459人

保健指導　　　　　　　     5人

【内訳】

健康診査・保健指導委託 4,383

その他 260

○ 成人保健指導事業 10,675

市民が主体的に生活習慣を改善し、健康増進に取り

組めるよう、生活習慣病予防の科学的根拠等を提供

するため、健康教育、健康相談、訪問指導、その他

の健康増進事業を実施する。
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【内訳】

医師報酬 1,352

障害者等歯科口腔保健推進業務委託 2,900

大阪口腔衛生協会負担金 200

その他（需用費等） 6,223

○ 難病患者支援事業 12,314

難病患者及びその家族が地域で安心して暮らせるよ

うに、個別の療養支援や難病支援に関するネットワ

ーク構築等を実施する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 7,663

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,883

通勤費（会計年度任用職員） 833

その他 935

○ 被爆者健診事業 729

府の委託を受け、原爆被爆者に対する年2回の健康

診断及び被爆二世の希望者に対し年1回の健康診断

を実施する。

【内訳】

手数料 180

その他 549

○ 胃がんリスク検査 10,838

35歳から49歳の市民を対象として、市内医療機関で

胃がんリスク検査を実施する。

胃がんリスク検査　　　      2,023人

【内訳】

胃がんリスク検査委託 10,526

その他 312

○ 特定医療費（指定難病）助成事業 2,713,589

難病法に基づき、難病（指定難病）に罹患する患者

の医療費を助成する。

【内訳】

難病医療費助成システム運用・保守・ 36,376

改修、認定事務補助、診療報酬明細

点検等経費

特定医療費（指定難病） 2,654,075

指定難病審査会委員報酬 744
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診療報酬審査支払事務手数料等 10,700

指定医療機関オンライン化支援事業 6,000

補助

その他（役務費等） 5,694

○ 前立腺がん検査 9,126

50歳から69歳の偶数年齢の市民（男性）を対象とし

て、市内医療機関で前立腺がん検査を実施する。

前立腺がん検査　　　     2,684人

【内訳】

前立腺がん検査委託 9,005

その他 121

○ 骨髄移植普及促進事業 4,502

骨髄移植の普及促進を図るため、ふるさと納税制度

を活用したドナー支援や啓発等を行う。

【内訳】

ドナー支援金 1,400

啓発にかかる経費 1,702

堺市民健康生きがいづくり基金積立 1,400

○ 療養生活環境整備事業 57,234

難病法に基づき、難病患者及びその家族等に対する

相談支援や難病患者に対する医療等に係る人材育成、

在宅療養患者に対する訪問看護等を行う。

【内訳】

難病相談支援センター事業 22,596

在宅人工呼吸器使用患者支援事業 34,457

その他 181

○ がん検診 883,632

以下の市民を対象として、がん検診を実施する。

胃がん検診　　50歳以上偶数年齢の市民　8,914人

肺がん検診　　40歳以上の市民　37,850人

大腸がん検診　40歳以上の市民　35,622人

子宮頸がん検診　20歳以上偶数年齢の女性市民

　　　　　　　27,400人

乳がん検診　　40歳以上偶数年齢の女性市民

　　　　　　　16,896人

【内訳】

がん検診委託 783,507
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読影センター委託 71,705

健診結果等点検業務等委託 10,224

会計年度任用職員報酬 2,019

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769

通勤費（会計年度任用職員） 236

非常勤医師報酬 176

その他（役務費等） 14,996

○ 保健介護一体的実施事業 50,494

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、高齢者

が地域で必要な医療やサービスを受けながら、健康

的な生活を送ることができるよう支援する。

対象者（ハイリスクアプローチ）　4,500人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 8,235

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 3,086

訪問指導に係る管内旅費 231

その他（委託料等） 38,942

○ 健康増進法調査指導事業 1,464

健康増進法に基づく国民健康・栄養調査、特定給食

施設及び受動喫煙防止に関する事項を行う。

【内訳】

国民健康・栄養調査 875

特定給食施設・受動喫煙防止等 589

4 母 子 保 健 費 2,016,727 ○ 妊産婦・乳児一般健康診査事業 767,919

妊婦・産婦及び乳児の健康の保持・増進を図るため

健康診査を実施する（府外での受診も対象）。

妊婦健康診査　　　実施回数　14回

　　　　　　（多胎妊娠は5回追加）

産婦健康診査　　　実施回数　2回

乳児一般健康診査　実施回数　2回

新生児聴覚検査　　実施回数　1回

【内訳】

妊婦健康診査委託 575,508

産婦健康診査委託 45,000

乳児一般健康診査委託 77,243

新生児聴覚検査委託 19,150

健診結果等点検業務等委託 5,277

− 157 −



1項　公衆衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

人材派遣委託 14,689

妊婦健康診査扶助費 15,769

産婦健康診査扶助費 2,380

乳児一般健康診査扶助費 1,358

新生児聴覚検査扶助費 1,500

その他（役務費等） 10,045

○ 先天性代謝異常等検査事業 44,241

新生児を対象に血液によるマススクリーニング検査

を実施する。

対象者数　　6,200人

【内訳】

先天性代謝異常等検査等委託 43,451

その他 790

○ 環境保健サーベイランス調査受託事業 820

環境保健の向上に役立てるため、環境省からの受託

事業として、大気汚染と健康状態との因果関係を調

査する。（堺区域の3歳児及び6歳児が対象）

対象者数　　2,000人

【内訳】

調査協力謝礼 547

その他 273

○ 養育医療等給付事業 47,447

入院養育が必要な低出生体重児等の医療費を給付す

る。

対象者数　　180人

【内訳】

養育医療費 47,226

結核児童療育医療給付医療費 60

その他 161

○ 小児慢性特定疾病医療費助成事業 316,930

小児慢性特定疾病に罹患していることにより、長期

にわたり、療養を必要とする児童等の健全な育成を

図り、あわせて患者家族の医療費の負担軽減に資す

ることを目的とし、認定基準を満たした患者の医療

費を公費で助成する。

【内訳】

小児慢性特定疾病審査会委員報酬 744
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小児慢性特定疾病医療費 304,097

医療費助成システム運用・保守、 8,264

認定事務補助、診療報酬明細点検等

経費

指定医療機関オンライン化支援事業 1,500

補助

小児慢性特定疾病日常生活用具給付 537

その他（役務費等） 1,788

○ 子どもの歯科口腔保健事業 3,682

生涯を通じた口腔管理への意識づけを行うため、妊

産婦や乳幼児に対して啓発を行う。また、歯科検診

や保健指導、1歳6か月から4歳までの間の希望者に1

回フッ化物を塗布すること等で、歯科疾患の予防を

図る。

対象者数　　7,200人

【内訳】

報酬 420

報償 372

需用費 2,793

その他 97

○ 乳幼児健康診査事業 56,522

乳幼児の健康の保持・増進を図るため健康診査を実

施する。

4か月児健康診査　　5,300人

1歳6か月児健康診査　　5,400人

3歳児健康診査　　5,900人

視聴覚検診　　各 5,900人

すくすく健診（経過観察健診）　　1,200人

【内訳】

出務医師報酬 45,220

乳幼児精密検査等委託 3,181

その他（需用費等） 8,121
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1項　公衆衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 妊産婦・乳幼児等の保健指導事業 72,495

妊産婦・乳幼児及びその保護者に対し、家庭訪問・

教室等において保健指導を実施する。また、伴走型

相談支援をはじめとする相談支援を行い、必要な支

援を行う。

新生児等訪問指導　　延べ　3,700人

妊婦教室　　        延べ　1,500人

離乳食講習会　　    延べ　2,000人

パパの育児教室　　540組

助産師による育児ひろば　　延べ　270人

【内訳】

パパの育児教室運営委託 4,080

助産師による育児ひろば運営委託 476

各事業出務謝礼 13,848

需用費 8,851

備品購入費 6,625

会計年度任用職員報酬 22,500

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 8,625

通勤費（会計年度任用職員） 1,347

その他（委託料等） 6,143

○ 堺市出産・子育て応援事業 624,213

子ども・子育て支援法の改正に伴い、妊婦のための

支援給付が創設され、経済的支援として出産前後に

給付金を支給する。また、児童福祉法の改正に伴い、

妊婦等包括相談支援事業が創設され、主に妊婦・そ

の配偶者等に対して面談等により情報提供や相談等

を実施する。

【内訳】

出産・子育て応援ギフト 595,000

会計年度任用職員報酬 15,929

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 6,107

通勤費（会計年度任用職員） 1,302

その他（役務費等） 5,875

○ 産後ケア事業 82,458

出産後の心身がともに不安定な時期にあって、支援

が必要な母子を対象に心身のケア及び育児のサポー

トを行う。

【内訳】

産後ケア運営委託 81,819
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1項　公衆衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

その他 639

※債務負担行為限度額

母子保健指導事業 5,000

5 精神保健福祉費 260,327 ○ 精神科救急医療体制整備事業 62,527

夜間・休日の緊急な精神科医療を必要とする方のた

めに、大阪府・大阪市と共同で医療相談窓口の設置

並びに救急医療の受入病床を確保し、疾患の重篤化

の軽減及び適切な医療との連携を図る。

【内訳】

精神保健指定医出務報酬 616

精神科救急病院・受付窓口等体制確 27,970

保事業負担金

緊急措置診察24時間体制運営事業負 23,810

担金

精神障害者24時間医療相談事業負担 10,079

金

その他 52

○ 精神障害者保健福祉手帳交付事業 7,099

精神障害者保健福祉手帳の交付並びに手帳取得促進

のため市民税非課税世帯に対して、診断書料の公費

負担を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,004

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769

通勤費（会計年度任用職員） 156

手帳作成経費 651

診断書料給付 2,100

郵送費 1,419

○ 措置診察事業 69,975

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく

警察官からの通報等に際し、精神疾患の有無、入院

治療の要否について、精神保健指定医の診察を行う。

また、措置入院患者の医療費について公費負担を行

う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,707
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1項　公衆衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,011

通勤費（会計年度任用職員） 156

精神保健指定医出務報酬 1,827

指定病院事故補償対策事業負担金 82

本鑑定出務医師体制確保負担金 280

措置入院医療費 55,934

その他（委託料等） 7,978

○ 自殺対策事業 4,165

堺市自殺対策推進計画（第3次）に基づき、自殺対

策連絡懇話会及び庁内連絡会の開催、普及啓発事業、

職域連携推進事業、かかりつけ医向けのうつ病対応

力向上研修等を行う。

【内訳】

自殺対策推進懇話会関係 288

自殺対策推進計画調査関係 3,427

普及啓発関係 372

かかりつけ医うつ病対応力向上研修 38

その他 40

○ 精神保健福祉事業 4,706

精神保健及び精神障害者福祉に関する調査審議等の

ための精神保健福祉審議会の開催、市内の精神科病

床を有する5病院に対する指導等を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,482

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 522

通勤費（会計年度任用職員） 229

精神保健福祉審議会委員報酬 153

精神科医療機関療養環境検討事業負 374

担金

精神科病院における虐待対応関係 468

その他 478

○ こころの健康センター管理運営 11,120

精神保健福祉センターを運営し、精神障害者保健福

祉手帳の等級判定及び自立支援医療の判定等を実施

する。

【内訳】

判定委員報酬 2,448

会計年度任用職員報酬 4,008
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1項　公衆衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,537

通勤費（会計年度任用職員） 312

精神保健福祉センター所長会負担金 70

医師会会費 333

その他（役務費等） 2,412

○ こころの健康センター地域支援事業 16,840

精神保健及び精神障害者の福祉に関する相談及び指

導、知識の普及啓発、技術支援、組織育成及び調査

研究を行う。また、自殺対策としてゲートキーパー

の養成、自殺未遂者に対する相談支援を行う。

学校（教職員）の自殺危機対応スキルの向上や自殺

危機対応への心理的ストレスの低減を目的として、

堺市こども自殺危機対応支援チームを設置する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 11,184

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,326

通勤費（会計年度任用職員） 623

専門相談出務医師報酬 471

研修講師等謝礼 1,339

ゲートキーパー養成 192

その他 705

○ こころの健康づくり推進事業 19,089

各保健センターにおいて、精神保健福祉に関する相

談・訪問指導等を行う。

【内訳】

定例相談出務医師報酬 7,560

会計年度任用職員報酬 7,088

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,397

通勤費（会計年度任用職員） 602

グループワーカー謝礼 231

精神障害者地域交流会負担金 216

精神保健福祉セミナー開催負担金 138

その他 857

○ 精神医療審査会 24,663

精神医療審査会を運営し、精神科病院への医療保護

入院（強制入院）等に関して、入院患者等からの退

院（処遇改善）の請求や、各種届出書類の審査等を

行う。
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1項　公衆衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

精神医療審査会委員報酬 6,866

会計年度任用職員報酬 5,792

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,211

通勤費（会計年度任用職員） 312

定期病状等報告料 8,400

その他（役務費等） 1,082

○ 依存症対策支援事業 15,653

薬物やギャンブル等の依存症で悩む本人や家族から

の相談に応じ、必要な支援の提供、依存症に関する

研修を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 9,907

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 3,674

通勤費（会計年度任用職員） 468

専門相談出務医師報酬 672

研修講師等謝礼 276

その他 656

○ 依存症対策推進事業 5,480

堺市依存症地域支援計画に基づき、依存症対策推進

懇話会及び庁内連絡会の開催、普及啓発事業、依存

症対策地域連携事業、研修等（大阪府、大阪市との

共同事業を含む）を行う。

【内訳】

依存症地域連携関係（懇話会含む） 440

依存症地域支援計画調査関係 3,414

依存症対策事業負担金（啓発、研修） 1,539

その他 87

○ ひきこもり支援事業 19,010

ひきこもり地域支援センターとして、ひきこもりで

悩む本人や家族からの相談に応じ、必要な支援を提

供する。また、社会参加に向けて、地域の関係機関

と連携を図る。

【内訳】

専門相談出務医師報酬 672

会計年度任用職員報酬 11,859

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 4,468

通勤費（会計年度任用職員） 624
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1項　公衆衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

研修講師等謝礼 886

その他 501

6 衛 生 研 究 所 費 205,772 ○ 細菌検査 9,857

食品衛生法に基づく食品の細菌学的規格検査、食中

毒（疑いを含む）及び感染症等の健康危機事例発生

時の原因菌の検査、堺市公衆浴場法施行条例に基づ

く浴場水、大阪府遊泳場条例施行規則に基づくプー

ル水、おしぼり等の細菌学的検査を行う。

【内訳】

検査用試薬等購入費 5,776

検査用備品購入費 4,081

○ 食品・医薬品検査 7,902

食生活の安全確保のため、食品中の添加物や有害成

分、衣類等の家庭用品に含まれる有害物質の検査を

行う。また、医薬品検査では、健康食品の健康被害

防止と安全性の確保のため、その含有物質について

検査する。

【内訳】

検査用試薬等購入費 6,411

検査用備品購入費 1,491

○ 環境検査 15,167

飲料水、プール水、浴場水等の環境衛生に係る水質

検査、工場排水、河川水、地下水等に関する水質汚

濁検査を行う。

【内訳】

検査用試薬等購入費 6,120

検査用備品購入費 9,047

○ ウイルス検査 7,443

健康危機管理対応として食中毒や集団感染症等の原

因ウイルスの特定を行う。また、感染症予防事業に

基づく血液検査や、衛生害虫等の検査を行う。

【内訳】

検査用試薬等購入費 3,575

検査用備品購入費 3,639

その他 229

− 165 −



1項　公衆衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 試験検査に関する調査研究 437

各検査で課題を設け調査研究を行う。

【内訳】

検査用試薬等購入費 437

○ （仮称）新金岡複合公共施設整備事業（健 89,423

康福祉局）

有事の際に関係機関との迅速な連携が図れ、地域の

安全・安心に資する施設として、北消防署・北部地

域整備事務所・衛生研究所を移転・集約する。

【内訳】

基本・実施設計業務委託 65,493

既存建築物解体工事関連費 23,400

その他 530

検査件数（3か年平均）

食品 3,068

環境 965

便検査等 1,046

食品 436

家庭用品 298

医薬品 97

環境 1,130

水質汚濁等 2,260

医動物 2

血清 108

便検査等 70

9,480

検査の種類

細菌検査

食品・医薬品検査

環境検査

ウイルス検査

              計
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2項　医務費

金　額

千円

1 医 療 対 策 費 3,365,692 ○ 医療計画推進事業 2,718

大阪府からの受託事務として、医療法に基づく都道

府県医療計画の策定に係る堺市二次医療圏部分の保

健医療施策及び関連する福祉施策について、協議検

討を行う。また、地域保健医療の向上を図るため、

その推進方策に関して関係機関・団体の意見の取り

まとめを行う。

【内訳】

1,539

協議会負担金

大阪府堺市保健医療協議会運営経費 566

人生会議（ACP）普及啓発経費 613

○ 口腔保健センター補助事業 48,079

一般社団法人堺市歯科医師会が、堺市口腔保健セン

ター内で実施する障害者歯科診療事業や歯科衛生士

専門学校運営事業等を助成する。

また、障害により口腔ケアや指導等を受けることが

できていない市民等を対象に、歯科医師等が訪問に

よる口腔診査を行い、状況に応じたケアや指導等を

行う事業を助成し、歯科口腔保健の推進を図る。

【内訳】

堺市口腔保健センター運営補助 48,079

○ 救急医療対策事業 417,928

休日、夜間等における医療を確保するため初期急病

診療の実施及び二次救急医療体制の充実・強化を図

り、また、適正受診に向けた啓発活動等を目的とし

て下記事業を実施する。

【内訳】

堺市救急医療事業団運営補助 306,860

病院群輪番制病院運営事業補助 40,000

小児救急医療支援事業補助 25,243

歯科急病診療事業補助 31,737

周産期緊急医療体制整備事業負担金 4,789

性暴力被害者支援ネットワーク協力 300

医療機関支援負担金

その他（使用料及び賃借料等） 8,999

目 主　　な　　説　　明

堺市地域医療情報ネットワーク運営
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2項　医務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 看護師確保対策事業 37,382

一般社団法人堺市医師会が運営する堺看護専門学校

に対して助成を行い、市内医療機関における看護師

の量的・質的確保を図る。

【内訳】

堺看護専門学校運営補助 37,382

○ 堺市立病院機構運営費負担事業 2,841,610

救急医療等の政策医療や不採算医療に要する経費、

医療機器整備に要する経費を支出する。

【内訳】

附属機関委員報酬 102

医療機器整備資金貸付 1,260,000

堺市立病院機構運営負担金等 1,581,290

その他 218

○ 災害時救急医薬品等備蓄事業 610

災害時等に必要な医薬品の確保・供給に向けて流通

備蓄での対応を補完する形で、一定量の医薬品の現

物備蓄を実施する。

【内訳】

災害時救急医薬品等備蓄委託 610

○ 災害医療提供体制強化事業（新規） 17,365

大規模災害発生時に負傷者に対してより迅速に適切

な医療を提供するため、負傷者へのトリアージや応

急処置、病院への搬送等を行う拠点応急救護所の増

設等に要する経費を支出する。

また、災害時医療救護活動の実効性と有効性を高め

るため、災害医療関係機関が平時から行う訓練等に

要する経費を支出する。

【内訳】

災害時拠点応急救護所整備負担金 16,803

災害時医療救護訓練等負担金 507

その他 55
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3項　環境衛生費

金　額

千円

1 食品衛生指導費 19,938 ○ 食品衛生許可・監視指導 19,696

公衆衛生に与える影響の大きい食品営業施設に対し

て許可し、また食品関係施設への監視指導、食中毒

や違反食品の原因究明のための調査及び検査、市内

流通食品の抜き取り検査を行う。

食品衛生営業許可申請受付予定件数　2,159件

【内訳】

食品衛生検査手数料等 11,224

生活衛生システム経費 5,940

全国食品衛生課長連絡協議会負担金 13

近畿食品衛生監視員協議会会費 11

全国食品衛生監視員協議会会費 16

その他（需用費等） 2,492

○ 食品衛生知識の普及 242

消費者や食品等事業者に対する講習会や啓発事業、

衛生状態の優秀な施設の顕彰を行うことで、食品衛

生意識の向上を図る。

【内訳】

食品衛生優秀施設標識交付経費 210

その他 32

2 環境衛生指導費 33,940 ○ 環境衛生関係施設許認可及び監視指導事業 10,735

施設等の許認可、科学的監視指導及び施設管理者等

に対する衛生講習会による指導啓発を行う。

【内訳】

営業関係検査等手数料 5,494

会計年度任用職員報酬 2,915

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,118

通勤費（会計年度任用職員） 191

全国環境衛生廃棄物関係課長会会費 9

その他（旅費等） 1,008

○ 建築物衛生・水道・浄化槽監視指導事業 2,647

施設等の監視指導及び採水検査を行い、適正な維持

管理の指導啓発を行う。

【内訳】

専用水道等検査手数料 1,840

その他 807

目 主　　な　　説　　明
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3項　環境衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 家庭用品衛生監視事業 1,573

規制対象商品を試買検査し、監視指導を行う。

【内訳】

役務費等 1,573

○ 公衆浴場衛生確保事業 2,000

公衆浴場の衛生水準の向上を図り、あわせて市民の

入浴機会を確保する。

【内訳】

公衆浴場衛生確保事業補助 2,000

○ 衛生害虫等対策事業 16,985

害虫等に関する苦情相談や指導啓発、調査研究を行

う。また、家屋等の浸水時等における消毒や住居環

境改善援助に取り組む。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 5,134

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,079

通勤費（会計年度任用職員） 312

施設管理運営経費 3,416

備品購入費 1,348

その他（需用費等） 5,696

環境衛生諸法に基づく営業許可申請受付予定件数
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3項　環境衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

環境衛生関係及び家庭用品監視指導予定件数

3 動物指導センター 68,378 ○ 狂犬病予防対策 25,520

運 営 費 狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防止する。

また、犬による危害及び環境の汚染を防止すること

により、公衆衛生の向上及び市民生活の安全に資す

ることを目的とする。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 4,062

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,537

通勤費（会計年度任用職員） 312

鑑札済票交付及び通知に係る電算事 8,440

後処理業務委託

犬等搬送収容及び犬舎清掃業務委託 4,839

狂犬病予防事務手続きオンライン化 110

にかかる鑑札済票発送費

その他（役務費等） 6,220

○ 動物愛護啓発事業 17,499

動物の愛護及び管理に関する法律及び関係条令に基

づき、市民及び動物取扱業者に対して、動物の愛護

及び動物による危害等、正しい動物飼養に関する情

報並びに知識の普及啓発を図ることにより人と動物

の共生できる社会の構築をめざす。

【内訳】

犬猫適正飼養講習会開催経費 22

飼料・医薬品等購入費 2,249

地域猫活動支援助成      492頭 3,936

動物愛護基金積立 10,000

その他（役務費等） 1,292
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3項　環境衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 動物指導センター維持管理 25,359

【内訳】

動物指導センター改築工事設計等業 22,004

務

施設管理運営経費 3,190

その他 165

※債務負担行為限度額

動物指導センター建替事業 964,000

4 斎 場 運 営 費 586,298 ○ 斎場管理運営 581,864

市民福祉と公衆衛生の向上及び増進を図るため、斎

場の管理運営を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 11,023

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,024

通勤費（会計年度任用職員） 759

施設管理運営等経費 515,354

火葬炉内台車架台等 13,222

柩・炉内台車運搬車等 39,042

その他 440

犬・猫の引取り・返還等の頭数

飼い犬の登録等の件数

件　数

2,000

30,000

170

新規登録

種　別

鑑札・済票再交付

注射済票交付

頭　数

15

10

70

10

105

犬返還・譲渡

猫引取り・収容

猫返還・譲渡

計

種　別

犬引取り・収容
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3項　環境衛生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

　　　斎場取扱件数 （単位　件）

市民 その他 計

大　人 9,100 650 9,750

小　人 10 1 11

死産児 80 10 90

改葬遺骨 1 0 1

手術肢体・産汚物等 450 150 600

大式場 710 10 720

小式場 370 15 385

待合室 330 15 345

霊安室 780 20 800

計 11,831 871 12,702
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4項　保健所費

金　額

千円

1 保 健 所 費 1,055,654 ○ 健康福祉局人件費（保健所費） 1,007,555

141人

【内訳】

給料 560,431

扶養手当 14,507

地域手当 66,336

通勤手当 21,004

特殊勤務手当 2,137

時間外休日及び夜間勤務手当 32,079

管理職手当 14,184

期末勤勉手当 257,464

住居手当 12,749

初任給調整手当 16,518

児童手当 9,815

共済費 331

○ 医療相談窓口運営事業 6,492

医療に関する市民からの苦情や相談に迅速に対応し､

医療機関への情報提供、指導等を実施することによ

り、医療の安全と信頼を高め、患者サービス及び医

療の質の向上を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 4,426

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,697

通勤費（会計年度任用職員） 366

その他 3

○ 立入検査事業（医療機関等） 850

医療法第25条の規定に基づく立入検査等を実施する

ことにより、適正な医療の確保を図る。

【内訳】

衛生検査精度管理専門委員報酬 204

その他 646

○ 保健所運営協議会 194

地域保健及び保健所の運営に関する事項の審議を行

う。

【内訳】

保健所運営協議会委員報酬 194

目 主　　な　　説　　明
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4項　保健所費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 立入検査事業（薬事関係施設） 6,891

医薬品等の有効性及び安全性を確保するため、並び

に毒劇物の流出事故や盗難等による健康被害を未然

に防止するため、所管施設に対し監視指導を実施す

る。また、シンナー・覚醒剤等薬物の危険性を周知

し、その乱用を防止するため、青少年等を対象に啓

発活動を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,871

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,101

通勤費（会計年度任用職員） 165

検査等手数料 1,305

その他（需用費等） 1,449

2 保 健 セ ン タ ー 1,443,249 ○ 堺区役所人件費 243,199

運 営 費 35人

【内訳】

給料 141,014

扶養手当 2,874

地域手当 16,675

通勤手当 5,538

特殊勤務手当 216

時間外休日及び夜間勤務手当 2,722

管理職手当 1,932

期末勤勉手当 63,457

住居手当 2,526

初任給調整手当 5,454

児童手当 618

共済費 173

○ 中区役所人件費 161,487

24人

【内訳】

給料 94,062

扶養手当 2,862

地域手当 10,755

通勤手当 4,126

特殊勤務手当 175

時間外休日及び夜間勤務手当 3,444

管理職手当 840
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4項　保健所費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

期末勤勉手当 42,675

住居手当 1,800

初任給調整手当 204

児童手当 480

共済費 64

○ 東区役所人件費 144,358

21人

【内訳】

給料 85,434

扶養手当 862

地域手当 9,678

通勤手当 3,176

特殊勤務手当 60

時間外休日及び夜間勤務手当 2,745

管理職手当 1,680

期末勤勉手当 38,528

住居手当 1,735

初任給調整手当 120

管理職員特別勤務手当 30

児童手当 258

共済費 52

○ 西区役所人件費 190,318

30人

【内訳】

給料 113,491

扶養手当 857

地域手当 13,221

通勤手当 3,054

特殊勤務手当 98

時間外休日及び夜間勤務手当 1,763

管理職手当 2,772

期末勤勉手当 48,667

住居手当 2,066

初任給調整手当 3,876

児童手当 348

共済費 105

− 176 −



4項　保健所費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 南区役所人件費 200,216

32人

【内訳】

給料 119,549

扶養手当 2,453

地域手当 13,605

通勤手当 6,469

特殊勤務手当 92

時間外休日及び夜間勤務手当 1,569

管理職手当 1,680

期末勤勉手当 51,718

住居手当 2,020

初任給調整手当 276

管理職員特別勤務手当 5

児童手当 708

共済費 72

○ 北区役所人件費 226,276

35人

【内訳】

給料 133,617

扶養手当 3,408

地域手当 15,258

通勤手当 4,733

特殊勤務手当 145

時間外休日及び夜間勤務手当 3,895

管理職手当 1,680

期末勤勉手当 59,440

住居手当 2,898

初任給調整手当 204

管理職員特別勤務手当 30

児童手当 918

共済費 50

○ 美原区役所人件費 96,992

15人

【内訳】

給料 58,479

扶養手当 594

地域手当 6,683

通勤手当 2,005
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4項　保健所費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

特殊勤務手当 79

時間外休日及び夜間勤務手当 601

管理職手当 1,680

期末勤勉手当 25,785

住居手当 918

初任給調整手当 120

児童手当 18

共済費 30
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5項　環境共生費

金　額

千円

1 環境共生総務費 969,847 ○ 環境局人件費 602,056

79人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 26,016

給料 320,609

扶養手当 11,019

地域手当 37,698

通勤手当 12,135

時間外休日及び夜間勤務手当 12,980

管理職手当 11,076

期末勤勉手当 147,165

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 7,852

住居手当 4,310

初任給調整手当 216

児童手当 8,873

通勤費（会計年度任用職員） 2,107

○ 環境影響評価審査事業 1,013

堺市環境影響評価条例等に基づく準備書等について

環境保全上の見地からの市長意見を作成するための

審査を行う。

【内訳】

環境影響評価審査会委員報酬 765

その他 248

○ 環境審議会 954

市長の諮問に応じ、環境基本計画その他の環境の保

全と創造に関する基本的事項を調査審議する。

【内訳】

環境審議会委員報酬 674

その他 280

○ 生物多様性保全推進事業 7,484

生物多様性に配慮した活動を促進するため、大学等

と連携し、「生物多様性・堺プラン」に基づき、ウ

ェブサイト「堺いきもの情報館」を活用した情報発

信等を行う。

【内訳】

調査研究等 5,295

情報発信等関連経費 909

普及啓発・協働施策推進等関連経費 314

目 主　　な　　説　　明
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5項　環境共生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

特定外来生物（クビアカツヤカミキ 853

リ）対策経費

その他 113

○ 野生鳥獣対策事業 3,595

有害鳥獣による被害を減少させるため、鳥獣保護管

理法に基づく野生鳥獣関連事務及び緊急時の対応業

務、またアライグマ等の生活環境被害に伴う捕獲業

務等を行う。

【内訳】

被害対策経費 3,434

その他 161

○ 省エネ・再エネ等推進事業 41,163

市域の温室効果ガス排出量の削減に向けて、太陽光

発電システムや電気自動車等、また、ZEH+（プラス）

の導入費用の一部を支援する。加えて、市内事業所

に対し、省エネアドバイザーの派遣のほか、省エネ

設備の更新や太陽光発電設備の導入費用の一部を支

援する。

【内訳】

住宅向け再生可能エネルギー機器等 28,000

導入支援補助

省エネ設備等導入支援補助 9,000

省エネアドバイザー派遣事業等 700

会計年度任用職員報酬 1,002

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 385

通勤費（会計年度任用職員） 117

指定都市エネルギー協議会負担金 50

その他（役務費等） 1,909

○ 環境学習促進事業 1,262

未来の社会を担う若年層を対象に、世界で活躍する

環境人材の育成に向けた取組を推進する。

【内訳】

若年層を対象とした環境教育 1,112

その他 150

○ 土砂埋立て規制事業 24

土砂の埋立て等について、事業者への監視・指導を

行う。
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5項　環境共生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

土砂埋立て等監視・指導経費 24

○ 環境戦略推進事業 9,918

堺環境戦略に掲げる将来ビジョンの達成に向けて、

ライフスタイルの脱炭素化や環境配慮型行動の促進、

海外等他都市との連携強化等、分野横断的な取組を

推進する。

【内訳】

環境行動変容の促進 8,407

国際都市間協力の推進 792

その他 719

○ 脱炭素推進事業（拡充） 297,278

脱炭素先行地域事業「堺エネルギー地産地消プロジ

ェクト」及び市の業務に係る地球温暖化対策実行計

画を推進する。

【内訳】

堺エネルギー地産地消プロジェクト 285,275

補助

会計年度任用職員報酬 2,004

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769

通勤費（会計年度任用職員） 156

その他（使用料及び賃借料等） 9,074

※債務負担行為限度額

希少種・外来種リスト改訂支援業務 5,000

脱炭素推進事業 796,000

2 大 気 対 策 費 85,220 ○ 大気汚染監視事業 78,882

大気汚染物質の測定体制及び環境テレメータによる

常時監視体制の維持管理、有害大気汚染物質等の監

視測定を行う。

【内訳】

テレメータ回線使用料等 2,145

大気測定機器点検委託等 24,989

大気測定局電気使用料 1,822

大気測定機器等消耗品費 8,079

大気測定機器等修繕料 1,707

大気汚染物質調査等委託 25,612

− 181 −



5項　環境共生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

大気測定機器等借上 14,292

その他 236

○ 大気規制事業 6,338

工場・事業場等の設備等で発生する大気汚染物質の

測定検査や大気汚染物質発生源に対する規制・指導

を行う。また、事業者による化学物質の自主的な管

理の促進を図る。

【内訳】

ばい煙発生施設の有害物質測定等委 5,196

託

化学物質対策セミナー経費 121

大阪自動車環境対策推進会議負担金 250

その他 771

3 水質騒音対策費 27,093 ○ 水質規制事業 10,921

工場・事業場等から排出される水質汚濁物質の測定

検査や水質汚濁物質発生源及び土壌汚染対応が必要

な土地に対する規制・指導を行う。

【内訳】

汚染土壌処理施設許可に係る委員報 153

酬

工場・事業場排水の分析等手数料 8,233

工場・事業場排水の調査等委託 587

大阪湾環境保全協議会分担金 75

瀬戸内海環境保全知事市長会分担金 225

瀬戸内海環境保全協会分担金 840

その他 808

○ 騒音・振動監視指導事業 4,955

道路沿道状況の測定調査や工場及び事業場から発生

する騒音・振動並びに深夜営業の制限に係る規制指

導を行う。

【内訳】

自動車公害調査業務等委託等 3,927

騒音測定機器等購入費 447

その他 581
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5項　環境共生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 水質汚濁監視事業 11,217

河川・海域の水質汚濁物質及びダイオキシン類の測

定を行う。

【内訳】

河川・海域の水質汚濁物質及びダイ 11,108

オキシン類調査委託等

その他 109

4 産 業 廃 棄 物 19,622 ○ 産業廃棄物監視指導事業 16,223

指 導 費 産業廃棄物の処理業の許可や処理業者に対する指導

導を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 10,798

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,992

通勤費（会計年度任用職員） 1,390

産業廃棄物焼却施設等のばいじん・ 1,174

燃え殻中のダイオキシン類分析等検

査経費

近畿ブロック産業廃棄物処理対策推 80

進協議会分担金

その他 789

○ 産業廃棄物事業者指導事業 3,399

産業廃棄物の排出事業者等に対する指導を行う。ま

た、市域の未処理のポリ塩化ビフェニル使用製品及

びポリ塩化ビフェニル廃棄物を処理期限までに処分

することを啓発・指導する。

【内訳】

マニフェスト交付状況報告書電子化 627

処理委託

産業廃棄物に係る検査経費 740

その他（委託料等） 2,032

5 公 害 健 康 被 害 1,250,009 ○ 公害健康被害補償事務費 32,311

補 償 費 【内訳】

公害健康被害認定審査会委員報酬 3,128

公害診療報酬審査委員会委員報酬 1,874

会計年度任用職員報酬 2,004

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769
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5項　環境共生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

通勤費（会計年度任用職員） 156

精密検査等手数料 20,854

その他（役務費等） 3,526

○ 補償給付事業 1,202,450

公害健康被害被認定者等に給付を行う。

認定患者数　947人　（令和6年9月30日現在）

【内訳】

医療費　　　　15,164件 344,010

療養手当　　   4,993件 128,500

障害補償費　　 9,423件 672,937

遺族補償費　     293件 37,556

遺族補償一時金     4件 17,640

葬祭料　　　　   　4件 1,807

○ 公害保健福祉事業 13,052

公害健康被害認定患者に対し、疾病に関する知識の

普及や療養指導を行う。また、インフルエンザ等の

予防接種について自己負担金を助成する。

インフルエンザ等予防接種費用助成事業　830件

家庭療養指導事業　　　　　　　　　　　651件

【内訳】

会計年度任用職員報酬 7,114

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,727

通勤費（会計年度任用職員） 598

インフルエンザ等予防接種助成金 2,307

その他 306

○ 公害健康被害予防事業 538

市民を対象に、呼吸器疾患に関する相談を受け、知

識の普及を行う。

呼吸器疾患相談 25人

【内訳】

医師報酬 140

謝礼金 44

その他 354

○ 石綿検診事業 1,658

環境省の「石綿読影の精度に関する調査」の対象地

域として、検診を実施する。

石綿検診受診者　100人
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5項　環境共生費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

検査結果通知等郵送料 198

胸部X線読影業務等委託 1,222

その他 238
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6項　清掃費

金　額

千円

1 環境事業総務費 1,840,502 ○ 環境局人件費 1,141,642

155人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 46,423

給料 610,578

扶養手当 18,953

地域手当 70,655

通勤手当 19,973

特殊勤務手当 8,826

時間外休日及び夜間勤務手当 47,963

管理職手当 12,780

期末勤勉手当 269,433

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 12,371

住居手当 11,226

児童手当 8,619

共済費 947

通勤費（会計年度任用職員） 2,895

○ 環境事業部事務費 146,631

一般廃棄物の減量及び適正処理に関する基本的な事

項を調査審議する廃棄物減量等推進審議会の開催等、

環境事業部全般の政策形成や事務管理を行う。

【内訳】

廃棄物減量等推進審議会委員報酬 1,122

施設維持管理経費 139,255

全国都市清掃会議負担金 458

廃棄物・3R研究財団負担金 100

その他（需用費等） 5,696

○ 資源ごみ 366,162

ごみの減量化と資源の有効利用を図るため、分別回

収される缶・びん、ペットボトル、プラスチック製

容器包装及び小型金属の再資源化を行い、循環型社

会の形成を推進する。

【内訳】

施設維持管理経費 55,407

再資源化処理経費 290,531

機械・機器等借上料 9,240

光熱水費 4,929

その他（需用費等） 6,055

目 主　　な　　説　　明
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6項　清掃費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 事業系一般廃棄物許可等事業 3,197

一般廃棄物収集運搬業務等の許可及び許可業者に対

する適正処理の指導等を行う。また、廃棄物減量等

計画書に基づき事業系一般廃棄物の減量化・リサイ

クルを促進する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,230

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 491

通勤費（会計年度任用職員） 156

その他 320

○ 広域廃棄物埋立処分場整備 29,042

大阪湾広域廃棄物埋立処分場の建設工事等に係る費

用を負担し、一般廃棄物の埋立処分場を確保する。

【内訳】

大阪湾広域廃棄物埋立処分場整備事 29,042

業負担金

○ 施設整備推進事業 11,321

安定的かつ効率的な一般廃棄物処理体制の検討を行

う。

【内訳】

施設整備計画策定等関連経費 11,321

○ まち美化推進事業（拡充） 35,162

ごみの不法投棄、路上喫煙、ポイ捨て等をなくすた

め、市民、事業者、行政の協働による地域美化活動

を推進する。また、「堺市まち美化促進プログラム

（アドプト制度）」によるボランティア団体や自治

会等の自主的な美化活動の支援を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 10,709

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,305

通勤費（会計年度任用職員） 955

路上喫煙等対策経費 1,396

不法投棄対策経費 4,181

各区役所における美化推進経費 1,255

アドプト制度等美化活動費 7,629

指定喫煙所新設負担金 5,068

堺市美化推進協議会負担金 1,198

その他 466
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6項　清掃費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 減量化・資源化事業 82,308

堺市一般廃棄物処理基本計画に基づき、地域の集団

回収の取組支援や食品ロス削減、リユースの促進等

ごみの減量化・リサイクルに関する取組及び情報発

信を実施する。

【内訳】

集団回収関連経費 68,631

減量化・リサイクル関連経費 12,907

食品ロス削減関連経費 273

リユース推進事業関連経費 54

事業系古紙リサイクル関連経費 71

その他 372

○ 水銀使用廃製品適正回収事業 25,037

家庭から排出される蛍光管、ボタン電池、水銀体温

計等の水銀使用廃製品について、国のガイドライン

に基づき、分別回収（拠点回収）・適正処理（水銀

回収・リサイクル）を実施する。

【内訳】

収集・処理・処分経費 24,778

その他 259

※債務負担行為限度額

のびやか健康館整備事業 87,000

2 塵 芥 処 理 費 5,882,951 ○ 環境事業所運営管理 40,154

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、家

庭から排出された粗大ごみを直営により迅速かつ安

定的に収集する。また、市内に不法投棄された一般

廃棄物を適正に処理する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 19,601

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 3,774

通勤費（会計年度任用職員） 1,092

施設維持管理経費 8,713

収集車両維持管理経費 5,201

不法投棄廃棄物処分費 987

その他 786
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6項　清掃費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ ごみ収集（拡充） 5,842,797

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、生

活ごみ等の一般廃棄物を委託により迅速かつ安定的

に収集する。また、缶・びん、ペットボトル、プラ

スチック製容器包装等の資源を分別収集し、ごみの

減量化・リサイクルを図り、循環型社会の形成を推

進する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,567

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 540

通勤費（会計年度任用職員） 156

生活ごみ収集運搬等委託 5,557,199

ごみ管理システム運用・保守及び手 116,401

数料徴収等委託

環境美化及び死犬猫収集運搬処理業 143,854

務等委託

資源持ち去り対策 13,037

その他（需用費等） 9,043

※債務負担行為限度額

ごみ収集事業 5,000

3 東 工 場 費 2,203,762 ○ 東工場運営管理 1,535,959

東工場第二工場、破砕施設等の維持管理を行い、ご

みの焼却等を円滑に行う。

【内訳】

焼却施設維持管理経費等 810,678

焼却施設運転管理等委託 718,196

伊賀市環境保全負担金 3

ごみ焼却余熱利用促進市町村等連絡 25

協議会負担金

近畿ボイラータービン主任技術者会 20

会費

電力広域的運営推進機関会費 10

汚染負荷量賦課金 869

塵芥処理作業車等購入 2,861

その他（負担金、補助及び交付金等） 3,297

− 189 −



6項　清掃費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 東工場整備事業 667,803

東工場の焼却・破砕施設を安定的に稼働させるため、

計画的な設備の更新等を行う。

【内訳】

東工場設備等整備

・東工場第二工場外壁改修ほか工事 159,355

　（1期）

・東工場第二工場外壁改修ほか工事 6,400

　（1期）監理業務

・東工場第二工場DCSほか改修工事 165,000

・東工場第二工場ごみクレーンバケ 24,000

　ット取替工事

・東工場第二工場焼却炉壁ほか改修 120,000

  工事

・東工場第二工場触媒脱硝装置ほか 177,250

  改修工事

・東工場深井戸水中モーターポンプ 15,763

　改修工事

その他 35

※債務負担行為限度額

東工場運営管理事業 180,000

4 南 工 場 費 5,347 ○ 南工場管理 5,347

南工場の施設管理に要する経費。

【内訳】

施設管理経費 4,817

汚染負荷量賦課金 530

5 臨 海 工 場 費 1,367,634 ○ 臨海工場運営管理 1,367,634

PFI手法により施設を安定的に運営し、ごみの焼却

等を円滑に行う。

【内訳】

焼却施設運転管理等委託 1,295,620

事業用地賃借 67,573

その他（役務費等） 4,441
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6項　清掃費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

6 し 尿 処 理 費 348,038 ○ し尿収集 348,038

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、家

庭、事業所等から排出されるし尿を迅速かつ安定的

に収集する。

【内訳】

し尿収集等委託 336,788

し尿処理手数料等システム管理 5,036

その他（需用費等） 6,214

※債務負担行為限度額

納付拡大事業 2,000

7 し 尿 化 学 193,997 ○ 浄化ステーション運営管理 193,997

処 理 場 費 生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、し

尿・浄化槽汚泥等を適正に処理する。

【内訳】

施設維持管理経費等 118,822

施設運転管理等委託 73,029

汚染負荷量賦課金 6

塵芥処理作業車等購入 1,915

その他 225

8 南 部 処 理 場 費 114,748 ○ 南部処理場運営管理 114,748

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、南

部処理場の浸出水を適正に処理する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 3,564

施設維持管理経費等 76,954

施設運転管理等委託 24,455

廃棄物運搬用重機等購入 9,350

その他 425

※債務負担行為限度額

南部処理場運営管理事業 1,000

− 191 −



7項　堺市水道事業会計繰出

金　額

千円

堺 市 水 道 事 業 ○ 堺市水道事業会計繰出

会 計 繰 出 地方公営企業職員の児童手当等に係る繰出しを行う。

目 主　　な　　説　　明
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1項　労働諸費

金　額

千円

労 働 福 祉 費 ○ 地域就労支援事業

働く意欲がありながら様々な阻害要因を抱え、就労

を実現できないでいる就職困難者等を支援すること

を目的に、堺市地域就労支援センターを設置し、就

労相談や職業能力開発業務等を実施する。

【内訳】

地域就労支援センター事業委託等

○ さかいJOBステーション事業

15歳から39歳までの若年者と全年齢の女性、デジタ

ルスキルを有する方を対象にした就職や職場定着の

支援、市内企業の人材確保支援を目的に事業を実施

する。また、無料職業紹介等を行う堺ハローワーク

コーナーとの連携を行い、求職者や市内企業の利便

性の向上を図り、一体的な就業・企業支援を行う。

【内訳】

さかいJOBステーション事業委託等

施設の光熱水費等負担金

その他

○ 雇用労働環境の向上

勤労者や事業主が抱える雇用・労働問題に対し、労

働に関する法令や制度等の情報を提供しながら適切

な助言を行い、雇用・労働問題の解決を支援する等、

勤労者福祉の向上や雇用・就労の促進に取り組む勤

労者団体に対する補助を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

通勤費（会計年度任用職員）

勤労者福祉事業補助

社会保険労務士労働相談委託等

その他

○ 堺優良従業員・堺技能功労者表彰

堺商工会議所との共催により、市内の企業等に勤務

する従業員等で、特に企業の発展に貢献した優秀な

従業員や功労顕著な技能者を表彰する。

【内訳】

堺優良従業員・堺技能功労者表彰開

催負担金

主　　な　　説　　明目
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1項　労働諸費

金　額

千円

主　　な　　説　　明目

○ 中小企業勤労者への福祉対策の充実

堺市内中小企業に勤務する勤労者と事業主に対する

総合的な福祉事業を実施することにより、中小企業

勤労者の福祉の向上を図り、あわせて中小企業の振

興に資する。

【内訳】

勤労者福利厚生事業補助

全国中小企業勤労者福祉サービスセ

ンター賛助会費

○ 勤労者福祉施設の管理運営事業

勤労者等の福祉の増進と教養文化の向上や、労働組

合の健全な発展に資するため、勤労者総合福祉セン

ターの管理運営を実施する。

【内訳】

勤労者総合福祉センター指定管理業

務委託等

施設等修繕

施設整備工事等

維持管理委託等

工事管理委託等

その他

○ 多様な人材の雇用支援事業（拡充）

働き方改革の推進、女性・障害者・外国人・シニア

雇用等による多様な人材の活躍の支援や、個々の労

働者に対応した働き方ができる環境整備を促すため、

積極的に障害者雇用に取り組む企業の認定、企業向

け啓発セミナー等を実施する。また、求職者の掘り

起こしや市内企業の女性雇用に関する取組の発信、

未就労女性や非正規雇用で働いている方へ就職支援

を実施する。さらに、新たに求職者のデジタルスキ

ル向上に向けた講座を開講する。

【内訳】

デジタルスキル習得支援業務委託等

女性就職支援及び非正規雇用者の転

職支援事業委託等

シニア人材雇用支援委託等

さかい女性の就職応援プロジェクト

委託等

女性雇用促進等職場環境整備支援事
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1項　労働諸費

金　額

千円

主　　な　　説　　明目

業補助

障害者雇用推進奨励金

外国人材雇用支援事業委託等

セミナー実施委託等

地域人材育成事業協議会等負担金

その他

※債務負担行為限度額

女性雇用促進等職場環境整備支援事業

補助

勤労者福祉施設管理運営事業
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農農林林水水産産業業費費関関係係  
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1項　農業委員会費

金　額

千円

委 員 会 費 ○ 農業委員会活動事業

農業委員会等に関する法律及び関係法令等に基づく

活動を行う。

【内訳】

農業委員会委員報酬　

農地利用最適化推進委員報酬

大阪府農業会議年会費

その他

事 務 局 費 ○ 農業委員会事務局人件費

8人

【内訳】

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

○ 農業委員会管理事務事業

会計年度任用職員人件費及び事務経費

【内訳】

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

通勤費（会計年度任用職員）

その他

農地利用調整費 ○ 農地調整事業

農地関係法令の適正な執行及び事務処理並びに農地

利用調査、農地の利用権設定等農地利用の最適化に

向けた活動を行う。

【内訳】

台帳システム保守・改修等委託

調査等協力謝礼金等

その他

目 主　　な　　説　　明
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2項　農業費

金　額

千円

農 業 総 務 費 ○ 産業振興局人件費

36人

【内訳】

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

農 業 振 興 費 ○ 農業振興事業

農業被害に係る有害鳥獣対策業務等を行い、農業の

振興を図る。

【内訳】

農作物有害鳥獣被害対策経費

農業共済組合推進対策事業補助

堺市鳥獣被害防止対策協議会負担金

大阪府治山治水協会負担金

大阪府農空間整備推進協議会会費

その他

○ 経営所得安定対策推進事業

米作から他作物への作付転換を促すことで、経営基

盤の強化を図る。

【内訳】

地域農業再生協議会負担金

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

通勤費（会計年度任用職員）

その他

○ 農業担い手支援事業

本市農業の中核である認定農業者をはじめとした担

い手農家の育成を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

目 主　　な　　説　　明
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2項　農業費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

通勤費（会計年度任用職員）

農業者育成支援会議負担金

農業次世代人材投資事業資金

新規就農者育成総合対策（経営開始

資金）

堺ファーマー支援事業補助

その他

○ 地産地消推進事業

市民に安全・安心な食料を供給し、消費者と生産者

の相互理解を深め、地域農業の活性化を図る。

【内訳】

地場農産物PR業務経費

堺市地産地消推進協議会負担金

○ 都市農業交流事業

市民の農業への理解と農家との交流を図るため、堺

市農業祭の開催、フォレストガーデンの管理運営、

ハーベストの丘の施設維持管理や市民農園の整備を

行う。

【内訳】

ハーベストの丘施設維持管理経費

フォレストガーデン管理運営経費

堺市農業祭負担金

備品更新経費等

市民農園開設事業補助

市民農園管理経費

その他

○ ゆとりとふれあいの場構想関連事業

（東西道路整備事業）

「ゆとりとふれあいの場構想」の基本理念である、

全ての世代の人々が付近にある里山の豊かな自然と

共生し、豊かな時を過ごす機能や環境風景をもった

里山リゾートを実現するため、その交通動線である

東西道路を整備する。

【内訳】

東西道路補完工事等

その他

− 203 −



2項　農業費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 青果市場管理運営事業 13,090

堺市立青果地方卸売市場の維持管理を行う。

【内訳】

施設修繕等 2,715

保守点検委託等 3,102

施設改修工事等 2,500

その他（役務費等） 4,773

○ 農地利用集積事業 55

旧農業経営基盤強化促進法に基づく農地貸借の更新

等に要する経費

【内訳】

通信運搬費 53

その他 2

※債務負担行為限度額

都市農業交流事業 111,000

3 畜 産 費 20,195 ○ 畜産振興事業 20,195

畜産経営基盤の改善と安定した生産活動の場を確保

するため、畜産関連施設の維持等を行う。

【内訳】

家畜市場維持管理等経費 9,810

堺市畜産経営環境整備事業補助 10,000

その他 385
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3項　水産業費

金　額

千円

水 産 業 振 興 費 ○ 水産振興事業

水域環境の保全及び漁業被害等の軽減を図り、漁業

環境保全事業に取り組む。

【内訳】

漁業実態調査船舶借上

漁港環境保全事業補助

大阪府漁港漁場協会会費

捕鯨を守る全国自治体連絡協議会会

費

その他

目 主　　な　　説　　明
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4項　農業土木費

金　額

千円

農業用施設管理 ○ 農業用施設維持管理

及 び 改 良 費 本市管理の農業用施設（用排水路・ため池等）の適

正な維持管理を行う。また、農業者等への支援を通

じて農業振興並びに環境対策に寄与する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

通勤費（会計年度任用職員）

水路浚渫、ため池浮遊物撤去等委託

農業用施設の応急復旧工事等

泉北地区関連施設維持管理委託等

泉北地区外関連施設維持管理委託等

光明池用排水路維持管理負担金

府営ため池防災テレメータ維持管理

負担金

堺市道路占用者連絡会会費

その他（需用費等）

○ 農業用施設改修事業

農業用施設の長寿命化を図り、円滑な農作業の促進

に寄与する。また、都市化の進展や市民ニーズの多

様化に応えることを目的とする。

【内訳】

農業用施設改修工事等

防護柵等設置工事

土地改良事業補助

土 地 改 良 費 ○ 土地改良事業

農業生産性の向上並びに農業経営の安定化を図り、

老朽化した農業用施設による災害を防ぐことを目的

とする。

【内訳】

多面的機能支払交付金

大阪府土地改良事業団体連合会負担

金

大阪府ため池総合整備推進協議会負

担金

府営ため池等整備事業

水路・ゲート老朽化対策事業

土地改良事業関係工事

目 主　　な　　説　　明
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4項　農業土木費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

その他（需用費等）
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商商 工工 費費 関関 係係  
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1項　商工費

金　額

千円

1 商 工 総 務 費 585,598 ○ 文化観光局人件費 203,756

30人

【内訳】

給料 113,860

扶養手当 3,228

地域手当 13,416

通勤手当 3,548

時間外休日及び夜間勤務手当 10,664

管理職手当 4,872

期末勤勉手当 48,468

住居手当 3,042

児童手当 2,658

○ 産業振興局人件費 352,709

51人

【内訳】

給料 201,884

扶養手当 6,126

地域手当 23,779

通勤手当 6,828

時間外休日及び夜間勤務手当 6,579

管理職手当 8,160

期末勤勉手当 88,706

住居手当 6,939

児童手当 3,708

2 商 工 業 振 興 費 1,183,447 ○ 産業振興新規施策企画調査事業 5,555

地域の持続的発展を支える経済基盤の形成を図るた

め、産業振興施策立案に係る企画調査を実施する。

【内訳】

地域産業経営動向調査委託等 1,261

堺産業戦略関連委託等 2,000

堺産業懇談会負担金 350

産業活性化基金積立金 1,422

その他 522

目 主　　な　　説　　明
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1項　商工費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 企業投資促進事業 404,850

脱炭素社会の実現に向けた革新的技術をはじめとす

る成長産業分野や研究開発機能の強化等、産業に創

造や革新をもたらす企業投資を誘導することで、地

域産業の持続的な発展を図る。また、本市の特定地

域において、業務機能の集積を図ることにより、都

市拠点の強化を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 3,576

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,650

通勤費（会計年度任用職員） 145

人材派遣委託等 3,673

企業成長促進補助 300,039

グリーンイノベーション投資促進補 13,000

助

先端設備等導入支援補助 80,000

条例及び工場立地法運用事務経費 1,820

堺・泉北ベイエリア新産業創生協議 200

会負担金

その他 747

○ 海外経済交流促進事業 2,195

市内中小企業の海外進出や海外ビジネス拡大を促進

するため、海外経済交流の促進及び販路拡大の支援

等を実施する。

【内訳】

グローバル展開促進事業補助 1,500

日本貿易振興機構負担金 500

その他 195

○ 経済振興指導団体事業 36,224

地域総合経済団体が実施する市内事業所の経営安定

化及び発展に係る事業を支援する。

【内訳】

小規模企業高度化及び経営安定化指 8,496

導相談業務委託等

経済振興指導団体事業補助 16,768

販路開拓・取引拡大支援事業補助 10,905

その他 55
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1項　商工費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 小売商業振興施策企画立案 14,385

本市商業振興施策の企画立案のため各種調査等や情

報交換を実施する。

【内訳】

商業アドバイザー事業実行委員会負 5,000

担金

商圏実態調査実行委員会負担金 9,000

100

その他 285

○ 大規模小売店舗立地法運用事務 8,012

大規模小売店舗立地法の運用主体として、大規模小

売店舗立地審議会を開催し、届出に対する意見の取

りまとめ等を行う。

【内訳】

大規模小売店舗立地審議会委員報酬 215

会計年度任用職員報酬 2,141

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769

通勤費（会計年度任用職員） 156

開店後実態調査委託等 460

人材派遣委託等 3,673

その他 598

○ がんばる商店街支援事業 52,458

地域の住民やコミュニティのニーズに応える取組等

を後押しし、商店街等の活性化を促進する。また、

地域住民の買物環境の利便性や地域の安全性の向上

を目的に、商業振興上有益な共同施設の維持整備等

を支援する。

【内訳】

10,000

4,000

2,000

2,000

助

17,000

助

商店街活性化推進委員会負担金 17,000

その他 458

堺市大型小売店連絡協議会負担金

商店街等ソフト事業支援事業補助

商店街等空き店舗活用支援事業補助

商店街街路灯等電気料金支援事業補

商業共同施設維持管理等支援事業補

中心市街地まちづくり支援事業補助
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1項　商工費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 伝統産業振興事業 82,097

伝統産業の優れた技術・技能の周知や競争力強化を

図るため、販路開拓や次世代人材の育成、情報発信

等の支援を行う。

【内訳】

伝統産業ブランド創出促進事業委託 8,000

等

ツアー・オブ・ジャパン堺ステージ 40,000

開催負担金

伝統産業後継者育成事業補助 16,000

地場産業振興事業補助 3,765

オープンファクトリー推進事業補助 1,000

伝統産業異業種連携（商品開発・販 11,000

路開拓）チャレンジ補助

市民・企業等が行う伝統産品活用・ 2,000

発信促進補助

伝統的工芸品産業振興協会賛助会費 50

その他 282

○ 舳松職能訓練センター管理事業 410

企業への就職が困難な心身障害者に対し一定の職業

的訓練等を行う舳松職能訓練センターの施設を管理

する。

【内訳】

施設修繕 100

その他 310

○ 経営サポート事業 342,013

中小企業に対して、取引拡大や販路開拓、人材育成

等の総合的な経営支援を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,004

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769

通勤費（会計年度任用職員） 156

堺市溶接技術コンクール開催負担金 900

堺市産業振興センター事業補助 335,702

その他（委託料等） 2,482
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1項　商工費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 起業・創業支援事業 90,419

起業・創業をめざす人や、インキュベーション施設

に入居する起業家及びスタートアップ企業の新たな

事業活動を支援する。

【内訳】

ベンチャー調達認定制度関連経費 902

創業・スタートアップ創出育成支援 74,116

インキュベーション施設入居者支援 11,401

補助

スタートアップ実証推進事業補助 4,000

○ 堺産品販路開拓事業 4,400

堺産品を扱う事業者を対象に、販路拡大のためのプ

ロモーション活動を行う。

【内訳】

堺食産品海外セールス実行委員会負 4,400

担金

○ イノベーション創出促進事業 78,095

中百舌鳥イノベーション創出拠点の形成に向け、社

会課題解決や新たな価値創出に資するビジネスの創

出に取り組む。

また、イノベーション交流拠点「cha-shitsu」を運

営し起業家や学生、支援機関等の交流・共創を促進

する。

【内訳】

交流拠点企画運営事業委託等 20,400

さかいスタートアップアクセラレー 7,000

ション事業委託等

イノベーション創出事業委託等 6,000

ストーリーシート作成業務委託等 1,500

アントレプレナーシップ事業委託等 3,000

イノベーションPR事業委託等 5,000

都心地域産業拠点強化補助 10,467

中百舌鳥地域スタートアップ・ 20,148

ベンチャー支援補助

大阪公立大学負担金 3,000

その他（役務費等） 1,580
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1項　商工費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 中小企業の生産性向上促進事業（拡充） 62,334

地域産業の重層化、地域経済の底上げ、地域雇用の

安定化を図るため、市内中小企業の生産性及び付加

価値の向上を促進する。

DXの実践に向けた新規事業創出等の伴走支援や、

自社のDXの進捗状況を把握する診断ツールを活用し

DXを推進するほか、デジタルツールの導入やデジタ

ル人材育成に係る費用に対し補助を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,004

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769

通勤費（会計年度任用職員） 156

堺市DX新規事業創出業務委託等 9,670

堺市産業振興センター事業補助 9,250

堺市新事業チャレンジ支援補助 18,000

堺市中小企業デジタル化促進補助 20,000

堺市中小企業DXリスキリング補助 2,000

その他 485

※債務負担行為限度額

企業投資促進事業 950,000

伝統産業振興事業 6,000

3 観 光 費 459,548 ○ 堺観光コンベンション協会事業補助（拡充） 284,090

堺観光コンベンション協会が主催する誘客事業の実

施、市内周遊の促進、2025年大阪・関西万博開催を

契機とした団体ツアー造成に要する費用の補助及び

教育旅行の体験に要する費用の補助を行う。

○ 観光戦略・広域連携事業（拡充） 108,946

観光動向を的確に把握し、迅速かつきめ細かに観光

施策に反映させるため、位置情報ビッグデータ等を

活用した分析を実施する。また、今後迎える好機で

の誘客効果の最大化のため、関西の自治体等が参画

するEXPO2025関西観光推進協議会や大阪観光局と連

携し、戦略的な観光施策を推進する。

【内訳】

堺観光戦略策定にかかる懇話会委員 204

謝礼金

万博シアタールーム　上映料 2,200
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1項　商工費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

観光振興施策企画立案のための基礎 7,502

調査等

KIX泉州ツーリズムビューロー負担 13,856

金

大阪観光局負担金 80,000

EXPO2025関西観光推進協議会負担金 5,000

その他 184

○ 観光魅力創造・発信事業（拡充） 56,218

関係自治体や鉄道事業者をはじめとした民間事業者

との連携によるプロモーションを展開し、堺の魅力

の発信と誘客促進に取り組む。

【内訳】

堺市宿泊事業者エネルギー価格高騰 41,040

支援金関連経費

大阪デスティネーションキャンペー 4,828

ン協議会負担金

会計年度任用職員報酬 2,004

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769

通勤費（会計年度任用職員） 268

堺フィルムコミッション実行委員会 3,000

負担金

関西国際空港内広域観光案内推進協 800

議会分担金

全国工場夜景都市協議会負担金 150

歴史街道推進協議会会費 500

西高野街道観光キャンペーン協議会 150

負担金

日本観光振興協会会費 84

国際観光振興機構会費 500

竹内街道活性化実行委員会負担金 200

南海シャトルバス座席掲載用チラシ 390

関連経費

その他（使用料及び賃借料等） 1,535

○ 観光受入環境整備事業 8,192

市内への誘客促進と観光消費額を向上するため、歴

史的建築物等を観光関連施設として活用するための

取組を引き続き実施する等観光に関する受入環境の

整備を図る。
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1項　商工費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

歴史的建築物等受入環境整備事業経 4,500

費

Osaka Free Wi-Fi関連経費 1,162

観光案内サイン関連経費 992

その他（備品購入費等） 1,538

※債務負担行為限度額

堺観光コンベンション協会事業補助 80,000

4 金 融 対 策 費 4,031,201 ○ 金融対策事業 4,031,201

市内中小企業の資金調達の円滑化と経営の安定化を

図るため、事業資金の融資斡旋及び相談等を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,004

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769

通勤費（会計年度任用職員） 156

融資相談等受付窓口業務委託等 11,305

人材派遣委託等 3,673

中小企業活力強化資金融資信用保証 5,198

料負担金

創業者支援資金融資信用保証料負担 385

金

経営安定特別資金融資信用保証料負 2,385

担金

中小企業振興資金（連携型）預託金 64,700

中小企業設備投資応援資金融資（連 20,000

携型）預託金

中小企業活力強化資金預託金 393,800

創業者支援資金預託金 62,000

経営安定特別資金預託金 2,702,900

中小企業振興資金預託金 7,600

中小企業協同組合振興資金預託金 753,000

その他（需用費等） 1,326

5 港 湾 対 策 費 20,570 ○ 港湾振興事業 20,570

施設の維持管理を行い、また、港湾振興を図るため、

港湾関係諸機関との連絡調整により相互に連携を図

る。
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1項　商工費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,592

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 769

通勤費（会計年度任用職員） 156

施設維持管理委託等 1,478

堺港湾振興事業補助 3,000

大阪府港湾協会会費 150

日本港湾協会負担金 200

海上保安協会堺泉北支部会費 100

大阪府清港会負担金 5,500

堺泉北港港湾振興連絡協議会負担金 4,975

港湾都市協議会負担金 60

大阪阪南地区水上防犯協会会費 30

瀬戸内・海の路ネットワーク推進協 60

議会会費

その他（需用費等） 1,500
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2項　消費者対策費

金　額

千円

1 消 費 者 対 策 費 75,969 ○ 消費者対策事業 75,969

堺市消費者基本計画に基づき、消費生活相談、消費

 者教育・啓発、消費生活審議会の運営、事業者の調

査指導等の事業を行う。

　 【内訳】

会計年度任用職員報酬 38,002

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 12,284

通勤費（会計年度任用職員） 3,749

消費生活センター施設運営管理経費 14,733

消費者啓発事業関連経費 5,157

研修・会議参加旅費等 689

消費生活審議会委員報酬 531

堺市消費生活協議会事業補助 366

その他 458

2 計 量 費 16,289 ○ 計量器検査事業 16,289

適正な計量の実施を確保するため、計量器の定期検

査、商品量目立入検査、計量思想の普及啓発等の事

業を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,264

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 561

通勤費（会計年度任用職員） 156

特定計量器定期検査委託 12,250

会議参加旅費等 142

商品量目調査謝礼等 77

全国特定市計量行政協議会年会費 18

その他 821

目 主　　な　　説　　明
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1項　土木管理費

金　額

千円

1 土 木 総 務 費 837,330 ○ 建設局人件費 783,351

112人

【内訳】

給料 438,356

扶養手当 13,506

地域手当 50,772

通勤手当 17,847

特殊勤務手当 469

時間外休日及び夜間勤務手当 33,135

管理職手当 9,696

期末勤勉手当 199,943

住居手当 9,999

児童手当 9,628

○ 法定外公共物管理事務 21,278

平成12年4月1日地方分権一括法の施行に基づく法定

外公共物（里道・水路）譲与物件の管理

【内訳】

会計年度任用職員報酬 7,124

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,286

通勤費（会計年度任用職員） 405

法定外公共物管理台帳作成等委託 8,827

使用料及び賃借料 1,068

その他（需用費等） 1,568

○ 道路等通報システム開発保守管理 1,659

LINEを活用した道路・公園の損傷箇所等を通報する

システムの開発及び保守管理

2 地域整備事務所費 128,099 ○ 地域整備事務所整備 10,000

地域整備事務所の整備等を行う。

○ （仮称）新金岡複合公共施設整備事業（建 59,565

設局）

有事の際に関係機関との迅速な連携が図れ、地域の

安全・安心に資する施設として、北消防署・北部地

域整備事務所・衛生研究所を移転・集約する。

目 主　　な　　説　　明
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2項　道路橋りょう費

金　額

千円

道 路 橋 り ょ う ○ 建設局人件費

総 務 費 118人

【内訳】

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

○ 道路管理

道路法に基づく道路台帳の更新や市道認定事務等を

行い、管理対象道路を適切に管理する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

通勤費（会計年度任用職員）

道路台帳更新等経費

道路管理システム保守等経費

道路表示装置保守等経費

システム関連機器等購入費

堺市道路占用者連絡会負担金

地籍調査　国土調査協会負担金

その他（役務費等）

○ 特殊車両通行許可事務

車両の幅等が車両制限令に定める限度を超える特殊

車両の通行許可を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

通勤費（会計年度任用職員）

その他

目 主　　な　　説　　明

事 業 名 補助基本額 補助率 補助金

地 籍 調 査

府 補 助 金 の 算 出 基 礎

（単位　千円）
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2項　道路橋りょう費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 道路交通センサス

道路法第77条に基づき、国道・府道・幹線市道の自

動車、歩行者等の交通量調査、道路現況調査に加え

交差点方向別交通量調査を行う。

【内訳】

道路交通センサス調査ほか業務

○ 直轄国道負担金

国直轄事業（国道26号の整備事業）に係る負担金。

道 路 橋 り ょ う ○ 道路橋りょう維持

維 持 費 管理道路を良好な状態に保つため、車道等の清掃や

街路樹の剪定等の維持管理を行う。また、道路や橋

りょうの老朽化に伴い、道路附属物の補修・鋼橋等

の塗装補修等を行い、通行の安全を確保する。

【内訳】

光熱水費

道路施設整備

道路施設維持管理経費

道路清掃、街路樹管理等経費

橋りょう維持経費

原材料費

道路維持管理用消耗品

道路上ごみ処分

占用物支障物件移設負担金

電気使用料負担金

踏切負担金

その他（役務費等）

○ 橋りょう長寿命化修繕

堺市橋梁長寿命化修繕計画に基づき、本市で管理す

る754橋（令和6年4月現在、横断歩道橋69橋含む。）

に対し、損傷が進行する前に計画的に補修する予防

保全型の管理を行うことで、橋りょうを良好な状態

で維持し、将来にわたる維持管理費の平準化を図る。

事 業 名 補助基本額 補助率 補助金

道 路 交 通 セ ン サ ス 調 査 ほ か 業務

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎

（単位　千円）
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2項　道路橋りょう費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

橋りょう長寿命化修繕工事

平尾3号線（維新橋）

北余部17号線（北小橋）

大阪臨海線（現）（浜寺諏訪森町西4号橋）

堺泉北環状線（田園大橋）

真福寺27号線（真福寺6号橋）

大保真福寺1号線（真福寺8号橋）

日置荘田中日置荘原寺2号線（日置荘原寺3号橋）

大堀堺線（今井橋）

毛穴4号線（毛穴橋）

二条通1号線（二条通1号橋）

五条通1号線（五条通1号橋）

鳳東10号線（鳳東1号橋）

堺狭山線（深井高架橋）

堀上13号線（堀上1号橋）

大阪臨海線（現）（大浜高架橋（P9-P12工区））

堺かつらぎ線（毛穴高架橋（上り））

堺大和高田線（金岡跨線橋）

堺かつらぎ線（落合大橋（上り））

浜寺石津諏訪森線（太陽橋）

御池台22号線（すずむし橋）

御池台33号線（御池台ペデストリアンデッキ）

桃山台62号線（J陸橋）

泉大津美原線（新）（太井歩道橋）

堺狭山線（岩室歩道橋）

大阪臨海線（現）（浜寺大橋（下り））

堺阪南線（石津川駅前歩道橋）

堺泉北環状線（上神谷高架橋（A1-P6工区））

堺大和高田線（北花田口跨線橋（P10-P12工区））

泉大津美原線（新）（原寺歩道橋）

その他（委託料等）

事業名 補助基本額 補助率 補助金

工 事 監 理

橋 り ょ う 定 期 点 検

平 尾 号 線 （ 維 新 橋 ）

北 余 部 号 線 （ 北 小 橋 ）

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎

（単位　千円）

大 阪 臨 海 線 （ 現 ）
（ 浜 寺 諏 訪 森 町 西 号 橋 ）
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2項　道路橋りょう費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 道路照明灯LED更新事業

LED化した道路照明灯を良好な状態に保ち、維持管

管理費用などのトータルコストの縮減を行う。

【内訳】

使用料及び賃借料

堺 泉 北 環 状 線 （ 田 園 大 橋 ）

真 福 寺 号 線 （ 真 福 寺 号 橋 ）

大保真福寺 号線（真福寺 号橋）

大 堀 堺 線 （ 今 井 橋 ）

毛 穴 号 線 （ 毛 穴 橋 ）

二 条 通 号 線 （ 二 条 通 号 橋 ）

五 条 通 号 線 （ 五 条 通 号 橋 ）

鳳 東 号 線 （ 鳳 東 号 橋 ）

堺 狭 山 線 （ 深 井 高 架 橋 ）

堀 上 号 線 （ 堀 上 号 橋 ）

堺かつらぎ線（毛穴高架橋（上り））

堺 大 和 高 田 線 （ 金 岡 跨 線 橋 ）

堺かつらぎ線（落合大橋（上り））

浜 寺 石 津 諏 訪 森 線 （ 太 陽 橋 ）

御 池 台 号 線 （ す ず む し 橋 ）

桃 山 台 号 線 （ 陸 橋 ）

泉大津美原線（新）（太井歩道橋）

堺 狭 山 線 （ 岩 室 歩 道 橋 ）

堺 阪 南 線 （ 石 津 川 駅 前 歩 道 橋）

泉大津美原線（新）（原寺歩道橋）

計

堺 泉 北 環 状 線
（上神谷高架橋（ 工区））

堺 大 和 高 田 線
（北花田口跨線橋（ 工区））

日 置 荘 田 中 日 置 荘 原 寺 号 線
（ 日 置 荘 原 寺 号 橋 ）

大 阪 臨 海 線 （ 現 ）
（ 浜 寺 大 橋 （ 下 り ） ）

大 阪 臨 海 線 （ 現 ）
（ 大 浜 高 架 橋 （ 工 区 ） ）

御 池 台 号 線
（御池台ペデストリアンデッキ）
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2項　道路橋りょう費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 泉北ニュータウン街路樹更新事業

倒木の危険性や通行障害、景観機能の低下等が見ら

れる老大木化した街路樹の更新を行う。

○ 道路構造物アセットマネジメント事業

道路照明灯やトンネル等の道路構造物について、計

画的な点検、適切な補修や更新、効率的な維持管理

データの蓄積を行い、安全・安心に通行できる道路

機能を確保する。

【内訳】

道路構造物定期点検及び調査

道路構造物更新及び補修工事

その他

※債務負担行為限度額

橋りょう整備事業

道 路 橋 り ょ う ○ 一般道路新設改良（地域整備事務所）

新 設 改 良 費 道路脇に設置されている溝や水路を暗渠化等するこ

とにより、段差のない通行しやすい形状に構造変更

し、安全な歩行空間を確保する。

【内訳】

道路改良等工事

工事設計等委託

○ 一般道路新設改良（道路整備課）

生活道路及び幹線道路について、道路を新設・拡幅

することで、利便性、快適性及び安全性を向上させ

る。

【内訳】

府道堺かつらぎ線（L=1,300m W=11.0m）

野遠7号線（L=130m W=6.0m）

畑下里線（L=1,400m W=10.0m）

石原14号線（L=250m W=9.5m）

北野田52号線（L=50m W=6.0m）

事 業 名 補助基本額 補 助 率 補 助 金

道路情報提供装置ほか法定点検業務

（単位　千円）

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎
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2項　道路橋りょう費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 橋りょう耐震強化

今後想定される南海トラフ巨大地震などの大規模地

震に備え、救急救命活動や救援物資の輸送、復旧支

援活動を支えるため、緊急交通路等における橋りょ

うの耐震化を行う。

【内訳】

橋りょう耐震対策工事

　下田津久野2号線（北山橋）

　泉大津美原線（新）（太井歩道橋）

　大阪中央環状線（向陵西歩道橋）

　大阪和泉泉南線（霞ヶ丘歩道橋）

　大阪和泉泉南線（北花田口歩道橋）

　石津上線（戎橋（浜寺船尾））

　鳳東平岡1号線（平岡大橋）

橋りょう耐震対策詳細設計業務等

　戎島出島線（新栄橋）

　浜寺石津諏訪森線（太陽橋）

　工事監理業務（大阪中央環状線

　（向陵西歩道橋）等6橋）

　工事監理業務（鳳東平岡1号線

　（平岡大橋））

事 業 名 補助基本額 補助率 補助金

下田津久野2号線（北山橋）

泉大津美原線（新）（太井歩道橋）

大阪中央環状線（向陵西歩道橋）

大阪和泉泉南線（霞ヶ丘歩道橋）

大阪和泉泉南線（北花田口歩道橋）

石津上線（戎橋（浜寺船尾））

鳳東平岡1号線（平岡大橋）

戎島出島線（新栄橋）

浜寺石津諏訪森線（太陽橋）

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎

（単位　千円）

工 事 監 理 業 務 （ 大 阪 中 央 環 状線
（ 向 陵 西 歩 道 橋 ） 等 橋 ）

工 事 監 理 業 務 （ 鳳 東 平 岡 号 線
（ 平 岡 大 橋 ） ）

計
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2項　道路橋りょう費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 全国道路・街路交通情勢調査

令和3年実施の道路・街路交通情勢調査結果等を活

用して、主要渋滞箇所の原因分析や調査等を実施し、

整備効果の把握などを行う。

【内訳】

渋滞対策検討ほか業務

※債務負担行為限度額

道路新設改良事業

橋りょう新設改良事業

交通安全対策費 ○ 交通安全教育及び普及・啓発

幼児・児童から高齢者に至る各年齢層に対する交通

安全教育を実践することにより、正しい交通ルール

の遵守とマナーの啓発を行う。本市の交通安全普及

啓発活動の母体である「交通事故をなくす運動」堺

市推進協議会による事業推進により、市民の交通安

全意識をより一層向上させ、交通事故の防止を図る。

また、市民の安全・安心な生活環境をつくることを

目的に、堺市違法駐車等防止活動業務により迷惑駐

車に対し、啓発を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

通勤費（会計年度任用職員）

違法駐車等防止活動業務関連経費

「交通事故をなくす運動」堺市推進

協議会負担金

その他

○ 交通安全施設設置（地域整備事務所）

安全・安心な交通環境の整備を推進し、交通事故防

止及び交通の円滑化を図るため、交差点改良、道路

照明灯、防護柵、区画線の設置等を行う。

【内訳】

交通安全施設設置等工事

工事設計等委託
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2項　道路橋りょう費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 交通安全施設設置（道路整備課）

交通安全についての対策が必要な道路や踏切道の安

全性向上等を目的とし、歩道や踏切の改良等を実施

する。

【内訳】

踏切改良事業

特定道路バリアフリー化事業

　

○ サイクルシティ堺企画運営事業

堺が持つ自転車の歴史文化の発信をはじめ、新たな

視点で自転車を活用し、市民・事業者・行政が連携

した取組を進めることにより、都市魅力を向上させ

る。

【内訳】

イベント運営等委託

その他

○ 自転車通行環境整備事業

自転車利用者の利便性に加え、自転車及び歩行者の

安全性・快適性を高めるために、自転車通行空間を

整備し、自転車ネットワークの形成を推進する。

【内訳】

自転車通行環境整備工事

その他（需用費等）

事 業 名 補助基本額 補助率 補助金

府 道 大 阪 和 泉 泉 南 線

府 道 堺 泉 北 環 状 線

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎

（単位　千円）

計

事 業 名 補助基本額 補助率 補助金

踏 切 改 良 事 業

特 定 道 路 バ リ ア フ リ ー 化 事 業

（単位　千円）

計

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎
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2項　道路橋りょう費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 放置自転車等撤去保管業務

堺市自転車等の放置防止に関する条例に基づき、放

置禁止区域内における自転車・原動機付自転車利用

者に対する啓発や自転車等駐車場への誘導を行い、

放置された自転車等の撤去・運搬、保管・返還業務

を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

通勤費（会計年度任用職員）

放置自転車等対策・撤去運搬・保管

返還業務等委託

放置禁止区域看板更新等工事

建物・領収書発行機等借上

その他（需用費等）

○ 有料自転車等駐車場管理運営業務

堺市自転車等の放置防止に関する条例に基づき、有

料化した自転車等駐車場の管理運営業務を行う。

【内訳】

施設等修繕

建築基準法第12条に係る調査等委託

土地等借上

自転車等駐車場改修工事設計等委託

北野田駅前B地区管理組合共益費負

担金

堺銀座西商店街振興組合維持管理費

等負担金

その他

○ 事故危険箇所対策検討ほか業務

社会資本整備重点計画に基づき、指定された事故危

険箇所の効果把握を行い、また新たな事故危険候補

箇所を精査し、事故対策案の検討を行う。

【内訳】

事故危険箇所対策検討ほか業務

○ バリアフリー道路特定事業計画

堺市交通バリアフリー基本構想（中百舌鳥地区）の

見直しに伴い、バリアフリー道路特定事業計画を作

成する。
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2項　道路橋りょう費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

バリアフリー道路特定事業計画策定

業務

※債務負担行為限度額

踏切改良事業

道 路 舗 装 費 ○ 舗装補修

舗装の老朽化や大型車両の通過等に伴うわだちやひ

び割れ等、一般交通の支障となる舗装の補修を行う。

また、一般の通行に利用されていながら土地の権利

関係や構造上の問題で市道認定が困難な私道等を沿

道住民が整備工事を行うことに補助金を交付する。

【内訳】

工事設計等委託

舗装補修等工事

私道等整備工事補助

○ 舗装補修マネジメント事業

舗装面の定期的な調査結果を基に、「予防保全型」

の手法を取り入れ、計画的に舗装工事を行い、舗装

の長寿命化や維持管理費の平準化等を図る。

【内訳】

工事設計等委託

舗装補修等工事

○ 泉北ニュータウン道路舗装更新事業

まち開きから概ね50年が経過した泉北ニュータウン

の道路では老朽化が一斉に進んでいる。泉北ニュー

タウン再生に向け、計画的に道路舗装の更新を行う。

【内訳】

工事設計等委託

舗装更新工事

事 業 名 補助基本額 補助率 補助金

臨 海 号 線 （ 第 工 区 ）

府道泉大津美原線（新）（第 工区）

府 道 堺 狭 山 線

（単位　千円）

計

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎
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2項　道路橋りょう費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

※債務負担行為限度額

道路舗装事業

道 路 掘 さ く 跡 ○ 道路掘さく跡復旧

復 旧 費 道路占用者による道路掘さく跡の復旧工事は、原則

原因者復旧としているが、道路占用者が競合すると

き等は、道路管理者が工事費用負担金を受けて施工

する。

【内訳】

復旧工事等

※債務負担行為限度額

道路掘さく跡復旧事業
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3項　河川水路費

金　額

千円

河川水路総務費 ○ 建設局人件費

17人

【内訳】

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

河川水路維持費 ○ 河川水路維持（地域整備事務所）

河川・水路・在来管の正常な流水機能維持のため浚

渫、損傷箇所の補修等を行う。また、河川等の安全

対策や環境保全のため転落防止柵の設置や美化啓発、

ごみ等の回収撤去処分等も行う。

【内訳】

水路施設等維持管理等経費

○ 内川排水機場維持管理

満潮等の水門閉鎖時に雨水を排水するためのポンプ

施設である内川排水機場において、正常な運転操作

ができる状態に維持するため、機器の点検、整備及

び更新を行う。

【内訳】

排水機場設備更新整備工事等

内川排水機場施設管理経費等

○ 河川水路維持（河川水路課）

河川・水路の正常な流水機能維持のため、損傷箇所

の補修等を行う。また、河川等の清掃、植栽管理等

を行う。

目 主　　な　　説　　明

事業名 補助基本額 補助率 補助金

内 川 排 水 機 場 長 寿 命 化 事 業

（単位　千円）

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎
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3項　河川水路費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

光熱水費 9,043

河川施設等維持管理経費 21,246

河川水路清掃、植栽管理等経費 52,781

下水再生水送水事業負担金 1,452

その他（役務費等） 620

※債務負担行為限度額

河川水路整備事業 23,000

3 河 川 改 良 費 146,961 ○ 一般河川改良 146,961

管理河川における治水安全度の向上を目的とし、良

好な水辺空間の形成を図るため河川改良工事等を行

う。

急傾斜地の崩壊による災害から市民の生命、財産等

を守り、安全・安心を確保するため、崩壊防止施設

の設置等工事への受益者負担金の助成を行う。

【内訳】

狭間川改修事業関連 15,000

百舌鳥川改修事業関連 80,660

護岸補修等 43,301

急傾斜地崩壊防止工事負担金助成等 8,000

※債務負担行為限度額

急傾斜地崩壊防止工事負担金助成事業 105,000

4 水路新設改良費 37,560 ○ 一般水路改良 37,560

浸水被害の解消を図るため、大阪臨海線において、

雨水管を整備する。

【内訳】

大阪臨海線雨水施設整備 37,560

事業名 補助基本額 補助率 補助金

狭 間 川 改 修 事 業 10,000 5/10 5,000

百 舌 鳥 川 改 修 事 業 48,000 1/3 16,000

21,000

（単位　千円）

計

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎
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4項　都市計画費

金　額

千円

都市計画総務費 ○ 泉北ニューデザイン推進室人件費

20人

【内訳】

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

○ 建築都市局人件費

150人

【内訳】

会計年度任用職員報酬

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

住居手当

児童手当

通勤費（会計年度任用職員）

○ 建設局人件費

115人

【内訳】

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

住居手当

目 主　　な　　説　　明
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

児童手当

○ 都市政策推進事業

持続可能な都市の形成を進めるため、都市計画マス

タープランや立地適正化計画に位置づけた集約型都

市構造の形成に向けて取組を推進する。

【内訳】

立地適正化計画推進等委託

その他

○ 良好な景観の形成

景観法、堺市景観条例等に基づく届出及び認定申請

制度の実施並びに屋外広告物許可制度の運用により

景観誘導を進め、良好な景観形成を図る。

【内訳】

景観審議会等の運営

景観賞選考委員会の運営

情報システム開発等委託

その他

○ 都市計画決定変更等に係る業務

都市計画決定変更に係る資料の作成を行う。

○ 都市計画審議会

都市計画審議会の運営を行う。

○ 都市計画各種調査

都市計画基礎調査を行う。

○ 国土利用計画法及び公有地の拡大の推進に

関する法律に基づく届出審査等業務

○ バス運行事業

美原区域路線バス運行事業

美原区域と市内鉄道駅とのアクセス確保を目的に

路線バスの運行を行う。

堺市乗合タクシー運行事業（拡充）

鉄道駅やバス停から離れた地域と鉄道駅等を結ぶ

予約型乗合タクシーを運行する。

また、新たに乗合タクシーの予約システムを開発

する。
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

路線バス網再編等対策補助事業

利用者の減少等に伴い、路線の維持が困難なバス

路線のなかで、市民の日常生活に必要不可欠な路

線に対して、バス運行経費の一部を補助する。

堺市立総合医療センター線運行事業

鉄道駅から堺市立総合医療センターへの移動手段

確保を目的にバス運行経費の一部を負担する。

○ 公共交通利用促進事業（拡充）

公共交通の利用促進と利便性向上を目的に、おでか

け応援制度、ゾーンチケット事業等の実施や、ノン

ステップバス導入経費の一部補助等を行う。

【内訳】

おでかけ応援制度等負担金

ICカード発行等委託

通信運搬費

システム管理・申請書発行委託

ノンステップバス導入補助

印刷製本費

○ 総合交通体系調査

人中心の都市空間の形成に向けた駐車場施策の見直

し、近畿圏における望ましい物流の実現に向けた物

資流動調査の事前調査及び移動実態を踏まえた公共

交通施策の検討を行う。

【内訳】

駐車場施策見直し支援委託

近畿圏物流調査体系検討委託

公共交通施策検討支援委託

その他

○ 路面電車活性化事業（拡充）

阪堺線の軌道施設の改修や施設の高度化等に要する

費用の一部補助、阪堺線の利便性及び安全性の向上、

利用者の拡大に係る検討を行う。

【内訳】

鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費

補助

路面電車施設高度化事業費補助

阪堺線活性化検討支援委託

廃棄物処理・運搬等委託
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 都心活性化推進事業（拡充）

商業・業務等の都市機能の集積や多様な人が安全・

快適に過ごせるウォーカブルな空間の形成を推進し、

都市魅力の向上を図る。

堺東エリアの活性化に向け、瓦町公園周辺ゾーンの

市街地整備に向けた取組の推進及び堺東駅街区周辺

の整備の方向性等を検討する。

【内訳】

堺東エリア活性化検討業務

中心市街地活性化関連業務

その他（委託料等）

○ 近隣センター再生事業

住区の特性に応じ、時代の変化に対応した地域コミ

ュニティの向上を図るため、近隣センターの機能強

化を行う。また、近隣センターのオープンスペース

等の適切な維持管理を行う。

【内訳】

近隣センター維持管理経費

近隣センター機能強化・活性化事業

○ 阪神高速道路（株）の事業に対する出資金

日本高速道路保有・債務返済機構法に基づき、（独）

日本高速道路保有・債務返済機構に対して、大阪圏

域における阪神高速道路の新築又は改築に要する資

金の一部として出資する。

○ まちなみ再生事業

環濠エリア北部地区において、歴史文化を活かした

まちなみの再生を図る。

【内訳】

まちなみ修景補助

その他（委託料等）

○ 公共施設等サイン管理

公共施設案内サインの秩序ある整備と適切な維持管

理を行う。

事 業 名 補助基本額 補助率 補助金

まちなみ再生事業

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎
（単位　千円）
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

公共施設案内サイン維持管理等委託

公共施設案内サイン撤去等工事

その他

○ 公共交通活性化促進基金

○ 交通バリアフリー化整備促進事業

公共交通のバリアフリー化を促進するため、鉄道事

業者が行う南海高野線中百舌鳥駅における可動式ホ

ーム柵の整備に要する費用の補助を行う。

○ 泉北ニュータウン住宅供給・活用推進事業

泉北ニュータウンの公的賃貸住宅の再編に伴う活用

地や既存ストック活用に係る取組等を行う。

○ 泉北ニュータウン居住魅力向上事業

（拡充）

民間事業者と連携したプロモーションや戸建て住宅

の循環促進、旧泉北すえむら資料館を活用した魅力

創出の取組等を行うことで、若年・子育て世代の泉

北ニュータウンへの転入・定住促進及びブランドイ

メージの確立を図る。

【内訳】

若年・子育て世代向けプロモーシ

ョンに係る経費

泉北ニュータウン戸建て住宅住み

かえ支援事業に係る経費

旧泉北すえむら資料館管理経費

旧高倉台西小学校跡地活用に係る

経費

○ 泉北ニュータウン駅前再編整備事業

駅前地域の利便性向上に向けた栂・美木多駅前の道

路改良工事や泉ケ丘駅前周辺の憩い空間の創出に向

けた泉ヶ丘公園の整備等を実施。

【内訳】

泉ヶ丘公園整備工事等

桃山台62号線道路外改良工事等

その他（委託料等）
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 都市再開発等推進事業

都市再開発等により都市機能の更新を図ることで、

都市の活力や魅力を生み出し、持続可能な市街地整

備を進める。

【内訳】

調査検討委託等

事業者選定委員会委員報酬等

市有地活用事業負担金

再開発推進団体等補助

運営業務負担金

○ SMIプロジェクト推進事業（拡充）

SMI都心ラインの実現に向け、自動運転の走行及び

正着に関する実証実験に加え、停留所における滞留

空間の創出や情報発信に係る実証実験を実施する。

SMI美原ラインについて、過年度の実験結果を踏ま

え、本格運行に関する検討や実証実験を実施する。

これらの実験の実施と検証を踏まえ、SMIプロジェ

クトを推進する。

【内訳】

調査分析等委託

SMI都心ライン実証実験

SMI美原ライン実証実験

協議会運営費

その他

○ 環濠都市堺の再生事業

歴史を紡いだ環濠エリアの新たな価値創造により人

々が集うエリアをめざし、公民連携による歩きたく

なる心地のよい歩行者空間形成に向けた取組や元堺

消防署用地の活用を推進する。

【内訳】

元堺消防署用地活用事業

堺環濠エリア活性化推進検討

事　業　名 補助基本額 補助率 補助金

計

国 庫 補 助 金 の 算 定 基 礎

（単位　千円）

泉北ニュータウン
駅前再編整備事業
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

協議会負担金

その他（需用費等）

○ ビッグバン管理運営事業

ビッグバンの管理運営及び隣接する泉ヶ丘公園との

一体的な活用に向けた取組を行う。

【内訳】

ビッグバン管理運営経費

施設改修等

○ 臨海部活性化推進事業（ベイエリア）

堺旧港における万博開催期間中の海上交通の実現や

親水護岸等の公共空間の利活用及び交流機能の導入

など、海辺を活かした居心地の良い都市空間の形成

を進め、都市魅力の向上を図る。

【内訳】

堺旧港エリア活性化推進業務等

海上交通関連負担金

その他

○ SENBOKUスマートシティ構想推進事業

（拡充）

公民がイコールパートナーとして参画する「SENBO

KUスマートシティコンソーシアム」において、地域

課題の解決、生活利便性の向上に繋がる新たなサー

ビス等の実装化を推進する。

○ 鉄道施設耐震補強事業（新規）

鉄道施設の耐震化を推進し、列車の安全運行や鉄道

利用者の安全確保、緊急交通路の維持等を図るため、

補強に要する費用の補助を行う。

○ 都心整備管理事業

市民の活動や交流の場となるMinaさかい（市民交流

広場）の活用等を促進することで、堺都心部の魅力

向上と活性化を図る。

【内訳】

堺市市民交流広場指定管理業務

歩行者デッキ等維持管理業務

その他
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

※債務負担行為限度額

バス運行事業

交通バリアフリー化整備促進事業

泉北ニュータウン再生事業

環濠都市堺の再生事業

開 発 指 導 費 ○ 住宅・建築物耐震・防火等改修促進事業

（拡充）

住宅及び建築物の耐震性・防火性の向上を促進し、

倒れにくく燃えにくい市街地の形成を図るため、木

造住宅無料耐震診断の実施、耐震診断、耐震改修、

除却及び防火改修等に要する費用の一部を補助する。

また、エレベーター防災対策改修の補助対象に、新

たにリスタート運転機能又は自動診断・仮復旧運転

機能を加え、費用の一部を補助する。

【内訳】

耐震診断補助等

耐震改修等補助

防火改修補助

アスベスト対策補助

エレベーター防火対策改修補助

火災安全改修補助

大阪建築物震災対策推進協議会

負担金

その他

事 業 名 国・府の別 補助基本額 補助率 補助金

国 庫・府 補 助 金 の 算 出 基 礎
（単位　千円）

計

府

国

住宅・建築物
耐震・防火等
改修促進事業
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 盛土規制法に基づく調査業務

盛土等に伴う災害の防止に向けて対策に必要な基礎

調査を行う。

※債務負担行為限度額

住宅・建築物耐震改修等補助

街 路 事 業 費 ○ 街路事業人件費

時間外休日及び夜間勤務手当

○ 南花田鳳西町線（金岡・白鷺地区）

幹線道路ネットワークの形成により、並行する常磐

浜寺線をはじめとする主要道路の慢性的な渋滞の緩

和や市域内の物流の効率化、防災性向上を目的とし

て整備を推進する。

【内訳】

道路築造工事等

物件調査等委託

公有財産購入費

その他（役務費等）

○ 草尾南野田線

国道310号から南海高野線北野田駅へのアクセス機

能向上と地域の交通ネットワークの強化を図ること

を目的として整備を推進する。

【内訳】

擁壁改修工事

調査測量等委託

公有財産購入費

その他

○ 街路用地管理及び測量調査等

道路予定地の管理工事及び除草作業を行う。

【内訳】

管理用地整備工事等

除草作業等委託

その他
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 出島百舌鳥線

道路利用者の利便性向上と、駅前広場整備による交

通結節点機能の向上及び安全で快適な歩行者空間の

確保を図ることを目的として整備を推進する。

【内訳】

道路整備工事

調査測量等委託

補償費

公有財産購入費

その他（負担金・役務費等）

○ 大阪河内長野線（八下地区）

当該路線は十分な歩行者空間が確保されておらず、

自動車交通も混雑している状況であることから、安

全で快適な歩行者空間の確保及び交通渋滞の緩和を

図ることを目的として整備を推進する。

【内訳】

道路整備工事

土質試験費

公有財産購入費

その他（負担金等）

○ 大阪和泉泉南線（南陵町交差点）

南陵町交差点南側の北行車線の車線数を増設するこ

とで、渋滞緩和及び交通事故の抑制を図ることを目

的として整備を推進する。

【内訳】

調査測量等委託

その他

○ 大阪河内長野線（北野田地区）

府道大阪狭山線のバイパス道路として、交通分散に

よる渋滞緩和に寄与し、地域緊急交通路・広域緊急

交通路の代替性や多重性による防災性を向上させる

ことを目的として整備を推進する。

【内訳】

調査測量等委託

その他（役務費等）
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 常磐浜寺線

南海本線連続立体交差事業と一体的な整備を行うこ

とにより、道路のネットワーク機能を向上させ、円

滑な交通の確保、交通事故の抑制を図ることを目的

として整備を推進する。

【内訳】

調査測量等委託

その他（役務費等）

○ 諏訪森神野線（浜寺・浜寺東地区）

南海本線連続立体交差事業と一体的な整備を行うこ

とにより、主要幹線道路との周遊性を向上させ、円

滑な交通の確保、交通事故の抑制を図ることを目的

として整備を推進する。

【内訳】

調査測量等委託

※債務負担行為限度額

用地取得事業

街路事業

事 業 名 補助基本額 補助率 補助金

草 尾 南 野 田 線

出 島 百 舌 鳥 線

大阪河内長野線（八下地区）

大阪和泉泉南線（南陵町交差点）

大阪河内長野線（北野田地区）

常 磐 浜 寺 線

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎

（単位　千円）

南 花 田 鳳 西 町 線
（ 金 岡 ・ 白 鷺 地 区 ）

諏 訪 森 神 野 線
（ 浜 寺 ・ 浜 寺 東 地 区 ）

計
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

連続立体交差費 ○ 南海本線連続立体交差事業

鉄道の高架化により多数の踏切を除却することで、

踏切に起因する交通渋滞を解消し、分断されていた

市街地の一体化を図り、良好な生活環境を確保する

ことを目的とし、鉄道工事や占用物件の移設等を行

う。

事業区間：諏訪ノ森駅～浜寺公園駅付近　約2.7km

【内訳】

調査設計等委託

関連道路整備等工事

鉄道事業者施行等負担金

支障物件移転補償費等

連続立体交差事業無利子貸付

使用料及び賃借料

その他（需用費等）

○ 南海高野線連続立体交差事業

鉄道の高架化による多数の踏切除却と併せて駅前広

場等を整備することで、安全で円滑な交通を確保し、

中心市街地の活性化に寄与することを目的とする事

業で、事業に必要となる用地取得に向けた測量調査

や鉄道調査設計、鉄道準備工事を実施する。

事業区間：浅香山駅～堺東駅付近　約3.2km

【内訳】

調査設計等委託

使用料及び賃借料

鉄道事業者施行等負担金

連続立体交差事業無利子貸付

その他（役務費等）

※債務負担行為限度額

用地取得事業

連続立体交差事業

事 業 名 補助基本額 補助率 補助金

南 海 本 線 連 続 立 体 交 差 事 業

南海高野線連続立体交差事業

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎

（単位　千円）

計
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

大和川線事業費 ○ 大和川沿川整備事業

1級河川大和川左岸沿川において、阪神高速道路大

和川線事業や高規格堤防事業により生み出される敷

地や沿川の公共施設、河川の自然空間等の地域資源

を一体的に利活用することで、安全快適な自転車の

通行環境を形成し、あわせて、民間と連携して自転

車を活用した拠点整備を行う等、都市の活性化に取

り組む。

【内訳】

通行環境整備工事等

自転車体験等施設整備委託

その他

※債務負担行為限度額

大和川線事業

土 地 区 画 整 理 ○ 土地区画整理事業人件費

事 業 費 時間外休日及び夜間勤務手当

○ 新規地区土地区画整理事業

市街化区域への編入を保留する区域において、市街

地整備に向けた地元の機運醸成を図るため、説明会

やアンケート調査を行い、地元権利者の意向を反映

した具体的な市街地整備検討区域や土地利用計画を

作成する。

【内訳】

市街地整備検討支援業務

通信運搬費

事 業 名 補助基本額 補助率 補助金

大 和 川 線 整 備 事 業

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎

（単位　千円）
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

大和川左岸土地 ○ 大和川左岸土地区画整理事業

区画整理事業費 大和川高規格堤防整備事業は、本市域の阪神高速道

路4号湾岸線から南海高野線までの延長約3.1km区間

（三宝・錦西・錦綾地区）において、阪神高速道路

大和川線の整備とあわせて行い、市街地については

土地区画整理事業等との一体整備を推進する。

三宝地区については、UR都市機構を施行者として事

業中である土地区画整理事業を推進する。

錦西・錦綾地区については、事業着手に向けた調査

等業務を実施する。

【内訳】

大和川左岸（三宝）土地区画整理事

業負担金

大和川左岸（錦西・錦綾）事業計画

作成検討業務

その他（需用費等）

都 市 再 生 費 ○ 都市再生事業人件費

時間外休日及び夜間勤務手当

○ 臨海部整備推進事業管理経費

海とのふれあい広場及び堺旧港親水性護岸管理等を

行う。

○ 臨海部整備推進事業

堺浜地区の活性化に向けて、市民が海辺を楽しめる

場を創出するため、緑地や海浜の整備等を行う。

【内訳】

堺浜ふれあいビーチ養浜工事等

その他

事 業 名 負担基本額 負担率 負担金

大 和 川 左 岸 （ 三 宝 ）
土 地 区 画 整 理 事 業

大和川左岸（錦西・錦綾）
事 業 計 画 作 成 検 討 業 務

計

国 庫 負 担 金 の 算 出 基 礎
（単位　千円）
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 臨海部活性化推進事業（堺駅）

堺旧港エリアの活性化の核として、大浜北町市有地

活用事業を推進するため、公共施設の安全性を確保

し、快適性の向上を図る。

【内訳】

維持管理費

その他（委託料等）

公 園 管 理 費 ○ 公園施設管理事業

都市環境の良好な景観の形成に寄与し、既存の施設

や樹木等については適切かつ効率的な維持管理・保

全を行う。また、多様な主体との連携・協働により

パークマネジメントを推進する。

【内訳】

公園光熱水費

公園施設等修繕

公園維持管理等委託

施設運営等指定管理委託

公園事務所管内施設改修工事等

公園照明灯LEDリース等

不動産鑑定等

原池公園光熱水費負担金

大仙公園光熱水費負担金

原池公園圃場光熱水費負担金

占用物件移設に係る負担金

園内放送設備電波利用料負担金

その他（需用費等）

○ 公園施設長寿命化修繕事業

堺市公園施設長寿命化計画等に基づき、計画的・効

率的に公園施設を維持管理し、公園利用者の安全・

安心を確保する。

【内訳】

遊戯施設健全度調査業務等委託

長寿命化計画等に基づく設計等業務

長寿命化計画等に基づく改修工事等
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

※債務負担行為限度額

公園施設管理事業

公園施設改修事業

緑 化 推 進 費 ○ 都市緑化センター運営事業

大仙公園内にある都市緑化センターを維持管理・運

営し、市民の緑化意識の向上や緑に関する知識の普

及啓発を行い都市緑化の推進を図る。

【内訳】

都市緑化センター指定管理委託

都市緑化センター施設改修工事等

○ 緑の政策審議会

緑豊かで潤いのある良好な都市環境の形成を図るた

め、緑の基本計画その他緑の保全と創出に関する重

要事項について、市長の諮問を受けて調査及び審議

を行う。

【内訳】

委員報酬

その他

○ 里山みどりの保全事業

「堺市緑の保全と創出に関する条例」の基本理念に

基づき、将来の世代に貴重な緑が継承されるように

南部丘陵の緑地保全に取り組む。

【内訳】

緑地保全プロモーション等委託

特別緑地保全地区測量等委託

南部丘陵緑地保全啓発看板設置等

その他（役務費等）

事 業 名 補助基本額 補助率 補助金

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎

（単位　千円）

公 園 施 設 長 寿 命 化
対 策 支 援 事 業
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 花と緑の育成事業

緑の基本計画に基づき、緑の普及啓発、緑化推進を

行うため、市民とのパートナーシップを醸成し、花

と緑あふれる快適な環境を市民と連携しながら創出

する。

【内訳】

市民協働事業等委託

その他（需用費等）

○ 2027年国際園芸博覧会花・緑出展事業

（新規）

令和9年に横浜市で開催される2027年国際園芸博覧

会に、国・他自治体との交流や「堺」の魅力を発信

し本市への来訪を促すことなどを目的に、庭園作品

を出展する。

【内訳】

国際園芸博覧会花壇デザイン作成業

務

※債務負担行為限度額

2027年国際園芸博覧会における負

担金

南部丘陵における緑地保全事業

公 園 整 備 費 ○ 都市公園整備事業

公園の整備により、潤いと安らぎのある安全・安心

な生活環境を創出する。

【内訳】

浅香山緑道整備工事（第4期）

向ヶ丘公園用地再取得

鳳公園公共施設管理者負担金

用地測量

登美丘南公園周遊路実施設計業務

その他（委託料等）

（単位　千円）

事 業 名 補助基本額 補助率 補助金

浅香山緑道整備工事（第 期）

向ヶ丘公園用地購入費（再取得）

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎

計
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 大仙公園整備事業

堺市のシンボルパークである大仙公園内の古墳を保

全・活用した公園整備を推進する。

（都市計画決定：81.1ha 事業認可：51.9ha）

【内訳】

支障物件調査委託等

フェンス設置等工事

用地測量委託等

不動産鑑定手数料

その他

○ 天神公園事業

東区の地域コミュニティの拠点となる公園として、

また、災害時の広域避難地の機能を有する公園とし

て整備を推進し、潤いと安らぎのある良好な生活環

境を創出する。

【内訳】

工事設計、測量等委託

不動産鑑定手数料

その他

○ 深井駅周辺地域活性化事業

深井駅周辺地域活性化の第一歩となる多様な世代が

集い交流する中区のシンボルとなる水賀池公園整備

を推進する。

【内訳】

国費対応等資料作成業務

水賀池公園整備事業に係る負担金

その他

※債務負担行為限度額

用地取得事業

事　業　名 補助基本額 補助率 補助金

深 井 駅 周 辺 地 域
活 性 化 事 業

国 庫 補 助 金 の 算 定 基 礎

（単位　千円）
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4項　都市計画費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

公園墓地事業費 ○ 霊園・霊堂維持管理事業

堺市霊園・堺市立霊堂の維持管理及び運営を行う。

【内訳】

指定管理料

霊園受電設備改修工事

霊園枯木外伐採業務

その他（委託料等）

※債務負担行為限度額

納付拡大事業

公園墓地整備事業

東 西 交 通 ○ 東西交通整備基金

整 備 基 金

− 255 −



5項　住宅費

金　額

千円

住 宅 総 務 費 ○ 建築都市局人件費

55人

【内訳】

会計年度任用職員報酬

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

住居手当

児童手当

通勤費（会計年度任用職員）

○ 住宅まちづくり審議会

住宅まちづくり審議会の運営を行う。

○ 住宅専門家相談事業

堺市内在住の方等を対象に住宅関係諸問題について

法律相談等の専門家相談を実施する。

○ 分譲マンション管理・再生促進事業

市内分譲マンションの管理状況を把握し、管理計画

認定制度の取得や適正管理について啓発する。

建替えを行おうとする管理組合に対して合意形成に

係る費用の一部を補助する。

管理組合の自律的な運営による適正管理を促進する

ための支援を行う。

【内訳】

分譲マンション建替え支援制度補助

分譲マンション専門家派遣等

○ 空き家対策推進事業

空き家実態の把握、空き家化の予防、空き家の利活

用と定住促進を目的とした補助事業等による活用・

流通促進、管理不全空家等への対策等を行う。

目 主　　な　　説　　明
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5項　住宅費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

子育て世帯等空き家活用定住支援事

業

○ 泉北ニュータウン子育て世帯住まいアシス

ト補助事業

泉北ニュータウン外への若年層の転出を抑制するた

め、若年層や子育て世帯を対象に賃貸住宅の家賃の

一部を補助する。

市営住宅管理費 ○ 転用敷地処分事業

市営住宅用地のうち、用途廃止が見込まれる土地に

ついて、公共再利用、処分等の利活用のため、敷地

面積の確定と測量及び保全を行う。

【内訳】

管理地除草等委託等

不動産鑑定料

○ 市営住宅維持管理

市営住宅3,854戸の維持管理を行う。

【内訳】

市営住宅施設管理等委託等

光熱水費

その他（役務費等）

○ 改良住宅維持管理

協和町・大仙西町地区内の改良住宅等2,112戸の維

持管理を行う。

【内訳】

改良住宅施設等維持管理委託

改良住宅改修工事等

光熱水費

その他（役務費等）

○ 既設改善事業

一定年数を経過した改良住宅等について、年次的、

計画的に改修修繕を行う。

【内訳】

設計監理等委託

既設改良住宅改善等工事
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5項　住宅費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

その他

○ 市営住宅既設改善

一定年数を経過した公営住宅等について、年次的、

計画的に改修修繕を行う。

【内訳】

市営住宅改修工事設計監理委託等

市営住宅改修等工事

その他（役務費）

※債務負担行為限度額

市営住宅管理システム再構築業務

市 営 住 宅 ○ 市営住宅建替事業人件費

建 替 事 業 費 時間外休日及び夜間勤務手当

○ 小阪住宅建替事業

老朽化した住宅を建て替えることにより、良好な居

住環境の形成を図る。令和7年度は、P棟解体工事を

行う。

【内訳】

解体工事

工事監理等委託

その他

○ 協和町・大仙西町住宅建替事業

老朽化した住宅を建て替えることにより、良好な居

住環境の形成を図る。令和7年度は第3-2期及び第4

期建設工事設計業務並びに第3-2期解体工事を行う。

（単位　千円）

補助基本額 補助率 補助金

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎

事  業  名

既 設 改 善 事 業

計

（単位　千円）

補助基本額 補助率 補助金

市営住宅既設改善

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎

事  業  名
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5項　住宅費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

工事設計等委託

解体ほか工事

物件移転助成

その他（役務費等）

○ 万崎住宅建替事業

老朽化した住宅を建て替えることにより、良好な居

住環境の形成を図る。令和7年度は第2期建設工事設

計業務及び第2期解体工事を行う。

【内訳】

解体工事

設計業務等委託

下水道負担

仮住居借上げ・移転助成

その他

○ 大浜高層住宅建替事業

老朽化した住宅を建て替えることにより、良好な居

住環境の形成を図る。令和7年度は集会所の解体工事

を行う。

【内訳】

解体工事

家屋調査業務等委託

仮住居借上

その他

※債務負担行為限度額

市営住宅建替事業

（単位　千円）

補助基本額 補助率 補助金

小阪住宅建替事業

計

大 浜 高 層 住 宅
建 替 事 業

事  業  名

万崎住宅建替事業

協和町・大仙西町
住 宅 建 替 事 業

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎
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5項　住宅費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

住 環 境 整 備 ○ 住環境整備事業人件費

事 業 費 時間外休日及び夜間勤務手当

○ 密集住宅市街地整備事業（新湊地区）

新湊地区における住環境の改善と防災性の向上を図

るため、主要生活道路等の整備の実施や老朽木造住

宅の除却に要する費用の補助を行う。

【内訳】

道路拡幅整備委託等

道路拡幅整備工事等

用地購入（2物件）

老朽木造住宅建替促進補助

物件移転補償（1物件）

その他（委託料等）

※債務負担行為限度額

密集住宅市街地整備事業

補助基本額 補助率

（単位　千円）

国 庫 補 助 金 の 算 出 基 礎

密 集 住 宅 市 街 地 整 備 事 業
（ 新 湊 地 区 ）

事　業　名 補助金
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6項　　公共用地先行取得事業特別会計繰出

金　額

千円

公 共 用 地 ○ 公共用地先行取得事業特別会計繰出

先 行 取 得 事 業 公共用地先行取得事業の公債費等に係る繰出しを行

特 別 会 計 繰 出 う。

目 主　　な　　説　　明

− 261 −



7項　　堺市下水道事業会計繰出

金　額

千円

堺 市 下 水 道 ○ 堺市下水道事業会計繰出

事 業 会 計 繰 出 下水道施設の維持管理、減価償却費等に係る繰出し

を行う。

目 主　　な　　説　　明
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8項　　堺市下水道事業会計貸付

金　額

千円

1 堺 市 下 水 道 1,662,500 ○ 堺市下水道事業会計貸付 1,662,500

事 業 会 計 貸 付 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第18条の2

の規定に基づく長期貸付けを行う。

目 主　　な　　説　　明
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消消 防防 費費 関関 係係
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1項　消防費

金　額

千円

1 消 防 総 務 費 8,710,538 ○ 消防局人件費 8,106,027

1,088人

【内訳】

給料 4,247,448

扶養手当 194,798

地域手当 496,290

通勤手当 110,637

特殊勤務手当 111,978

時間外休日及び夜間勤務手当 541,882

管理職手当 63,384

期末勤勉手当 1,971,344

住居手当 85,913

単身赴任手当 1,008

管理職員特別勤務手当 6,840

児童手当 168,633

会計年度任用職員報酬 75,089

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 22,974

通勤費（会計年度任用職員） 5,304

共済費 1,653

その他 852

○ 消防庁舎維持管理事業 460,179

庁舎・車両等の保守・整備を行い、消防力を維持管

理する。

【内訳】

消防車両等修繕 134,268

施設光熱水費 147,715

自動車損害等保険 5,537

自動車重量税 6,836

高圧ガス容器耐圧検査等手数料 8,053

消防庁舎保守点検等委託 117,521

消防庁舎用地等借上 37,200

電気使用料等負担金 631

その他（需用費等） 2,418

2 常 備 消 防 費 1,988,688 ○ 救急体制の拡充整備事業 70,275

救命率向上のため、救急救命士の養成を推進し、救

急体制を高度化する。

【内訳】

救急救命士養成経費等 24,088

目 主　　な　　説　　明
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1項　消防費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

救急安心センター運営費負担金 23,270

救急ワークステーション運営費負担金 9,400

救急ワークステーション借上 7,484

特定行為医師指示謝礼等 3,848

その他（委託料等） 2,185

○ 消防車両等整備事業 873,415

消防車両等を計画的に更新及び増強し、消防力を充

実強化する。

【内訳】

消防車両等購入 872,051

その他（公課費等） 1,364

○ 予防行政の充実事業 4,575

消防音楽隊の演奏活動を通じて、市民に対する火災

予防思想の普及啓発を行い、災害に強い安全・安心

な暮らしを実現する。

【内訳】

講師等謝礼 2,610

その他（備品購入費等） 1,965

○ 消防行政統合システム整備事業（拡充） 652,061

　消防行政統合システムの安定稼働を確保する。また、

消防行政統合システムの中間更新及び消防救急デジ

タル無線の全更新を実施する。

【内訳】

消防行政統合システム中間更新委託 370,993

消防行政統合システム改修等委託 27,974

消防救急デジタル無線更新等委託 8,800

保守点検等委託 157,269

情報システム機器等借上 76,712

役務費 8,809

その他（備品購入費等） 1,504

※債務負担行為限度額　

消防車両等整備事業 668,000

消防行政統合システム整備事業 3,629,000
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1項　消防費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

3 非 常 備 消 防 費 18,339 ○ 消防団一般管理事業 18,339

地域の防災を担う消防団の活動を推進し、地域防災

力を向上させる。

【内訳】

消防団員報酬等 12,462

消防車両修繕等 2,170

大阪府消防協会等負担金 799

その他（需用費等） 2,908

4 消 防 施 設 費 645,664 ○ 消防庁舎等改修事業 363,616

災害拠点である消防庁舎の機能維持を図るため、庁

舎、施設及び設備の改修等を実施する。

　【内訳】

消防庁舎等修繕 22,552

消防局仮眠室個室化改修工事監理等 28,540

委託

消防局仮眠室個室化改修等工事 312,374

その他 150

○ 消防水利整備事業 67,246

消防水利整備のため、公設防火水槽の耐震化等を推

進する。

【内訳】

防火水槽耐震補強設計等委託 13,150

防火水槽耐震補強等工事 45,896

備品購入費 7,500

その他 700

○ 消火栓維持管理事業 109,000

水道事業管理者と公設消火栓の設置・修理等に関す

る協議を行い、適切に維持管理する。

【内訳】

消火栓維持負担金 109,000

○ 消防署所等施設整備事業 21,000

防災拠点となる消防施設等を移転整備する。

【内訳】

基本計画策定等業務委託 21,000
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1項　消防費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ （仮称）新金岡複合公共施設整備事業 84,802

有事の際に関係機関との迅速な連携が図れ、地域の

安全・安心に資する施設として、北消防署・北部地

域整備事務所・衛生研究所を移転・集約する。

【内訳】

建設工事基本実施設計等委託 63,752

庁舎解体工事 20,260

その他 790

※債務負担行為限度額　

消防庁舎等改修事業 82,000

− 270 −



 
 
 
 
 
 
 
 

教教 育育 費費 関関 係係
 
 
 
 
 
 
 
 
 

− 271 −



 



1項　教育総務費

金　額

千円

1 教 育 委 員 会 費 5,446 ○ 教育委員会管理・教育政策課 5,446

教育委員会の運営に関する事務を行う。

【内訳】

教育委員報酬 5,400

旅費 46

2 事 務 局 費 10,426,394 ○ 特別職人件費 13,921

1人

【内訳】

給料 8,850

地域手当 885

期末手当 4,186

○ 教育委員会事務局人件費 2,351,163

314人

【内訳】

給料 1,303,453

扶養手当 44,191

地域手当 153,109

通勤手当 48,792

時間外休日及び夜間勤務手当 119,689

管理職手当 35,400

期末勤勉手当 594,640

住居手当 18,156

児童手当 33,085

単身赴任手当 648

○ 労働安全衛生委員会運営事業 66,564

学校園に勤務する教職員の心身の健康保持増進を図

るため、管理運営の体制維持や健康診断等を実施す

る。

【内訳】

学校担当産業医等報酬 23,828

教職員健康診断等手数料 35,921

出退勤管理に係る機器等賃借 4,473

職員研修等委託 1,805

その他 537

目 主　　な　　説　　明
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 閉校園管理事業 13,294

閉校及び閉園となった公有財産の維持管理を行う。

（元原山ひかり小学校、元英彰幼稚園、元金岡幼稚

園、元第一幼稚園、元南八下幼稚園、元八田荘幼稚

園、元登美丘東幼稚園、元北八下幼稚園）

【内訳】

法定点検等委託 8,659

その他（需用費等） 4,635

○ 学校規模の適正化事業 916

学校規模の適正化を図るため、再編整備懇談会の運

営等を行う。

【内訳】

再編整備懇談会運営等経費 916

○ 食育推進事業 347

学校における食育の充実を図る。また、食通信の配

付や食育フェアを開催し、保護者や市民に食育及び

学校給食についての情報を発信する。

【内訳】

食育フェア開催等経費 347

○ 教職員退職手当及び共済費 7,418,200

【内訳】

退職手当 530,480

共済費 6,633,498

退職手当基金積立金 247,228

その他（負担金、補助金及び交付金） 6,994

※債務負担行為限度額

学校園検（健）診事業 152,000

3 学 校 指 導 費 4,820,541 ○ 学校管理職支援事業 12,776

市立学校において、学校運営上での諸課題に取り組

む管理職を支援するため、必要に応じて職員を派遣

し、学校運営体制の充実を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 9,927

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,085

旅費 764
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 教職員採用事業 15,524

本市の教員を志望する優秀な人材を確保するため、

教員採用試験と説明会等のPR活動を行う。

令和6年度実施状況

応募者775人　受験者653人　合格者214人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 6,490

教員採用選考事業等委託 2,465

採用試験会場等借上 810

その他（需用費等） 5,759

○ 学校教育活動支援事業（教職員企画課） 436,636

（新規）

学校園において発生する様々な諸課題・諸問題に対

応し、円滑な学校園運営を側面的に支援するため、

教職員への旅費の支給、非常勤講師の配置を行う。

【内訳】

非常勤講師等報酬 276,305

非常勤講師期末勤勉手当 11,382

雇用保険負担金等 14,127

教職員旅費等 134,247

その他 575

○ 学校教育活動支援事業（教職員人事課） 6,775

欠員等が発生した場合、学校園運営に支障がでない

ように、臨時的任用教職員等の配置をスムーズに行

うことで、学校園との連携及び事務の迅速化・効率

化を促進し、学校園における教育活動の支援の充実

を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 4,486

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,290

通勤費（会計年度任用職員） 312

その他 687

○ 堺市教育コミュニティづくり推進事業 400

中学校区が一体となって、保護者・地域の教育力の

向上を図り、文化的交流や啓発活動、研修を通じて

人権の尊重されるコミュニティを構築する。

【内訳】

堺市教育コミュニティ構築推進委託 400
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 生徒指導支援事業 215,111

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカ

ー等の専門家と連携し、いじめ、不登校、問題行動

等の未然防止、早期発見、早期解決に向け適切に対

応する。

【内訳】

いじめ重大事態調査委員会委員報酬 4,029

いじめ防止等推進委員会委員報酬 286

性暴力防止対策等推進委員会委員報 286

酬

会計年度任用職員報酬 147,357

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 19,787

通勤費（会計年度任用職員） 6,746

スクールソーシャルワーカー等旅費 1,102

スクールカウンセラー研修等経費 334

スクールソーシャルワーカースーパ 6,400

ーバイザー謝礼金

スクールサポート事業経費 5,010

いじめ・暴力防止（CAP）プログラ 9,922

ム実施業務

SNS等を活用した相談窓口の実施業 4,853

務等委託

みんいくの推進業務 664

その他（報償費等） 8,335

○ 教育活動支援事業（新規） 101,621

こどもたちの豊かな個性や創造力を伸ばすため、学

校園におけるこどもたちへの教育活動を支援し、そ

の成果を発表するための事業を実施する。

【内訳】

小学校連合音楽会開催経費 3,070

中学校連合音楽会開催経費等 1,438

出張に伴う使用料等 5,030

行事関係使用料 1,642

校外学習におけるバス借上料支援 89,406

総合評価一般競争入札専門家謝礼金 21

その他（需用費等） 1,014
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 体力向上・部活動推進事業 122,639

こどもたちの能力を伸ばし、健全育成を推進するた

め、運動意欲の向上、運動習慣の確立、部活動の指

導・運営に必要な支援を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 19,792

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 539

通勤費（会計年度任用職員） 2,973

部活動外部指導者等謝礼金 48,170

旅費 1,990

部活動用等消耗品 12,165

使用料及び賃借料 912

備品購入費 10,000

全国大会近畿大会参加補助金等 5,363

各種団体負担金等 5,501

学校外プール借上経費 1,105

小学校連合運動会 6,629

地域クラブ活動体制整備等事業 7,500

○ 幼児教育充実事業 9,647

市立幼稚園の保育補助員の配置、園の環境整備等を

行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 6,087

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,292

通勤費（会計年度任用職員） 448

その他 820

○ 子どもの安全安心対策事業 13,203

学校と地域が協働してこどもたちの安全確保に取り

組み、地域コミュニティの活性化を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 4,346

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 899

通勤費（会計年度任用職員） 312

こどもの安全見まもり隊活動経費 5,798

その他（需用費等） 1,848
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 多文化共生推進事業（拡充） 52,317

豊かな国際性を備えた自由都市・堺のこどもたちを

育成する。また、外国人等のこどもが義務教育終了

までに高等学校等で学習参加が可能となる日本語能

力を確保できるよう、自立支援日本語指導員の派遣

を充実する。

【内訳】

日本語指導員等謝礼 49,982

日本語指導指導者養成講座参加等経 400

費

在日外国人教育研究会経費 1,059

その他 876

○ 教育研究推進事業 15,781

教職員の資質向上と本市の教育水準の向上を図るた

め、校内での研修会の開催や学校外での研修会への

参加等、教職員の組織的な研究を推進する。

【内訳】

教育活動研究推進事業経費 4,865

教育課程研究指定校事業経費 636

中学校夜間学級調査研究委嘱事業経 400

費

人権教育研究指定校事業経費 245

各種団体負担金等 8,483

その他（需用費等） 1,152

○ 英語教育推進事業 207,702

全小中高等学校にネイティブ・スピーカーを配置し、

体系的・継続的に外国語に触れる機会を提供し、児

童生徒の英語によるコミュニケーション能力を育成

する。また、海外の講師とインターネットを接続し

て行うオンライン英会話を全中学校にて実施する。

さらに、小学校教員の外国語活動・外国語科指導力

及び中・高等学校英語科教員の指導力向上のため、

教育委員会が実施する研修や、研究校における研究

発表を充実させる。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 16,626

通勤費（会計年度任用職員） 816

総合評価一般競争入札専門家謝礼金 82

ネイティブ・スピーカー派遣委託等 155,762
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

オンライン英会話委託等 33,783

その他 633

○ 学校図書館教育推進事業 114,610

こどもたちの読書活動を推進し豊かな心を育成する

ための読書センター機能と、自発的・主体的な学習

活動を支援する学習センター機能、情報の集約、選

択・活用能力を育成する情報センター機能を構築す

るため、学校司書等及び学校図書館サポーターを配

置する。なお、小中学校に配置している学校司書を

特別支援学校にも配置する。

【内訳】

会計年度非常勤職員報酬 72,202

期末勤勉手当（会計年度非常勤職員） 522

通勤費（会計年度非常勤職員） 8,196

学校図書館サポーター等謝礼 33,368

その他 322

○ 小中一貫教育充実事業 3,062

各学校群において学習指導や生徒指導の課題をもと

に共通した教育目標を設定し、静謐な教育環境の実

現と、総合的な学力の向上に向け義務教育9年間の

一貫したカリキュラムに基づく教育活動を実施する。

学習指導要領で示される3つの資質・能力を関連付

けながら、めざすこども像の実現に向けた取組を実

施し、小中一貫した教育の充実に努める。

【内訳】

小中一貫研修講師等謝礼 1,081

小中一貫教育全国連絡協議会正会員 30

会費

その他（需用費等） 1,951

○ 堺版コミュニティ・スクール推進事業 1,341

保護者や地域住民による学校運営への参画・評価、

学校力を生かした地域貢献を目的とした「堺版コミ

ュニティ・スクール」を全小中学校に展開する。

【内訳】

堺版コミュニティ・スクール運営経 1,277

費

堺版コミュニティ・スクール研修開 64

催等経費
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 科学教育推進事業 8,738

小学校教員及び中学校理科教員の指導力の向上を図

るために、理科に関する教員研修を実施する。また、

学校理科展覧会や科学催事等の実施により、科学振

興を図り、科学に対する関心・意欲をもったこども

を継続的、体系的に育成する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 4,109

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 863

通勤費（会計年度任用職員） 416

堺市学校理科展覧会、科学催事 2,224

堺サイエンスクラブ 356

その他 770

○ 教職員研修 79,145

「情熱・指導力・人間力」を備えた「学び続ける教

職員、ともに高めあう教職員」の育成のために、効

果的かつ計画的に研修・研究を推進し、各学校園の

授業改善、教育力向上を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 51,310

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 11,123

通勤費（会計年度任用職員） 3,900

講師等謝礼 2,940

講師等費用弁償 1,509

先進事例視察等 1,531

使用料及び賃借料 3,424

その他（需用費等） 3,408

○ 教育相談 21,775

こども・保護者・教職員を対象に、学校生活や家庭

でのこどもへの対応など教育に関する悩みについて

面接相談や24時間電話相談を実施し、こどもの健や

かな成長発達、自立を支援する。また、ケース会議

の実施による相談員の専門性の向上と、教育相談に

関する教員研修の実施による学校園の教育力向上を

図る。

【内訳】

非常勤嘱託医師報酬等 560

会計年度任用職員報酬 6,132

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,995
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

通勤費（会計年度任用職員） 312

電話教育相談委託等 10,914

研修講師謝礼等 241

その他（需用費等） 1,621

○ 教育支援教室 66,587

不登校の児童生徒（小学4年生～中学3年生）が、個

別の自習学習、グループ活動等をとおして主体的に

社会的自立や学校復帰に向かうよう、支援・指導を

行う教育支援教室を運営する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 41,806

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 13,088

通勤費（会計年度任用職員） 2,808

サポーター謝礼 4,800

教育支援教室施設管理経費 1,325

その他（需用費等） 2,760

○ 学校教育ICT化推進事業 2,397,543

児童生徒の「個別最適な学び」「協働的な学び」の

充実に向け、児童生徒用パソコンの更新、学校園の

ICT機器の整備、教育情報ネットワークの管理及び

運営、ICT活用に関する教職員研修等を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 6,063

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,968

通勤費（会計年度任用職員） 468

ICT機器修繕 8,000

保守管理業務・研修業務等委託 68,943

コンピュータシステム等借上 2,186,643

ダークファイバ等使用 118,790

その他（役務費等） 6,668

○ 豊かな心の育成事業 1,297

こどもの豊かな心の育成をめざして、小中学校にお

ける道徳科の指導の充実を図り、家庭・地域との連

携による豊かな体験と関連付けた道徳教育の推進を

図る。

【内訳】

道徳教育推進モデル指定校運営経費 678

道徳教育教員研修開催経費 316
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

堺市道徳教育研究大会開催経費 181

その他 122

○ 特別支援教育環境整備事業 720,984

第5次堺市障害者計画、障害者差別解消法を踏まえ、

学校園における特別支援教育の体制の確立及び合理

的配慮の充実をめざす。

【内訳】

会計年度非常勤職員報酬 491,885

期末勤勉手当（会計年度非常勤職員） 170,824

通勤費（会計年度非常勤職員） 41,520

就学支援委員会委員等報酬 260

発達障害児等専門家等謝礼 7,685

免許法認定講習謝礼等 164

医療的ケア関連費 487

小中支援学校宿泊学習支援等委託 3,331

行事参加用自動車借上 2,072

研究協議会行事使用料等 132

大阪府支援教育研究会等負担金 227

その他（需用費等） 2,397

○ 社会的実践力向上推進事業 79,435

堺の教育資源（歴史・文化・芸術等）の学習や堺ゆ

かりの著名人の体験談を聞く等の活動によって堺へ

の愛着を醸成し、こどもたちが夢や目標の実現に向

かって行動する能力を育成する。また、持続可能な

社会の構築に向けて、家庭や地域と協働し、実践的

な環境教育及び防災教育を推進する。

地域協働型教育の一環として、地域人材等を積極的

に活用することで、学校園の教育活動を支援し、学

校教育の活性化を図る。

【内訳】

堺・スクールサポーター等謝礼 51,672

交響楽団芸術鑑賞業務等委託 17,800

小・中学校社会科副読本作成経費 5,475

会計年度非常勤職員報酬 2,363

通勤費（会計年度非常勤職員） 315

大和川水辺の楽校テント等負担金 74

世界遺産学習連絡協議会会費 30

その他（報酬等） 1,706
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 人権教育推進事業 4,449

市立学校園における人権教育の推進及び教職員の人

権意識の向上を図るため、研修会の開催や人権教育

に関する実践の交流を行う。

【内訳】

人権教育学習会支援講師謝礼 307

人権教育推進啓発図書等消耗品 420

人権教育研究会経費 3,688

その他 34

○ 人権学習推進事業 1,741

人権教育について保護者等への啓発を進めるため、

PTAを対象とした講座及び研修会の開催や人権ナビ

の作成を行う。

【内訳】

人権ナビ作成業務委託等 1,683

その他 58

○ 地域人材活用事業（総務課） 59,502

地域人材等を積極的に活用することで、教育活動全

般に関して教職員を支援し、学校教育の活性化を図

る。

【内訳】

校務・教務サポーター謝礼 59,502

○ 学力向上推進事業（教育センター） 25,646

こどもの総合的な学力の向上と学校園の研究力の向

上に向け、学力調査の実施分析等を基にした授業改

善の取組を進め、また、先進事例の視察等、各学校

園の教育課題に応じた研究を支援する。

小学校4年生から中学校2年生で学力の伸びがわかる

IRT調査を実施し、個に応じた効果的な取組を行う。

【内訳】

講師謝礼 1,142

先進事例視察等 1,433

会場等借上 245

IRT調査の実施、総合学力プロフィ 22,525

ールの作成

その他 301
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 幼児教育充実事業（教育センター） 3,565

市全体の幼児教育の質の向上に向け、幼児教育セン

ター機能を充実し、体系的な研修や助言・相談業務

を行い、幼保小接続の推進等を図る。また、市立幼

稚園の研究実践の支援を行う。

【内訳】

専門家講師等謝礼 2,452

その他（需用費等） 1,113

※債務負担行為限度額

英語教育推進事業 200,000

学校教育ICT化推進事業 87,000

学校徴収金管理システム構築業務 34,000

4 教育文化センター 365,591 ○ 教育文化センター管理業務 365,591

管 理 費 文化の発展と教育の振興に資することを目的として

教育文化センターの管理運営を行い、教育関係職員

の研修の場や市民の生涯学習と文化活動の場を提供

し、市民が天文科学や文化芸術に親しめる事業を実

施する。

【内訳】

教育文化センター管理運営等委託 182,930

教育文化センター整備事業経費 138,000

直営施設等負担金 20,568

施設修繕経費等 15,680

備品購入費 5,573

その他（補償、補塡及び賠償金等） 2,840

※債務負担行為限度額

教育文化センター管理運営事業 8,000

教育文化センター整備事業 41,000
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

5 学校保健衛生費 448,647 ○ 学校保健衛生事業 389,972

学校保健研究

　学校保健講習会等の開催や研修会への参加により、

　情報交換及び課題解決に向けた取組事例を学ぶこと

　で、養護教諭、保健主事等の資質向上を図る。

幼児児童生徒健康管理

　学校園医等を配置し、各種健康診断及び健康管理

　相談を行う。

学校病罹患者医療扶助

　要保護及び準要保護児童生徒が法定疾病に罹患し

　たときの医療費を扶助する。

学校環境衛生検査

　幼児児童生徒の健康の保持増進に必要な健康的で

　快適な学習環境を整えるため環境衛生検査を実施

　する。

【内訳】

学校保健研究・研修に係る経費 2,616

幼児児童生徒の健康管理に係る経費 366,082

学校病罹患に対する医療費扶助 2,147

学校環境衛生検査料 2,697

その他（使用料及び賃借料等） 16,430

○ 日本スポーツ振興センター事業 56,829

学校園の管理下における幼児児童生徒の負傷・疾病

・障害又は死亡について、その保護者に対し必要な

給付を行い、学校教育の円滑な実施に資する。

【内訳】

日本スポーツ振興センター加入金 56,796

その他 33

○ 学童集団下痢症補償・フォローアップ事業 1,846

学童集団下痢症に係る補償を行う。また、平成8年

7月の学童集団下痢症に感染した児童等で、現在も

治療等が必要と認められる者に対し検診等を実施す

る。また、「Ｏ157堺市学童集団下痢症を忘れない

日」に、追悼と誓いのつどいを開催する。

【内訳】

補償金 658

心の健康相談出務医師報酬 84

医療費等負担金 181

会場設営等委託 900
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1項　教育総務費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

その他 23

※債務負担行為限度額

学校園検（健）診事業 174,000

6 諸 費 773,250 ○ 私立幼稚園幼児教育振興事業 2,099

私立幼稚園幼児健康管理事業補助

　在園児の健康診断の実施にかかる経費への補助を

　行う。

　対象園児数　3,000人

【内訳】

私立幼稚園事務協力謝礼 520

私立幼稚園幼児健康管理事業補助 1,254

その他 325

○ 教育振興 50,092

児童、生徒の適正な就学を支援する。また、経済的

に困窮している高校生及び大学生等の修学に係る経

済的負担を軽減する。

【内訳】

適正就学及び不就学児童生徒調査 761

遠距離児童生徒通学支援 3,127

奨学金交付 44,400

奨学金等制度説明会会場借上 70

堺市奨学等基金積立 1,734

○ 教育振興（総務課） 11,482

こどもが、安全で健やかに育ち、未来に夢と希望を

持つことができる教育及び子育ての環境整備を進め

るための事業並びに科学教育を振興するための事業

の推進に向けて基金への積立を行う。

【内訳】

堺市子ども教育ゆめ基金積立 11,482

○ 幼児教育・保育無償化事業 709,577

私学助成幼稚園（子ども・子育て支援新制度未移行

園）を利用するこどもの保育料（入園料含む）を無

償とする（上限あり）。

【内訳】

施設等利用給付費 709,577
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2項　小学校費

金　額

千円

1 小 学 校 管 理 費 22,349,845 ○ 教職員人件費 19,372,879

2,758人

【内訳】

給料

扶養手当 256,854

地域手当 1,336,367

通勤手当 192,634

特殊勤務手当 10,491

時間外休日及び夜間勤務手当 23,023

宿日直手当 1,220

管理職手当 148,133

期末勤勉手当 5,046,431

住居手当 231,875

義務教育等教員特別手当 167,518

児童手当 233,583

○ 小学校管理運営事業（学校管理課） 661,107

各小学校の教材教具等の整備を図る。

【内訳】

消耗品費 551,852

燃料費 62

印刷製本費 5,498

修繕料 22,241

役務費 13,130

使用料及び賃借料 3,712

原材料費 4,416

備品購入費 60,196

○ 小学校管理運営事業（学務課） 4,400

通学の安全・安心の確保に資するため、通学路の安

全管理支援を行う。

【内訳】

通学路管理補助業務委託 4,200

施設等修繕 200

○ 理科教育等設備整備事業 3,900

理科、算数教育に関する設備の整備、充実を図る。

【内訳】

備品購入費 3,900

11,724,750

目 主　　な　　説　　明
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2項　小学校費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 特別支援教育設備整備事業 1,170

各小学校の支援学級において障害に適応した教育を

実施するうえで必要な設備を整備する。

【内訳】

備品購入費 1,170

○ 小学校管理運営事業（学校施設課） 1,519,492

各小学校の施設及び設備の保全を行う。

【内訳】

消耗品費 2,236

光熱水費 1,323,048

施設等修繕料 172,129

通信・運搬に係る費用 18,339

施設の維持・管理に係る委託 3,740

○ 学校園維持管理事業（小学校） 241,845

各小学校において、施設管理業務を委託する。

【内訳】

施設管理業務委託 241,845

○ 学校園施設保全事業（小学校） 545,052

各小学校の施設及び設備の保全を行う。

【内訳】

運搬に係る費用 176

各種検査・ごみ回収に係る手数料 48,752

施設の維持・管理に係る委託 491,128

土地借上 4,996

※債務負担行為限度額

小学校管理運営事業 323,000

2 小 学 校 給 食 費 4,839,761 ○ 小学校給食事業（新規） 4,839,761

小学校1年生及び2年生の学校給食費無償化を実施。

また、学校給食費の食材費高騰分を市が支援するこ

とによって、栄養バランスと量を保った安全・安心

な学校給食を実施する。

【内訳】

学校給食調理委託 2,006,625

学校給食運営委託 1,592,510

学校給食費無償化及び高騰支援費 1,017,098
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2項　小学校費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

給食調理場等維持管理等委託 36,808

給食調理用備品購入費 37,100

各種検査等手数料 25,541

給食用食器等消耗品 20,734

学校給食費徴収・管理経費 45,943

巡回栄養士報酬 35,548

巡回栄養士期末勤勉手当 12,813

巡回栄養士通勤費 3,276

その他（需用費等） 5,765

※債務負担行為限度額

納付拡大事業 7,000

3 小学校教育振興費 374,335 ○ 小学校教育振興事業 374,335

経済的に困窮している児童の保護者の就学に係る経

済的負担を軽減する。

【内訳】

就学援助費 324,747

支援学級等就学奨励費 49,588

4 小 学 校 建 設 費 6,308,047 ○ 小学校建設事業人件費 8,427

【内訳】

時間外休日及び夜間勤務手当 8,427

○ 放課後児童対策事業用施設整備事業 211,849

放課後等に児童が安全に過ごすことができる環境を

整える。また、待機児童が生じないようにすること

を目的に、のびのびルームの改修や新築等を行う。

【内訳】

工事請負費 201,705

工事施工監理等委託 9,483

その他（役務費等） 661

区分 事業名 補助基本額 補助率 補助金額

子ども・子育て支援施設整備交付金 60,930 1/3 20,310

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 1,809 2/3 1,206

府 補 助 金 子ども・子育て支援施設整備交付金 60,930 1/3 20,310

41,826計

国庫・府支出金の算出基礎

（単位：千円）

国庫補助金
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2項　小学校費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 小学校教育環境整備事業 57,691

障害のあるこどもが安全に、安心して学校生活を過

ごすことができるよう、障害に応じた施設改修・設

備整備を行う。

【内訳】

工事請負費 57,691

○ 小学校給食施設等整備事業 1,102,319

施設の維持・保全を目的に老朽化した給食調理場等

の改修を行う。

【内訳】

工事設計等委託 21,637

工事請負費 920,873

備品購入費 158,371

その他（需用費等） 1,438

○ 小学校施設等整備事業 4,922,761

施設の維持・保全等を目的に校舎等の整備改修を行

う。

【内訳】

校舎改築等 2,194,533

長寿命化改修 270,000

トイレの環境改善 1,424,959

整備改修工事等 1,033,269

○ 小学校施設等整備事業（学校教育部） 5,000

日本語指導による特別の教育課程が安全に実施でき

るよう、施設改修・設備整備を行う。

【内訳】

工事請負費 5,000

※債務負担行為限度額

小学校施設整備事業 1,371,000

区分 事業名 補助基本額 補助率 補助金額

1,907,142 1/3 635,714

101,446 1/2 50,723

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 54,378 2/3 36,252

722,689

国庫支出金の算出基礎

学 校 施 設 環 境 改 善 事 業

（単位：千円）

国庫補助金

計
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3項　中学校費

金　額

千円

1 中 学 校 管 理 費 12,322,582 ○ 教育委員会事務局人件費 78,279

16人

【内訳】

給料 52,750

扶養手当 471

地域手当 5,855

通勤手当 1,683

児童手当 364

時間外休日及び夜間勤務手当 306

期末勤勉手当 16,277

住居手当 573

○ 教職員人件費 10,849,699

1,566人

【内訳】

給料 6,513,416

扶養手当 132,565

地域手当 742,214

通勤手当 127,250

特殊勤務手当 138,787

時間外休日及び夜間勤務手当 12,745

宿日直手当 563

管理職手当 70,555

期末勤勉手当 2,764,736

住居手当 149,293

義務教育等教員特別手当 93,016

児童手当 104,559

○ 中学校管理運営事業（学校管理課） 497,396

各中学校の教材教具等の整備を図る。

【内訳】

消耗品費 437,737

燃料費 608

印刷製本費 3,081

修繕料 8,218

役務費 9,215

使用料及び賃借料 1,714

原材料費 3,608

備品購入費 33,215

目 主　　な　　説　　明
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3項　中学校費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 学校園維持管理事業（中学校） 162,109

一部の中学校において、施設管理業務を委託する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 23,102

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 4,852

通勤費（会計年度任用職員） 1,404

人材派遣等委託 120,131

施設管理業務委託 510

自動車借上 12,075

旅費 35

○ 理科教育等設備整備事業 1,850

理科、数学教育に関する設備の整備、充実を図る。

【内訳】

備品購入費 1,850

○ 特別支援教育設備整備事業 260

各中学校の支援学級において障害に適応した教育を

実施するうえで必要な設備を整備する。

【内訳】

備品購入費 260

○ 中学校管理運営事業（学校施設課） 545,705

各中学校の施設及び設備の保全を行う。

【内訳】

光熱水費 444,398

施設等修繕 89,360

通信・運搬に係る費用 8,210

自動車借上に係る手数料 25

施設の維持・管理に係る委託 2,200

自動車借上 1,512

○ 学校園施設保全事業（中学校） 187,284

各中学校の施設及び設備の保全を行う。

【内訳】

運搬に係る費用 176

各種検査・ごみ回収に係る手数料 24,212

施設の維持・管理に係る委託 162,896

※債務負担行為限度額

中学校管理運営事業 149,000

− 292 −



3項　中学校費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

2 中 学 校 給 食 費 2,843,185 ○ 中学校夜間学級給食事業 1,147

夜間中学で学ぶ生徒の健康保持と修学支援を図るた

め、夜食として補食給食（パン・牛乳）を提供する。

【内訳】

給食提供委託 1,147

○ 中学校給食事業（新規） 2,842,038

令和7年6月から全員喫食制中学校給食を開始する。

また、米価等の食材費高騰分を市が支援することに

よって、栄養バランスと量を保った安全・安心な学

校給食を実施する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 11,754

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,089

通勤費（会計年度任用職員） 1,222

給食運営委託 1,287,068

学校給食食材費高騰分支援費 81,745

給食調理等委託 71,244

給食センター開業準備業務委託 211,129

給食センター維持管理運営業務委託 1,018,375

給食センター土地借上 97,960

給食予約システム関係経費 15,116

学校給食費徴収・管理経費 25,679

その他（委託料等） 18,657

※債務負担行為限度額

中学校給食改革事業 178,000

ただし、物価変動、金利変動、法令改正その他

の契約に基づき、増減すべき事由が生じたとき

は、当該増減すべき額を加算した額

納付拡大事業 3,000

3 中学校教育振興費 439,392 ○ 中学校教育振興事業 439,392

経済的に困窮している生徒の保護者の就学に係る経

済的負担を軽減する。

【内訳】

就学援助費 399,922

支援学級等就学奨励費 38,416

中学校夜間学級就学援助費 1,054
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3項　中学校費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

4 中 学 校 建 設 費 4,788,029 ○ 中学校建設事業人件費 4,046

【内訳】

時間外休日及び夜間勤務手当 4,046

○ 中学校教育環境整備事業 28,903

障害のあるこどもが安全に、安心して学校生活を過

ごすことができるよう、障害に応じた施設改修・設

備整備を行う。

【内訳】

工事請負費 28,903

○ 中学校施設等整備事業 4,727,280

施設の維持・保全等を目的に校舎等の整備改修を行

う。

【内訳】

校舎改築等 2,130,414

長寿命化改修 369,515

トイレの環境改善 729,838

体育館空調整備 885,886

整備改修工事等 611,627

○ 中学校給食施設等整備事業 27,800

安全・安心な全員喫食制中学校給食を実施するため、

必要な整備等を行う。

【内訳】

中学校の配膳室等整備 2,000

中学校教室の生徒用ロッカー購入 25,800

※債務負担行為限度額

中学校施設整備事業 2,756,000

区分 事業名 補助基本額 補助率 補助金額
国庫負担金 校 舎 改 築 等 143,312 1/2 71,656

1,681,659 1/3 560,553
91,052 1/2 45,526

地域脱炭素移行・再エ
ネ 推 進 交 付 金

62,715 2/3 41,810

719,545

国庫支出金の算出基礎
（単位：千円）

学校施設環境改善事業
国庫補助金

計
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4項　高等学校費

金　額

千円

1 高等学校管理費 945,265 ○ 教職員人件費 834,304

117人

【内訳】

給料 499,036

扶養手当 11,568

地域手当 56,500

通勤手当 14,667

特殊勤務手当 3,177

時間外休日及び夜間勤務手当 1,314

宿日直手当 7

管理職手当 3,890

期末勤勉手当 204,968

住居手当 8,169

定時制通信教育手当 10,834

産業教育手当 8,245

義務教育等教員特別手当 6,731

児童手当 5,198

○ 高等学校管理運営事業（学校教育部） 1,055

堺高等学校における入学者選抜学力検査を大阪府の

選抜方針に基づき実施し、公平性の確保を図る。

【内訳】

大阪府公立高等学校入学者選抜経費 1,031

負担金

その他 24

○ 夢をはぐくむ高校教育推進事業 35,330

堺高等学校の生徒それぞれの個性・能力を引き出し、

それぞれの希望する分野で活躍できる人材を育成す

る教育及び市民に信頼される学校の発展を推進する。

【内訳】

会計年度非常勤職員報酬 2,055

期末勤勉手当（会計年度非常勤職員） 432

通勤費（会計年度度非常勤職員） 156

大学・産業界との連携事業等講師謝 614

礼

人材派遣委託 1,950

高大連携委託 360

海外研修支援補助 700

産業教育フェア開催分担金 120

進学フェア開催分担金 163

目 主　　な　　説　　明
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4項　高等学校費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

高等学校等デジタル人材育成支援経 7,500

費

実験機器等備品購入費 18,945

その他（需用費等） 2,335

○ 高等学校管理運営事業（学校管理課） 19,069

堺高等学校の教材教具等の整備を図る。

【内訳】

消耗品費 14,688

燃料費 21

印刷製本費 692

修繕料 1,213

役務費 399

備品購入費 1,899

その他 157

○ 高等学校管理運営事業（学校施設課） 41,085

堺高等学校の施設及び設備の保全を行う。

【内訳】

光熱水費 36,325

施設等修繕 4,071

通信・運搬に係る費用 447

施設の維持・管理に係る委託 242

○ 学校園維持管理事業（高等学校） 5,272

堺高等学校において、施設管理業務を委託する。

【内訳】

施設管理業務委託 5,272

○ 学校園施設保全事業（高等学校） 9,150

堺高等学校の施設及び設備の保全を行う。

【内訳】

運搬に係る費用 49

各種検査・ごみ回収に係る手数料 1,436

施設の維持・管理に係る委託 7,665

※債務負担行為限度額

高等学校管理運営事業 7,000
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4項　高等学校費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

2 高等学校給食費 774 ○ 高等学校定時制課程給食事業 774

高等学校定時制課程で学ぶ生徒の健康保持と修学支

支援を図るため、夜食として補食給食（パン・牛乳）

を提供する。

【内訳】

給食提供委託 774

3 高 等 学 校 626 ○ 高等学校教育振興事業 626

教 育 振 興 費 市立高等学校定時制課程に在籍している有職生徒の

修学に係る経済的負担を軽減する。

【内訳】

定時制高等学校教科書給与費 626

4 高等学校建設費 106,100 ○ 高等学校施設等整備事業 106,100

施設の維持・保全等を目的に校舎等の整備改修を行

う。

【内訳】

体育館空調整備 95,800

整備改修工事等 10,300
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5項　幼稚園費

金　額

千円

1 幼 稚 園 管 理 費 348,938 ○ 教職員人件費 267,890

37人

【内訳】

給料 163,807

扶養手当 1,979

地域手当 18,642

通勤手当 2,403

宿日直手当 7

管理職手当 3,834

期末勤勉手当 70,488

住居手当 2,335

義務教育等教員特別手当 2,410

児童手当 1,985

○ 学校園維持管理事業（幼稚園） 11,723

各幼稚園の施設等の環境整備支援を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 8,016

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 3,073

通勤費（会計年度任用職員） 624

旅費 10

○ 幼稚園管理運営事業（学校管理課） 7,465

各幼稚園の教材教具等の整備を図る。

【内訳】

消耗品費 4,608

燃料費 78

印刷製本費 156

修繕料 1,112

役務費 664

備品購入費 687

その他 160

○ 幼稚園管理運営事業（学校施設課） 20,816

各幼稚園の施設及び設備の保全を行う。

【内訳】

光熱水費 14,204

施設等修繕 5,387

通信・運搬に係る費用 851

施設の維持・管理に係る委託 374

目 主　　な　　説　　明
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5項　幼稚園費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 幼稚園管理運営事業（学務課） 15,497

みはら大地幼稚園送迎バスの運行を行う。

【内訳】

通園バス運行管理等 15,492

その他 5

○ 13,108

市立幼稚園の預かり保育に係る管理運営等を行う。

会計年度任用職員報酬 11,811

通勤費（会計年度任用職員） 1,226

その他 71

○ 学校園施設保全事業（幼稚園） 12,439

各幼稚園の施設及び設備の保全を行う。

【内訳】

運搬に係る費用 49

各種検査・ごみ回収に係る手数料 1,044

施設の維持・管理に係る委託 10,266

土地借上 1,080

※債務負担行為限度額

幼稚園管理運営事業 3,000

2 幼 稚 園 建 設 費 26,250 ○ 幼稚園施設等整備事業 26,250

う。

【内訳】

整備改修工事等 26,250

【内訳】

施設の維持・保全等を目的に園舎等の整備改修を行

幼稚園管理運営事業（教育センター）
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6項　特別支援学校費

金　額

千円

1 特 別 支 援 学 校 2,151,232 ○ 教職員人件費 1,578,861

管 理 費 231人

【内訳】

給料 960,426

扶養手当 20,185

地域手当 109,059

通勤手当 24,533

特殊勤務手当 1,831

時間外休日及び夜間勤務手当 2,060

宿日直手当 7

管理職手当 5,849

期末勤勉手当 408,995

住居手当 18,665

義務教育等教員特別手当 13,853

児童手当 13,398

○ 特別支援学校管理運営事業（学務課） 464,509

各特別支援学校の送迎バス、タクシーの運行を行う。

【内訳】

通学バス借上等 464,509

○ 特別支援学校管理運営事業（学校管理課） 40,805

各支援学校の教材教具等の整備を図る。

【内訳】

消耗品費 30,700

燃料費 6

印刷製本費 432

修繕料 1,605

役務費 754

備品購入費 7,025

その他 283

○ 特別支援学校管理運営事業（学校施設課） 40,873

各特別支援学校の施設及び設備の保全を行う。

【内訳】

光熱水費 34,714

施設等修繕 5,059

通信・運搬に係る費用 660

施設の維持・管理に係る委託 440

目 主　　な　　説　　明
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6項　特別支援学校費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 学校園維持管理事業（特別支援学校） 8,787

各特別支援学校において、施設管理業務を委託する。

【内訳】

施設管理業務委託 8,787

○ 学校園施設保全事業（特別支援学校） 17,397

各特別支援学校の施設及び設備の保全を行う。

【内訳】

運搬に係る費用 49

各種検査・ごみ回収に係る手数料 1,175

施設の維持・管理に係る委託 16,173

※債務負担行為限度額

特別支援学校管理運営事業 227,000

2 特 別 支 援 学 校 109,961 ○ 特別支援学校給食事業（新規） 109,961

給 食 費 小学部1年生及び2年生の学校給食費無償化を実施。

また、学校給食費の食材費高騰分を市が支援するこ

とによって、栄養バランスと量を保った安全・安心

な学校給食を実施する。

【内訳】

学校給食運営委託 42,020

学校給食費無償化及び高騰支援費 10,682

学校給食調理委託 56,091

その他（学校給食費徴収・管理経費 1,168

等）

※債務負担行為限度額

納付拡大事業 1,000

3 特 別 支 援 学 校 681,964 ○ 特別支援学校給食施設等整備事業 13,319

建 設 費 施設の維持・保全を目的に老朽化した給食調理場等

の改修を行う。

【内訳】

備品購入費 11,880

その他（改修工事費等） 1,439
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6項　特別支援学校費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 特別支援学校施設等整備事業 668,645

施設の維持・保全等を目的に校舎等の整備改修を行

う。

【内訳】

体育館空調整備 132,700

整備改修工事等 535,945

（単位：千円）
区分 事業名 補助基本額 補助率 補助金額

国庫補助金 学校施設環境改善事業 353,997 1/3 117,999
計 117,999

国庫支出金の算出基礎
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7項　社会教育費

金　額

千円

1 社会教育総務費 1,009,964 ○ 教育委員会事務局人件費 715,571

110人

【内訳】

給料 426,501

扶養手当 4,944

地域手当 48,661

通勤手当 16,980

時間外休日及び夜間勤務手当 14,226

管理職手当 10,926

期末勤勉手当 182,342

住居手当 7,832

児童手当 3,159

○ 生涯学習推進 1,110

市民が生涯にわたって主体的に学ぶことができるよ

う、講座の実施や生涯学習情報の提供等を行う。

【内訳】

生涯学習サポーター養成講座 94

生涯学習まちづくり出前講座 558

生涯学習情報の提供等 380

その他 78

○ 社会教育調査研究活動 876

社会教育委員会議の開催及び各種社会教育研究大会

への参加等、社会教育委員の活動を通じて、社会教

育行政の活性化を進める。

【内訳】

社会教育委員会議委員報酬 398

全国社会教育委員連合会費 100

その他 378

○ 小学校施設開放事業 16,814

小学校児童を始めとするこどもの健全育成や地域住

民の自主的な学習の支援、地域コミュニティの活性

化等を目的として、小学校の施設（運動場、体育館

等）を開放する。

全92校で実施

【内訳】

管理指導員従事謝礼 13,248

その他（委託料等） 3,566

目 主　　な　　説　　明
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7項　社会教育費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 中学校施設開放事業 6,583

スポーツ活動を促進し、地域住民の健康維持と体力

増進を図ることを目的として、中学校の施設（運動

場、体育館）を開放する。

全43校で実施し、うち27校は夜間にも運動場を開放

【内訳】

夜間照明施設等修繕 2,066

学校施設開放事業委託 4,129

その他 388

○ 地域学校協働活動推進事業 310

幅広い地域住民や企業・団体等の参画により、こど

もたちの成長を支え、地域を創生する「地域学校協

働活動」を推進するため、地域人材の育成等を通じ

て、社会全体による教育力の向上及び地域の活性化

を図る。

【内訳】

講師謝礼 197

その他 113

○ 社会教育関係団体支援事業 5,908

社会教育関係団体における学習・交流の機会や情報

の提供など主体的な活動に対し補助等を行い、会員

の資質向上、家庭・地域の教育力の向上や女性の地

位向上を図ることで、青少年の健全育成や男女平等

社会の実現を推進する。

【内訳】

PTA教育振興事業補助 1,400

こども会育成協議会運営事業補助 2,891

女性活躍振興事業補助 1,600

その他 17

○ 男女共同参画センター女性教育振興事業 72

女性の地位向上と社会参画を図るための講座を実施

する。

【内訳】

リカレント教育経費 72
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7項　社会教育費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

2 公 民 館 費 88,764 ○ 公民館管理 84,372

市民の自主的な学習活動や地域コミュニティ活動の

支援を目的として市立公民館の管理運営を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 28,694

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,431

通勤費（会計年度任用職員） 802

光熱水費 6,438

施設等修繕 2,052

施設維持管理等委託 8,172

公民館施設整備工事費 32,600

青少年センター光熱水費等負担金 650

その他（役務費等） 2,533

○ 舳松社会教育会館管理運営 4,392

同和問題を始めとするすべての人権問題の速やかな

解決をめざし、文化活動を通して市民の教養と文化

の向上に資することを目的として、舳松社会教育会

館の管理運営を行う。

【内訳】

施設運営経費等 4,392

3 青 少 年 教 育 費 3,217,635 ○ 美原こども館健全育成 1,700

児童の健全育成のため、児童文化教室、世代間交流

事業等を開催する。

【内訳】

講師謝礼 1,560

その他 140

○ 美原こども館管理 50,700

地域のこども達が安心して安全に遊べる場とするた

め、適切な管理運営を行う。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 21,453

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 7,775

通勤費（会計年度任用職員） 1,716

工事請負費 10,500

その他（需用費等） 9,256
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7項　社会教育費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 放課後児童対策等事業 3,145,004

保護者が仕事で昼間家庭にいない児童等を対象に、

保護者への子育てと仕事の両立支援や、遊び等をと

おして児童の健全育成を図るため、放課後等に学校

施設等を活用し、遊びや生活の場となる「のびのび

ルーム」「堺っ子くらぶ」「放課後ルーム」を運営

する。

【内訳】

放課後児童対策等事業委託　92校 3,127,098

その他（役務費等） 17,906

※債務負担行為限度額

放課後子ども支援事業 5,693,000

4 図 書 館 費 579,257 ○ 図書館電算事業 80,531

図書館情報システム及びインターネット蔵書検索シ

ステムの管理運営を行う。

【内訳】

図書館情報システム運用経費 77,381

その他（需用費等） 3,150

○ 図書館管理運営事業 430,734

図書の収集・閲覧・貸出業務、移動図書館の巡回や

各種行事等を行い、市民の読書活動の推進のため、

図書館の管理運営を行う。

【内訳】

図書館資料購入 93,725

  図　書 （電子書籍含む） 80,000

　逐次刊行物 13,725

　　新　聞　　 16種　 　99紙

　　雑　誌　　    　　 626誌　

　　追　録　　　6種 　　　

図書館協議会の開催経費 459

光熱水費 38,029

施設維持管理等委託 77,304

事業運営等委託 95,786

施設共益費 61,242

こども読書活動推進経費 461

通信運搬費 6,312

修繕料 5,240
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7項　社会教育費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

使用料及び賃借料 9,964

施設設備等修繕工事 6,774

事務用備品購入費 22,800

施設設備備品購入費 6,596

その他（需用費等） 6,042

○ 地域情報活用支援事業 2,885

堺に関する行政資料や郷土資料等の地域情報を整理

分類し、デジタル化等の保存作業を行う。

【内訳】

地域資料保存経費 1,698

講演会講師謝礼等 358

その他 829

○ 青少年センター図書室運営 922

青少年を中心とした幅広い市民に対して資料や情報

を提供し、読書活動の推進を図ることを目的として、

青少年センター図書室を運営する。

【内訳】

施設共益費 504

その他 418

○ 図書館整備事業 64,185

図書館施設における設備等の更新を行うことにより、

施設全体の機能向上及び長寿命化を図る。

【内訳】

施設設備等更新工事 56,500

施設設備等更新工事監理委託 4,000

施設設備等更新工事設計委託 3,600

その他 85

※債務負担行為限度額

図書館管理運営事業 29,000
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7項　社会教育費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

5 博 物 館 費 458,337 ○ 博物館管理事業（新規） 405,750

堺市博物館の運営及び施設・設備の維持管理、空調

設備更新工事を行う。堺市立みはら歴史博物館につ

いては、サービスの向上と経費節減を図るため、民

間のノウハウを活用した効果的・効率的な管理運営

を行う。また（仮称）堺ミュージアム基本構想（案）

の取りまとめに向け、有識者懇話会を設置する。

【内訳】

博物館協議会委員報酬 184

会計年度任用職員報酬 32,065

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 7,935

通勤費（会計年度任用職員） 1,833

光熱水費 36,638

みはら歴史博物館管理運営委託 42,328

堺市博物館管理運営に係る委託等 89,919

修繕等工事費 183,900

日本博物館協会負担金 85

日本博物館協会近畿支部負担金 10

全国文学館協議会会費 20

国際文化観光基金積立金 5,210

その他（役務費等） 5,623

○ 展示事業 17,209

堺市博物館及びさかい利晶の杜において、堺の歴史

文化を多角的に紹介するため、常設展示や大阪・関

西万博開催期間にあわせた企画展等を開催する。

【内訳】

講演会講師等謝礼金 1,348

企画展開催等委託 13,120

その他（需用費等） 2,741

○ 資料収集保存事業 26,380

堺の歴史文化を物語る貴重な資料を保存継承し、広

く発信するため、本市が所蔵する資料について、調

査や修復を実施するほか、ICTを活用した公開に取

り組む。また、堺市博物館及び堺市立みはら歴史博

物館において、照明設備等の環境整備を行う。

【内訳】

資料評価者謝礼金 69

資料修復経費 3,224

資料管理システム利用経費 396
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7項　社会教育費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

古墳出土資料状態調査等委託 7,000

資料燻蒸・IPM委託 4,400

照明設備LED化更新工事 5,000

展示ケースクロス張替工事 2,500

その他（役務費等） 3,791

○ 普及広報事業 8,998

より多くの市民や来館者に身近で楽しい学習の機会

を提供するため、体験学習会の開催や博物館ボラン

ティア活動の推進、研究報告の作成等、多様な観点

から普及広報活動を進める。また、博物館の魅力向

上や発信力強化にも取り組む。

【内訳】

講習会講師謝礼金等 106

冊子等作成委託 1,480

ミュージアムグッズ作製委託 2,000

音声ガイドアプリ構築委託 1,600

広告費 1,500

その他（使用料及び賃借料等） 2,312
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公公 債債 費費 関関 係係  
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1項　公債費

金　額

千円

利 子 ○ 一時借入金利子

一時借入金に対する利息を支払う。

目 主　　な　　説　　明
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2項　公債管理特別会計繰出

金　額

千円

1 公 債 管 理 36,568,170 ○ 36,568,170

特 別 会 計 繰 出 市債の償還元金及び利子等に係る繰出しを行う。

※債務負担行為限度額

・地方債の共同発行によって生ずる連

　帯債務（グリーンボンド）

共同発行市場公募地方債（グリーン

ボンド）の発行総額から本市負担額

を控除した額及びこれに対する利子

相当額

目 主　　な　　説　　明

公債管理特別会計繰出
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諸諸 支支 出出 金金 関関 係係
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1項　還付金

金　額

千円

1 還 付 金 911,572 ○ 還付金（行政部） 50

○ 還付金（税務部） 841,169

○ 還付金（歴史遺産活用部） 4,000

○ 還付金（環境事業部） 420

○ 還付金（長寿社会部） 1,000

○ 還付金（子ども青少年育成部） 1,500

○ 還付金（子育て支援部） 2,436

○ 還付金（交通部） 10

○ 還付金（住宅部） 400

○ 還付金（開発調整部） 300

○ 還付金（公園緑地部） 60,000

○ 還付金（地域教育支援部） 48

○ 還付金（中央図書館） 20

○ 還付金（学校管理部） 219

目 主　　な　　説　　明
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2項　基金費

金　額

千円

1 公 共 施 設 等 114,937 ○ 公共施設等特別整備基金（政策企画部） 200

特 別 整 備 基 金

○ 公共施設等特別整備基金（財政部） 11,092

○ 公共施設等特別整備基金（環境保全部） 129

○ 公共施設等特別整備基金（環境事業部） 87

○ 公共施設等特別整備基金（住宅部） 8,764

○ 公共施設等特別整備基金（土木部） 464

○ 公共施設等特別整備基金（道路部） 2

○ 公共施設等特別整備基金（公園緑地部） 94,151

○ 公共施設等特別整備基金（美原区） 18

○ 公共施設等特別整備基金（学校管理部） 30

2 泉 北 丘 陵 地 区 5,892 ○ 泉北丘陵地区整備基金（泉北ニューデザイ 1,662

整 備 基 金 ン推進室）

○ 泉北丘陵地区整備基金（農政部） 986

○ 泉北丘陵地区整備基金（公園緑地部） 3,244

3 財 政 調 整 基 金 29,613 ○ 財政調整基金 29,613

4 はなみどり基金 100,001 ○ はなみどり基金（農政部） 96,360

○ はなみどり基金（公園緑地部） 3,641

5 自転車環境共生 98 ○ 自転車環境共生まちづくり基金（サイクル 98

まちづくり基金 シティ推進部）

目 主　　な　　説　　明
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2項　基金費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

6 堺 市 企 業 版 59 ○ 堺市企業版ふるさと納税基金（政策企画部） 59

ふるさと納税基金
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予予 備備 費費 関関 係係  
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1項　予備費

金　額

千円

1 予 備 費 300,000 ○ 予備費 300,000

目 主　　な　　説　　明
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国国民民健健康康保保険険事事業業特特別別会会計計  
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1款　総務費
　1項　総務管理費

金　額

千円

1 一 般 管 理 費 2,342,220 ○ 健康福祉局人件費 318,652

26人

【内訳】

給料 96,627

扶養手当 2,416

地域手当 10,988

通勤手当 3,769

特殊勤務手当 30

時間外休日及び夜間勤務手当 10,953

管理職手当 840

期末勤勉手当 43,203

住居手当 2,416

児童手当 1,458

共済費 145,952

○ 堺区役所人件費 126,439

18人

【内訳】

給料 76,057

扶養手当 2,070

地域手当 8,594

通勤手当 2,395

特殊勤務手当 98

時間外休日及び夜間勤務手当 431

期末勤勉手当 34,580

住居手当 654

児童手当 1,560

○ 中区役所人件費 59,726

9人

【内訳】

給料 35,520

扶養手当 474

地域手当 3,960

通勤手当 1,445

特殊勤務手当 60

時間外休日及び夜間勤務手当 361

期末勤勉手当 15,974

住居手当 1,692

児童手当 240

目 主　　な　　説　　明
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1款　総務費
　1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 東区役所人件費 35,646

5人

【内訳】

給料 21,117

扶養手当 402

地域手当 2,368

通勤手当 637

特殊勤務手当 98

時間外休日及び夜間勤務手当 1,250

期末勤勉手当 9,285

住居手当 459

児童手当 30

○ 西区役所人件費 59,344

9人

【内訳】

給料 34,957

扶養手当 1,474

地域手当 4,008

通勤手当 1,008

特殊勤務手当 55

時間外休日及び夜間勤務手当 979

期末勤勉手当 16,265

住居手当 340

児童手当 258

○ 南区役所人件費 48,080

7人

【内訳】

給料 29,094

扶養手当 138

地域手当 3,216

通勤手当 1,010

時間外休日及び夜間勤務手当 772

期末勤勉手当 13,166

住居手当 684

○ 北区役所人件費 61,472

9人

【内訳】

給料 37,612
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1款　総務費
　1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

扶養手当 432

地域手当 4,185

通勤手当 1,024

特殊勤務手当 38

時間外休日及び夜間勤務手当 754

期末勤勉手当 17,067

住居手当 360

○ 美原区役所人件費 33,335

5人

【内訳】

給料 20,278

扶養手当 906

地域手当 2,331

通勤手当 486

特殊勤務手当 35

時間外休日及び夜間勤務手当 161

期末勤勉手当 9,138

※債務負担行為限度額

納付拡大事業 91,000

国民健康保険コールセンター等業務 1,000

2 国民健康保険料 6,913 ○ 国民健康保険料収納対策基金 6,913

収 納 対 策 基 金
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1款　総務費
　2項　徴収費

金　額

千円

1 滞 納 処 分 費 2 ○ 滞納処分費 2

滞納処分に要する事務費

目 主　　な　　説　　明
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2款　保険給付費
　1項　療養諸費

金　額

千円

1 療 養 給 付 費 46,761,773 ○ 療養給付費 46,761,773

現物給付

給付割合

小学校就学後70歳未満の被保険者 7割

小学校就学前の被保険者 8割

70歳以上の被保険者 8割

70歳以上の被保険者（現役並み所得 7割

者）

2 療 養 費 914,148 ○ 療養費 914,148

現金給付

給付割合

小学校就学後70歳未満の被保険者 7割

小学校就学前の被保険者 8割

70歳以上の被保険者 8割

70歳以上の被保険者（現役並み所得 7割

者）

3 審査支払手数料 123,096 ○ 審査支払手数料 123,096

大阪府国民健康保険団体連合会へ委託している国民

健康保険診療（調剤）報酬明細書の審査支払等に係

る手数料

目 主　　な　　説　　明
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2款　保険給付費
　2項　高額療養費

金　額

千円

1 高 額 療 養 費 7,138,177 ○ 高額療養費 7,138,177

被保険者が、同じ月内に同じ保険医療機関（入院・

通院・歯科に分けて計算）において支払った保険診

療の自己負担額から自己負担限度額を超えた額等を

支給

2 高 額 介 護 合 算 6,000 ○ 高額介護合算療養費 6,000

療 養 費 被保険者が、毎年8月から翌年7月末までの1年間で、

医療機関等において支払った国民健康保険と介護保

険の高額療養費等控除後の自己負担額の合計額から、

基準額を差し引いた額を支給

目 主　　な　　説　　明
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2款　保険給付費
　3項　給付諸費

金　額

千円

1 出産育児一時金 197,236 ○ 出産育児一時金 197,236

被保険者が出産したときに支給

給付見込件数      592件404件

2 葬 祭 費 52,700 ○ 葬祭費 52,700

被保険者が死亡したときに支給

給付見込件数    1,088件1,054件

3 精 神 ・ 結 核 131,413 ○ 精神・結核医療給付費 131,413

医 療 給 付 費 精神・結核医療の一部負担金に係る給付金

4 傷 病 手 当 金 423 ○ 傷病手当金 423

令和5年5月7日までに被保険者等が新型コロナウイル

ス感染症に感染し、又は発熱等の症状があり感染が

疑われるため労務に服することができず、給与の支

給を受けることができなかったとき、給与日額の2/3

に相当する額を支給

目 主　　な　　説　　明
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3款　国民健康保険事業費納付金
　1項　医療給付費分納付金

金　額

千円

1 医 療 給 付 費 分 16,339,079 ○ 医療給付費分 16,339,079

国民健康保険法第75条の7第2項に基づき、大阪府

へ支払う医療給付費に係る事業費納付金

目 主　　な　　説　　明

− 334 −



3款　国民健康保険事業費納付金
　2項　後期高齢者支援金等分納付金

金　額

千円

1 後 期 高 齢 者 4,754,523 ○ 後期高齢者支援金等分 4,754,523

支 援 金 等 分 国民健康保険法第75条の7第2項に基づき、大阪府

へ支払う後期高齢者支援金等に係る事業費納付金

目 主　　な　　説　　明
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3款　国民健康保険事業費納付金
　3項　介護納付金分納付金

金　額

千円

1 介 護 納 付 金 分 1,703,816 ○ 介護納付金分 1,703,816

国民健康保険法第75条の7第2項に基づき、大阪府

へ支払う介護納付金に係る事業費納付金

目 主　　な　　説　　明
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4款　保健事業費
　1項　特定健康診査等事業費

金　額

千円

1 特定健康診査等 500,079 ○ 特定健康診査事業 475,740

事 業 費 40歳以上75歳未満の被保険者に対する健康診査

受診見込件数　　　　　　 39,600件

【内訳】

特定健康診査等委託 463,754

役務費 11,379

その他 607

○ 特定保健指導事業 24,339

特定健康診査の結果、メタボリックシンドロームの

該当者や予備群となった者への保健指導

動機付け支援　利用見込件数　371件

積極的支援　　利用見込件数　198件

【内訳】

特定保健指導等委託 12,552

会計年度任用職員報酬 5,265

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,742

通勤費（会計年度任用職員） 312

その他（役務費等） 4,468

目 主　　な　　説　　明
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4款　保健事業費
　2項　保健事業費

金　額

千円

1 保 健 事 業 費 316,681 ○ 保健事業費 316,681

【内訳】

総合健康診査（人間ドック）負担金 236,403

　受診見込件数　　　　　　10,725件

保健事業、医療費通知等委託 40,116

医療費通知等郵送料 39,819

　医療費通知　年6回実施　468,000件

その他 343

目 主　　な　　説　　明
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5款　公債費
　1項　公債費

金　額

千円

1 利 子 200 ○ 一時借入金利子 200

目 主　　な　　説　　明
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6款　諸支出金
　1項　出産費貸付金

金　額

千円

1 一般会計償還金 1,000 ○ 一般会計償還金（出産費貸付金） 1,000

出産費資金貸付制度廃止（平成21年9月）以前に

貸付を行った出産費資金貸付金に係る償還金

目 主　　な　　説　　明
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6款　諸支出金
　2項　諸費

金　額

千円

1 還 付 金 51,647 ○ 還付金 51,647

国民健康保険料過誤納還付金等

目 主　　な　　説　　明
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7款　予備費
　1項　予備費

金　額

千円

1 予 備 費 10,000 ○ 予備費 10,000

目 主　　な　　説　　明
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1款　公共用地先行取得事業費
　1項　公共用地先行取得事業費

金　額

千円

公 共 用 地 先 行 ○ 一般道路新設改良

取 得 事 業 費

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 交通安全施設設置（道路整備課）

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 草尾南野田線

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 南花田鳳西町線（金岡・白鷺地区）

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 大阪河内長野線（八下地区）

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 南海本線連続立体交差事業

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 大仙公園整備事業

【内訳】

用地購入費

補償費

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。

目 主　　な　　説　　明

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。
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1款　公共用地先行取得事業費
　1項　公共用地先行取得事業費

金　額目 主　　な　　説　　明

○ 天神公園事業

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 都市公園整備事業

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 密集住宅市街地整備事業（新湊地区）

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 出島百舌鳥線

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 大阪和泉泉南線（南陵町交差点）

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 大阪河内長野線（北野田地区）

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 常磐浜寺線

【内訳】

用地購入費

補償費

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。
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1款　公共用地先行取得事業費
　1項　公共用地先行取得事業費

金　額目 主　　な　　説　　明

○ 里山みどりの保全事業

【内訳】

用地購入費

○ 南海高野線連続立体交差事業

【内訳】

用地購入費

補償費

○ 諏訪森神野線（浜寺・浜寺東地区）

【内訳】

用地購入費

補償費

※債務負担行為限度額

街路事業

連続立体交差事業

公園整備事業

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。

事業用地の先行取得を行う。
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2款　公債費
　1項　公債費

金　額

千円

元 金 ○ 償還元金

公共用地先行取得事業債の元金償還を行う。

利 子 ○ 償還利子

公共用地先行取得事業債の利子償還を行う。

目 主　　な　　説　　明
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3款　諸支出金
　1項　一般会計繰出

金　額

千円

1 一 般 会 計 繰 出 363,883 ○ 一般会計繰出 363,883

令和7年度に売却する土地代を一般会計に繰り出す。

道路部 348,583

公園緑地部 15,300

目 主　　な　　説　　明

− 349 −



 



 
 
 
 
 
 
 
 

 

母母子子父父子子寡寡婦婦福福祉祉資資金金  

貸貸付付事事業業特特別別会会計計  
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1款　母子父子寡婦福祉資金貸付事業費
  1項　母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

金　額

千円

事 務 費 ○ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業事務費

母子及び父子並びに寡婦福祉法の規定による母子及

び父子並びに寡婦福祉資金の貸付事務に要する経費

【内訳】

各種通知等郵送料

コンビニエンスストア収納業務等手

数料

母子父子寡婦福祉資金未収金対策業

務等委託

国庫返還金

繰出金

その他（需用費等）

※債務負担行為限度額

納付拡大事業

母 子 父 子 寡 婦 ○ 母子父子寡婦福祉資金貸付金

福祉資金貸付金 【内訳】

母子福祉資金貸付

父子福祉資金貸付

寡婦福祉資金貸付

目 主　　な　　説　　明
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介介護護保保険険事事業業特特別別会会計計  
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1款　総務費
　1項　総務管理費

金　額

千円

1 一 般 管 理 費 1,992,397 ○ 健康福祉局人件費 329,883

20人

【内訳】

給料 81,579

扶養手当 1,278

地域手当 9,207

通勤手当 3,201

時間外休日及び夜間勤務手当 7,692

管理職手当 840

期末勤勉手当 36,799

住居手当 1,044

児童手当 840

共済費 187,403

○ 堺区役所人件費 77,630

11人

【内訳】

給料 42,629

扶養手当 1,476

地域手当 4,852

通勤手当 2,437

時間外休日及び夜間勤務手当 5,026

期末勤勉手当 19,875

住居手当 360

児童手当 960

共済費 15

○ 中区役所人件費 63,158

10人

【内訳】

給料 38,799

扶養手当 234

地域手当 4,294

通勤手当 1,601

時間外休日及び夜間勤務手当 1,278

期末勤勉手当 16,202

住居手当 720

児童手当 18

共済費 12

目 主　　な　　説　　明
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1款　総務費
　1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ 東区役所人件費 42,688

6人

【内訳】

給料 23,537

扶養手当 504

地域手当 2,645

通勤手当 789

時間外休日及び夜間勤務手当 4,524

期末勤勉手当 10,221

住居手当 423

児童手当 30

共済費 15

○ 西区役所人件費 66,174

9人

【内訳】

給料 37,171

扶養手当 526

地域手当 4,147

通勤手当 1,241

時間外休日及び夜間勤務手当 5,106

期末勤勉手当 16,975

住居手当 736

児童手当 258

共済費 14

○ 南区役所人件費 51,391

9人

【内訳】

給料 30,243

扶養手当 736

地域手当 3,408

通勤手当 1,344

時間外休日及び夜間勤務手当 2,326

期末勤勉手当 13,160

住居手当 114

児童手当 48

共済費 12

○ 北区役所人件費 41,104

6人
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1款　総務費
　1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

給料 23,125

扶養手当 396

地域手当 2,588

通勤手当 979

時間外休日及び夜間勤務手当 3,243

期末勤勉手当 10,403

住居手当 360

共済費 10

○ 美原区役所人件費 25,120

4人

【内訳】

給料 14,736

扶養手当 276

地域手当 1,652

通勤手当 222

時間外休日及び夜間勤務手当 724

期末勤勉手当 6,650

住居手当 360

児童手当 480

共済費 20

※債務負担行為限度額

システム標準化移行関連業務 1,113,000

2 介護保険管理費 171,416

3 介 護 認 定 費 486,214 ○ 介護認定事業 486,214

介護認定審査会及び要介護等認定事務に係る経費

【内訳】

介護認定審査会委員報酬 153,258

会計年度任用職員報酬 29,973

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 10,262

通勤費（会計年度任用職員） 2,097

認定審査会委員研修謝礼金 110

認定事務郵送料 40,806

主治医意見書作成手数料 224,479

国保連共同電算処理手数料 5,503
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1款　総務費
　1項　総務管理費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

市外認定調査等委託 7,392

その他（需用費等） 12,334

4 介護保険給付費 4,000 ○ 介護保険給付費準備基金 4,000

準 備 基 金 介護保険に係る財政の健全な運営に資するための基

金
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2款　保険給付費
　1項　介護・予防サービス等諸費

金　額

千円

1 居宅介護サービス 47,056,972 ○ 居宅介護サービス給付費 47,056,972

給 付 費 要介護者への訪問系サービス、通所系サービス、短

期入所等に係る給付費

2 地域密着型介護 11,640,575 ○ 地域密着型介護サービス給付費 11,640,575

サービス給付費 要介護者の小規模多機能型居宅介護、認知症対応型

通所介護等に係る給付費

3 施設介護サービス 17,524,259 ○ 施設介護サービス給付費 17,524,259

給 付 費 介護保険施設への入所に係る給付費

4 居宅介護福祉用具 268,163 ○ 居宅介護福祉用具購入等費 268,163

購 入 等 費 要介護者の福祉用具購入、住宅改修に係る給付費

5 居宅介護サービス 5,032,893 ○ 居宅介護サービス計画給付費 5,032,893

計 画 給 付 費 要介護者の居宅サービス計画（ケアプラン）作成に

係る給付費

6 介護予防サービス 1,703,040 ○ 介護予防サービス給付費 1,703,040

給 付 費 要支援者への訪問系サービス、通所系サービス、短

期入所等に係る給付費

7 地域密着型介護 24,910 ○ 地域密着型介護予防サービス給付費 24,910

予 防 サ ー ビ ス 要支援者の小規模多機能型居宅介護、認知症対応型

給 付 費 通所介護等に係る給付費

8 介護予防福祉用具 173,149 ○ 介護予防福祉用具購入等費 173,149

購 入 等 費 要支援者の福祉用具購入、住宅改修に係る給付費

9 介護予防サービス 451,469 ○ 介護予防サービス計画給付費 451,469

計 画 給 付 費 要支援者の居宅サービス計画（ケアプラン）作成に

係る給付費

目 主　　な　　説　　明

− 361 −



2款　保険給付費
　1項　介護・予防サービス等諸費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

10 審査支払手数料 77,774 ○ 審査支払手数料 77,774

国民健康保険団体連合会が取扱う各種介護保険給付

費の審査支払に係る手数料

− 362 −



2款　保険給付費
　2項　高額介護サービス等費

金　額

千円

1 高 額 介 護 2,600,523 ○ 高額介護サービス等費 2,600,523

サ ー ビ ス 等 費 要介護者等の高額介護サービスに係る給付費

目 主　　な　　説　　明
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2款　保険給付費
　3項　高額医療合算介護サービス等費

金　額

千円

1 高 額 医 療 合 算 386,335 ○ 高額医療合算介護サービス等費 386,335

介護サービス等費 要介護者等の高額医療合算介護サービスに係る給付

費

目 主　　な　　説　　明
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2款　保険給付費
　4項　特定入所者介護サービス等費

金　額

千円

1 特定入所者介護 1,221,337 ○ 特定入所者介護サービス等費 1,221,337

サ ー ビ ス 等 費 要介護者等の特定入所者介護サービスに係る給付費

目 主　　な　　説　　明
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3款　地域支援事業費
　1項　介護予防・日常生活支援総合事業費

金　額

千円

1 介護予防・生活 3,451,510 ○ 介護予防・生活支援サービス事業 3,451,510

支 援 サ ー ビ ス 要支援者等に対して、介護予防のために訪問・通所

事 業 費 等のサービスを提供することにより、心身の状態が

悪化することの防止や改善をめざす。

【内訳】

短期集中通所サービス運営業務委託 3,304

ショートステイ業務等委託 763

介護予防訪問サービス費 1,182,619

担い手登録型訪問サービス費 6,735

介護予防通所サービス費 1,871,196

担い手登録型通所サービス費 15,976

介護予防ケアマネジメント費 363,179

高額介護予防サービス費相当事業費 7,738

2 一 般 介 護 予 防 94,551 ○ 介護予防普及啓発事業（本庁） 28,520

事 業 費 高齢者の生活機能の維持・向上を図るため、運動指

導や栄養状態の改善、口腔機能の向上、認知症の予

防に関する教室を開催する。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,289

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 845

通勤費（会計年度任用職員） 156

歯科医師報酬 392

介護予防・栄養・口腔教室経費 1,445

認知症予防教室経費 6,160

地域型げんきあっぷ教室経費 15,315

その他（需用費等） 1,918

○ 介護予防普及啓発事業（堺区） 3,577

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,433

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 928

通勤費（会計年度任用職員） 156

その他 60

○ 介護予防普及啓発事業（中区） 3,683

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,459

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 943

通勤費（会計年度任用職員） 221

目 主　　な　　説　　明
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3款　地域支援事業費
　1項　介護予防・日常生活支援総合事業費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

その他 60

○ 介護予防普及啓発事業（東区） 3,289

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,239

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 835

通勤費（会計年度任用職員） 154

その他 61

○ 介護予防普及啓発事業（西区） 3,629

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,467

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 943

通勤費（会計年度任用職員） 159

その他 60

○ 介護予防普及啓発事業（南区） 3,387

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,309

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 854

通勤費（会計年度任用職員） 156

その他 68

○ 介護予防普及啓発事業（北区） 3,238

【内訳】

会計年度任用職員報酬　 2,177

期末勤勉手当（会計年度任用職員）　 835

通勤費（会計年度任用職員） 156

その他 70

○ 介護予防普及啓発事業（美原区） 3,419

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,322

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 887

通勤費（会計年度任用職員） 158

その他 52

○ 地域リハビリテーション活動支援事業 3,504

要支援者等に対するケアマネジメントを検討する会

議や利用者宅にリハビリ専門職を派遣することによ

り、自立した生活を支援する。
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3款　地域支援事業費
　1項　介護予防・日常生活支援総合事業費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

出務謝礼金 3,399

その他 105

○ 介護予防「あ・し・た」プロジェクト事業 38,305

（拡充）

元気高齢者を対象に、「あるく（身体活動）・しゃ

べる（社会参加）・たべる（食生活）」のフレイル

（加齢による心身の活力低下などの虚弱）予防要素

に基づく多彩なプログラムを提供し、介護予防に関

心のなかった層の参加を促し、主体的・自立的な活

動を継続できる取組を推進する。

【内訳】

介護予防「あ・し・た」プロジェク 22,275

ト事業委託

効果検証調査等委託 4,000

地域展開パイロット事業 12,030
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3款　地域支援事業費
　2項　包括的支援等事業費

金　額

千円

1 包括的支援事業 54,359 ○ 包括的支援事業（介護保険事業特別会計） 54,359

（社会保障充実分） 住み慣れた地域で安心して自分らしい生活を実現で

きるよう、在宅医療・介護連携や認知症施策の推進

など、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を

推進する。

【内訳】

在宅医療・介護連携推進事業経費 13,907

認知症初期集中支援推進事業経費 20,526

認知症地域支援・ケア向上推進事 19,796

業経費

その他 130

2 任 意 事 業 費 310,461 ○ おむつ給付金 150,682

市民税非課税世帯に属する65歳以上の高齢者に紙お

むつを給付する。

【内訳】

紙おむつ給付費 146,000

会計年度任用職員報酬 2,289

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 845

通勤費（会計年度任用職員） 156

その他（役務費等） 1,392

○ 介護給付等適正化事業 39,725

介護保険利用者に対する適切な介護サービスを確保

・提供するため、介護給付の適正化を図る。

【内訳】

会計年度任用職員報酬 13,074

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 4,863

通勤費（会計年度任用職員） 901

介護保険給付費適正化支援システム 990

保守業務等委託

介護保険給付費通知書出力処理等委 3,117

託

住宅改修費適正給付事業等委託 2,414

介護保険給付費通知郵送料 12,749

その他（需用費等） 1,617

目 主　　な　　説　　明
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3款　地域支援事業費
　2項　包括的支援等事業費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

○ シルバーハウジング 8,459

シルバーハウジングに生活援助員を配置し、生活相

談や安否確認等のサービスを行う。

　3施設　71世帯

○ 成年後見制度利用支援事業 65,501

身寄りがなく、判断能力が十分でない高齢者の成年

後見にかかる審判の申立てを行う。また、後見人等

の報酬を負担することが困難な高齢者に対し、報酬

の全部又は一部を給付金として交付する。

【内訳】

申立費用（手数料） 745

申立審査書類作成等委託 3,075

後見報酬扶助 61,222

その他 459

○ 家族介護慰労事業 801

重度の要介護者を日常的に介護する家族の精神的・

経済的な負担軽減を図るため、慰労金を支給する。

○ 住宅改修支援事業 360

居宅介護支援及び介護予防支援を受けていない要介

護等高齢者の住宅改修サービス利用の機会を確保す

るため、法令に規定する住宅改修理由書の作成を行

った専門家に対し、作成手数料を支給する。

○ 介護サービス相談員派遣事業 3,059

介護サービス利用者の不満や不安を解消し、介護サ

ービスの質的向上を図るため、介護保険事業所に相

談員を派遣する。

○ 緊急通報システム 36,081

一人暮らし高齢者等の自宅に緊急通報装置を設置し、

急病等の緊急事態に迅速に対応する。

　緊急通報装置の新規取付　540台緊急通報装置の設置台数　4,331台

○ 認知症サポーター等養成事業 1,057

認知症を正しく理解し、偏見を持たず、認知症の人

や家族を温かく見守る応援者として自分のできる範

囲で行動する認知症サポーターを養成する。
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3款　地域支援事業費
　2項　包括的支援等事業費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

【内訳】

認知症キャラバン・メイト事務局運 697

営業務等委託

その他 360

○ 高齢者あんしんサポート事業 4,736

認知症等によるひとり歩きにより行方不明になった

際に、地域住民や警察等の支援を得て早期発見につ

なげる。また、元気なうちから終活について考えら

れるよう、セミナー等を実施し、啓発を行う。

【内訳】

みまもりあい事業経費 3,769

徘徊SOS事業経費 967
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3款　地域支援事業費
　3項　その他諸費

金　額

千円

1 審査支払手数料 9,982 ○ 審査支払手数料 9,982

国民健康保険団体連合会が取扱う各種介護予防サー

ビス費の審査支払に係る手数料

目 主　　な　　説　　明
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4款　公債費
　1項　公債費

金　額

千円

1 利 子 20 ○ 一時借入金利子 20

目 主　　な　　説　　明
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5款　諸支出金
　1項　還付金

金　額

千円

1 還 付 金 25,000 ○ 還付金 25,000

介護保険料等に係る還付金等

目 主　　な　　説　　明
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5款　諸支出金
　2項　繰出金

金　額

千円

1 他 会 計 繰 出 金 292,855 ○ 一般会計繰出金 292,855

重層的支援事業に係る繰出しを行う。

目 主　　な　　説　　明
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6款　予備費
　1項　予備費

金　額

千円

1 予 備 費 10,000 ○ 予備費 10,000

目 主　　な　　説　　明
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公公債債管管理理特特別別会会計計  
 
 
 
 
 
 
 
 

− 377 −



 



1款　公債費
1項　公債費

金　額

千円

1 元 金 38,090,416 ○ 償還元金 38,090,416

市債の元金償還を行う。

2 利 子 3,802,231 ○ 償還利子 3,802,231

市債の利子償還を行う。

3 公 債 諸 費 125,995 ○ 公募債発行事業 119,926

全国型市場公募債に係る経費。

【内訳】

全国型市場公募債発行及び償還手数 119,841

料

その他 85

○ IR活動事業 2,718

市場において堺市債に対する正当な評価を得るため、

投資家が必要とする情報を提供する。

【内訳】

格付更新手数料 2,200

その他 518

4 減 債 基 金 9,039,094 ○ 減債基金 9,039,094

市債の償還及び市債の適正な管理に必要な財源を確

保し、将来にわたる財政の健全な運営に資するため

の基金への積立を行う。

目 主　　な　　説　　明
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後後期期高高齢齢者者医医療療事事業業特特別別会会計計  
 
 
 
 
 
 
 
 

− 381 −



 



1款　総務費
　1項　総務管理費

金　額

千円

1 一 般 管 理 費 795,700 ※債務負担行為限度額

納付拡大事業 45,000

後期高齢者医療保険料コールセンター 1,000

等業務

目 主　　な　　説　　明
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1款　総務費
　2項　徴収費

金　額

千円

1 滞 納 処 分 費 17 ○ 滞納処分費 17

滞納処分に要する事務費

目 主　　な　　説　　明

− 384 −



2款　後期高齢者医療広域連合納付金
　1項　後期高齢者医療広域連合納付金

金　額

千円

1 後期高齢者医療 16,989,774 ○ 後期高齢者医療広域連合納付金 16,989,774

広域連合納付金 【内訳】

保険料等負担金

　後期高齢者医療広域連合が運営する後期高齢者

　医療制度に要する経費に充てるため、市が徴収

　した後期高齢者医療保険料等徴収金を広域連合

　へ納付する。

保険基盤安定負担金 3,113,772

　後期高齢者医療広域連合が行う、低所得世帯に

　属する被保険者及び被用者保険の被扶養者であ

　った被保険者の保険料軽減に対し、公費による

　負担を行う。

事務費負担金 538,815

　後期高齢者医療広域連合の運営に係る経費を関

目 主　　な　　説　　明

13,337,187

　係市町村で負担する。
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3款　諸支出金
　1項　諸費

金　額

千円

1 還 付 金 22,100 ○ 保険料還付金 22,100

後期高齢者医療保険料過誤納還付金等

目 主　　な　　説　　明
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4款　予備費
　1項　予備費

金　額

千円

1 予 備 費 1,000 ○ 予備費 1,000

目 主　　な　　説　　明
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水水 道道 事事 業業 会会 計計  
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金　額

千円

原水及び浄水費 ○ 人件費

7人

【内訳】

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

時間外休日及び夜間勤務手当

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

法定福利費

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

○ 水質管理業務

大阪広域水道企業団からの水の購入費用、水質検査

に要する費用

【内訳】

大阪広域水道企業団からの受水費

（予定受水量89,736千㎥×単価79.2円）

水質検査機器の保守点検

次亜塩素酸ナトリウムの購入

水質検査機器等の修理

水道GLPの手数料

水質検査用消耗品

公用車の維持管理・燃料費

その他（手数料等）

配水及び給水費 ○ 人件費

67人

【内訳】

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

目 主　　な　　説　　明

1款　水道事業費用

　1項　営業費用

− 391 −



金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

1款　水道事業費用

　1項　営業費用

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

法定福利費

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

○ 配水施設等維持管理業務

配水場から水道管、給水装置を通して水道水を届け

るために必要な施設等の維持管理、使用水量を計量

する水道メーターの取替に要する費用

債務負担行為として、配水管・給水装置等の調査修

繕業務や舗装本復旧工事等に要する費用

【内訳】

配水管の修繕

給水装置の修繕等

配水場等の施設修繕

消火栓の修繕

配水管理センターの運転管理、

配水場施設・設備等の点検・保守等

配水場の電気代等

水道メーターの取替等

鉛製給水管解消工事等

鉛製給水管取替工事補助

漏水確認調査

災害時給水栓点検業務等

ICTの活用・利用者サービスの向上等

　堺市e-地図帳（上水道参考情報）

通信運搬費用

（電話料金・回線使用料等）

公用車の維持管理・燃料費

配水管布設用地の賃借料

その他（備消品費等）

※債務負担行為限度額

調査修繕業務

水道施設修繕等工事

水道施設維持管理業務

堺市上水道地理情報システム保守運用

業務

鉛製給水管取替工事補助金
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

1款　水道事業費用

　1項　営業費用

受 託 工 事 費 ○ 人件費

10人

【内訳】

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当

時間外休日及び夜間勤務手当

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

法定福利費

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

○ 給水装置検査等業務

水道管から建物内に設置する給水装置の検査に要す

る費用、他事業者からの依頼による受託工事等に要

する費用

債務負担行為として、水道施設修繕等工事等に要す

る費用

【内訳】

給排水設備工事検査業務等

舗装等の受託工事

公用車の維持管理・燃料費

その他（備消品費等）

※債務負担行為限度額

水道施設修繕等工事

水道施設維持管理業務

業 務 費 ○ 人件費

24人

【内訳】

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

給料

扶養手当

地域手当

通勤手当
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

1款　水道事業費用

　1項　営業費用

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

法定福利費

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

○ 水道料金の調定及び収納業務

水道メーターによる使用水量の計量、上下水道料金

の請求、収納、コールセンター等に要する費用

【内訳】

水道メーター検針・料金収納及び

コールセンターの運営等

ICTの活用・サービスの向上

　上下水道局スマートフォンアプリ

　クレジットカード決済

債権回収の強化

（弁護士委託による債権回収）

通信費用（郵便代・回線使用料等）

その他（備消品費等）

総 係 費 ○ 特別職人件費

1人

【内訳】

給料

地域手当

通勤手当

管理職手当

期末手当

賞与引当金繰入額

○ 人件費（退職給付費除く）

50人

【内訳】

特別職非常勤職員報酬

会計年度任用職員報酬

期末勤勉手当（会計年度任用職員）

給料
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

1款　水道事業費用

　1項　営業費用

扶養手当

地域手当

通勤手当

時間外休日及び夜間勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

住居手当

児童手当

法定福利費

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

○ 退職給付費

○ 事業経営全般に係る運営費

水道事業の経営に係る計画・企画、庁舎の維持管理

働く環境の改革、人材育成、福利厚生事業、広報、

財産活用等、事業運営全般に要する費用

【内訳】

庁舎の維持管理等

（保守点検・修繕・光熱水費等）

庁内LAN利用の負担金等

情報システム管理支援業務等

通信費用（電話料金・回線使用料等）

ICTの活用

  情報システム統合基盤賃借

　庁内LANパソコン賃借   　等

外部派遣研修

福利厚生事業・定期健康診断等

広報・広聴

公共用地調査登記業務等

火災保険・損害保険等

貸し倒れへの対応（引当金等）

公用車の維持管理・燃料費

日本水道協会会費負担金等

災害用備蓄水

その他（備消品費等）
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

1款　水道事業費用

　1項　営業費用

減 価 償 却 費 ○ 有形固定資産減価償却費

【内訳】

送配水管

構築物

機械及び装置

建物等

○ 無形固定資産減価償却費

【内訳】

ソフトウェア等

資 産 減 耗 費 ○ 固定資産除却費

【内訳】

構築物

量水器

送配水管等

○ 固定資産撤去費

【内訳】

浅香山浄水場跡地埋設物撤去工事等

※債務負担行為限度額

水道施設修繕等工事
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金　額

千円

支 払 利 息 及 び ○ 企業債の支払利息等

企業債取扱諸費 【内訳】

建設企業債に係る支払利息

水道工事CAD設計積算システムの

賃貸借に係る支払利息

補 償 補 塡 及 び ○ 水道事故（施設管理等）に係る損害賠償金

賠 償 金

雑 支 出 ○ 過年度の土地賃借料

目 主　　な　　説　　明

1款　水道事業費用

　2項　営業外費用

− 397 −



金　額

千円

過 年 度 損 益 ○ 過年度の水道料金減額等

修 正 損 【内訳】

水道料金の更正減額

給水工事収入の還付・減額

目 主　　な　　説　　明

1款　水道事業費用

　3項　特別損失
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金　額

千円

予 備 費 ○ 予備費

目 主　　な　　説　　明

1款　水道事業費用

　4項　予備費
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金　額

千円

1 整備改良事業費 9,483,037 ○ 人件費 622,154

74人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,004

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 725

給料 292,711

扶養手当 8,982

地域手当 33,842

通勤手当 9,799

時間外休日及び夜間勤務手当 18,975

管理職手当 6,228

期末勤勉手当 88,842

住居手当 4,628

児童手当 6,480

法定福利費 94,964

賞与引当金繰入額 44,918

法定福利費引当金繰入額 9,056

○ 水道施設の老朽化対策・耐震化事業 8,860,883

水道施設の健全性を確保するため、施設の特性に応

じた点検結果等をもとに事業量の把握及び平準化を

図り、計画的な修繕や更新を実施

水道管路では、目標耐用年数以内に全管路の更新を

行うため、基幹管路（φ350mm以上）については年

平均約3kmを更新し、配水支管（φ300mm以下）につ

いては年平均22kmを更新

震災時に、特に水道水の供給が必要な重要給水施設

（指定避難所や病院等）へ至る給水ルートを優先耐

震化路線と定め、基幹管路の分岐部から重要給水施

設までの管路の耐震化を実施

配水場では、震災時においても応急給水用水の貯留

機能を確保するため、配水池の耐震化を実施

債務負担行為として、老朽化対策・耐震化のための

水道施設等の更新工事を実施

【内訳】

配水管整備改良工事等 7,568,646

　基幹管路

    中区学園町（φ800㎜ L=3,360m）（継続）

 　 北区長曽根町（φ700㎜ L=2,500m）（継続）等

　配水支管

目 主　　な　　説　　明

1款　資本的支出

　1項　建設改良費
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

1款　資本的支出

　1項　建設改良費

　　北区百舌鳥陵南町（φ100㎜）　

　　南区新檜尾台（φ100㎜）等　L=22,000m

　　舗装道路本復旧工事等

配水場整備改良工事等 1,156,540

　家原寺配水場配水池更新工事（2池）（継続）

　晴美台配水場直流電源装置更新工事　等

庁舎の改修工事等 85,846

設計積算システムの保守・修繕 22,851

積算用資料（資機材価格調査等） 16,478

通信費用（電話料金・回線使用料等） 1,413

公用車の維持管理・燃料費 2,054

用地購入 1,842

その他（備消品費等） 5,213

※債務負担行為限度額

配水管整備改良工事 5,285,000

配水場整備改良工事 212,000

水運用管理システム更新事業

【参考：業務指標（見込）】

① 基幹管路の耐震化率

　令和6年度（32.1％）→ 令和7年度（34.5％）

② 水道管路の耐震化率

　令和6年度（33.2％）→ 令和7年度（34.3％）

③ 優先耐震化路線の耐震化率

　令和6年度（99.0％）→ 令和7年度（100％）

2 固定資産購入費 259,586 ○ ICT環境の整備等に係る固定資産購入 259,586

【内訳】

ICT環境の整備 204,612

　水道料金等管理システム用パソコン

　水道料金等管理システム検針等業務用携帯端末

　水道料金等管理システム改修業務

　水道工事CAD設計積算システム用プリンター等

　統合型財務会計システム改修業務　等

量水器の購入 41,727

水質検査機器の買替 8,460

その他（備品購入等） 4,787

11,259,000
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金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

1款　資本的支出

　1項　建設改良費

3 リース債務支払額 95,527 ○ リース資産に係る賃借料 95,527

【内訳】

情報システム統合基盤 40,577

本庁舎マイクロコージェネレーション 20,253

システム

上下水道局ネットワークシステム 15,236

庁内LANパソコン 12,542

情報セキュリティ対策システム 6,206

水道工事CAD設計積算システム 713
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金　額

千円

企 業 債 償 還 金 ○ 企業債の償還元金

目 主　　な　　説　　明

1款　資本的支出

　2項　償還金
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1款　下水道事業費用
　1項　営業費用

金　額

千円

1 管 き ょ 費 1,571,358 ○ 人件費 428,850

62人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 11,822

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 3,139

給料 202,718

扶養手当 4,560

地域手当 23,019

通勤手当 6,088

特殊勤務手当 744

時間外休日及び夜間勤務手当 9,278

管理職手当 1,680

期末勤勉手当 77,256

住居手当 6,704

児童手当 1,755

法定福利費 69,222

賞与引当金繰入額 8,234

法定福利費引当金繰入額 2,631

○ 管きょ等維持管理業務 1,142,508

汚水や雨水の下水道管きょの清掃や修繕、汚水を汲

み上げるマンホールポンプの維持管理に要する費用

債務負担行為として、下水道施設管理業務に要する

費用

【内訳】

管きょ等の維持管理業務 698,980

　西部（堺・西区）

　北部（北・東・美原区）

　南部（中・南区）

マンホール蓋取替・管きょの修繕等 199,640

マンホールポンプ等の保守点検等 68,219

マンホールポンプの電気代等 45,371

本庁舎南館の賃借料・維持管理費 43,885

中百舌鳥・共同溝管理負担金 841

資産管理に係る測量等 5,120

ICTの活用・サービスの向上 14,731

　下水道台帳管理システム運用　等

清掃土砂等の処理・運搬 49,992

通信費用（電話料金・回線使用料等） 8,335

公用車の維持管理・燃料費 3,706

その他（備消品費等） 3,688

目 主　　な　　説　　明
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1款　下水道事業費用
　1項　営業費用

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

※債務負担行為限度額

下水道施設管理業務 47,600

2 ポ ン プ 場 費 911,165 ○ 人件費 178,612

26人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 23,734

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 4,851

給料 70,565

扶養手当 1,776

地域手当 8,058

通勤手当 2,394

特殊勤務手当 805

時間外休日及び夜間勤務手当 3,421

管理職手当 840

期末勤勉手当 27,345

住居手当 1,692

児童手当 600

法定福利費 28,144

賞与引当金繰入額 3,572

法定福利費引当金繰入額 815

○ ポンプ場維持管理業務 732,553

汚水を水再生センターへ送水し、雨水を河川等に放

流するポンプ場の運転及び維持管理に要する費用

債務負担行為として、下水道施設管理業務に要する

費用

【内訳】

ポンプ場の維持管理業務 256,767

　竪川ポンプ場の夜間

　古川・大和川・浜寺ポンプ場等の休日・夜間

ポンプ場の電気代等 265,884

ポンプ場の保守点検等 81,352

ポンプ場の修繕等 95,625

臭素系消毒剤の購入 14,872

沈砂・し渣の処理・運搬 9,198

通信費用（電話料金・回線使用料等） 4,430

公用車の維持管理・燃料費 1,167

その他（備消品費等） 3,258

− 408 −



1款　下水道事業費用
　1項　営業費用

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

※債務負担行為限度額

下水道施設管理業務 5,500

3 処 理 場 費 4,004,487 ○ 人件費 253,726

31人

【内訳】

給料 121,950

扶養手当 4,458

地域手当 13,963

通勤手当 4,236

特殊勤務手当 1,131

時間外休日及び夜間勤務手当 3,826

管理職手当 840

期末勤勉手当 42,444

住居手当 2,844

児童手当 2,850

法定福利費 39,921

賞与引当金繰入額 12,715

法定福利費引当金繰入額 2,548

○ 水再生センター維持管理業務 3,750,761

家庭や工場等から発生した汚水を水再生センターで

処理し、きれいな水を河川等に返すために要する施

設の運転や維持管理の費用

債務負担行為として、下水道施設修繕等工事等に要

する費用

【内訳】

流域下水汚泥処理事業負担金 1,558,615

処理施設の維持管理業務 1,030,258

　石津・泉北水再生センターの全日

　三宝水再生センターの休日・夜間

処理施設の電気代等 765,971

処理施設の保守点検等 134,512

処理施設の修繕等 159,820

次亜塩素酸ナトリウム等の購入 56,997

沈砂・し渣の処理・運搬 31,701

通信費用（電話料金等） 4,167

公用車の維持管理・燃料費 1,449

その他（備消品費等） 7,271
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1款　下水道事業費用
　1項　営業費用

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

※債務負担行為限度額

下水道施設修繕等工事 172,000

下水道施設管理業務 30,900

4 水 質 検 査 費 54,896 ○ 人件費 47,803

6人

【内訳】

給料 23,473

扶養手当 348

地域手当 2,698

通勤手当 532

特殊勤務手当 200

時間外休日及び夜間勤務手当 222

管理職手当 840

期末勤勉手当 7,636

住居手当 684

児童手当 300

法定福利費 7,141

賞与引当金繰入額 3,112

法定福利費引当金繰入額 617

○ 水質管理業務 7,093

水再生センターの流入水・放流水等の水質検査及び

下水道施設に関連した水質調査に要する費用

【内訳】

試験機器の保守点検等 2,677

試験機器等の修繕 1,000

下水道水質分析業務等 417

公用車の維持管理・燃料費 141

その他（備消品費等） 2,858

5 水 質 規 制 費 72,311 ○ 人件費 61,206

8人

【内訳】

給料 30,143

扶養手当 690

地域手当 3,382

通勤手当 762

特殊勤務手当 125
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1款　下水道事業費用
　1項　営業費用

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

時間外休日及び夜間勤務手当 547

期末勤勉手当 13,468

住居手当 1,404

児童手当 660

法定福利費 10,025

○ 水質規制業務 11,105

下水道法により規制されている汚水を排出する工場

等からの届出、立入検査、指導に要する費用

【内訳】

下水道水質分析業務等 10,321

試験機器等の点検・修繕 52

通信費用（郵便代） 78

公用車の維持管理・燃料費 330

その他 324

6 普 及 促 進 費 238,599 ○ 人件費 181,858

24人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 7,700

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,617

給料 83,849

扶養手当 2,262

地域手当 9,565

通勤手当 2,393

時間外休日及び夜間勤務手当 2,265

管理職手当 840

期末勤勉手当 31,269

住居手当 2,034

児童手当 1,500

法定福利費 28,943

賞与引当金繰入額 6,313

法定福利費引当金繰入額 1,308

○ 下水道普及促進業務 56,741

家庭等の敷地内排水設備の検査に要する費用や私道

や里道への下水道の普及促進に要する費用

【内訳】

普及促進に係る啓発業務 99

通信費用（郵便代） 268
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1款　下水道事業費用
　1項　営業費用

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

排水設備工事検査業務等 53,973

公用車の維持管理・燃料費 761

その他（備消品費等） 1,640

7 業 務 費 619,476 ○ 人件費 50,098

6人

【内訳】

給料 24,816

扶養手当 750

地域手当 2,802

通勤手当 723

時間外休日及び夜間勤務手当 885

期末勤勉手当 7,508

住居手当 656

児童手当 120

法定福利費 7,268

賞与引当金繰入額 3,801

法定福利費引当金繰入額 769

○ 下水道使用料の調定及び収納業務 569,378

下水道使用料の請求や収納、債権回収の強化として

実施する滞納処分（差押等）に要する費用

【内訳】

下水道使用料徴収負担金等 568,978

債権回収の強化 15

通信費用（郵便代） 69

その他 316

8 総 係 費 933,539 ○ 人件費（退職給付費除く） 549,179

63人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 8,691

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 2,798

給料 248,948

扶養手当 7,014

地域手当 29,366

通勤手当 7,134

時間外休日及び夜間勤務手当 14,420

管理職手当 11,256
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1款　下水道事業費用
　1項　営業費用

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

期末勤勉手当 90,209

住居手当 4,014

児童手当 4,020

法定福利費 90,081

賞与引当金繰入額 25,958

法定福利費引当金繰入額 5,270

○ 退職給付費 138,491

○ 事業経営全般に係る運営費 245,869

下水道事業の経営に係る計画・企画や庁舎の維持管

理、働く環境の改革、人材育成、福利厚生事業、広

報、財産活用等、事業運営全般に要する費用

【内訳】

水道事業会計への負担金等 185,922

庁舎の維持管理等 2,820

生活扶助世帯の水洗便所設置補助 700

通信費用（回線使用料・郵便代） 2,421

広報・広聴 989

火災保険・損害保険等 12,872

危機管理体制の強化 1,606

（対策本部設置用備品、訓練等）

未利用資産活用事業 125

福利厚生事業・定期健康診断等 5,661

外部派遣研修 4,661

貸し倒れへの対応（引当金等） 13,806

公用車の維持管理・燃料費 93

日本下水道協会会費等 2,607

ICTの活用・サービスの向上 557

　堺市e-地図帳

その他（賃借料等） 11,029

9 維持管理負担金 1,076,167 ○ 流域下水道事業等への維持管理負担金 1,076,167

流域下水道区域における下水処理費用等の負担金

【内訳】

流域下水道維持管理負担金

　大和川流域負担金 1,053,533

　湾岸北部流域負担金 18,587

他市管きょへの放流汚水処理経費 4,047
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1款　下水道事業費用
　1項　営業費用

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

10 し 尿 処 理 費 68,162 ○ 人件費 51,580

8人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 2,567

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 539

給料 24,053

扶養手当 174

地域手当 2,668

通勤手当 935

特殊勤務手当 323

時間外休日及び夜間勤務手当 498

期末勤勉手当 10,398

住居手当 1,308

児童手当 120

法定福利費 7,997

○ し尿処理業務 16,582

三宝水再生センターし尿投入施設（バキューム車の

受入施設）の運転や維持管理に要する費用

債務負担行為として、下水道施設修繕等工事に要す

る費用

【内訳】

施設の保守点検等 7,488

施設の修繕等 8,329

汚染負荷量賦課金 316

その他 449

※債務負担行為限度額

下水道施設修繕等工事 42,000

11 減 価 償 却 費 15,996,164 ○ 有形固定資産減価償却費 15,501,492

【内訳】

構築物　　　　　　　 11,907,386

機械及び装置　　　　 3,012,662

建物等 581,444

○ 無形固定資産減価償却費 494,672

【内訳】

施設利用権等　　　 494,672
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1款　下水道事業費用
　1項　営業費用

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

12 資 産 減 耗 費 104,160 ○ 固定資産除却費 94,279

【内訳】

構築物　　　　　　　 61,964

機械及び装置　　　　 25,690

建物等　　　　　　　 6,625

○ 固定資産撤去費 9,881

【内訳】

固定資産撤去工事費等 9,881
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1款　下水道事業費用
　2項　営業外費用

金　額

千円

1 支 払 利 息 及 び 2,688,693 ○ 企業債の支払利息等 2,688,693

企業債取扱諸費 【内訳】

企業債の支払利息 2,676,634

長期借入金等の支払利息 12,059

2 補 償 補 塡 及 び 700 ○ 下水道事故（施設管理等）に係る損害賠償金 700

賠 償 金

3 雑 支 出 500 ○ 下水道使用料の還付加算金 500

目 主　　な　　説　　明
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1款　下水道事業費用
　3項　特別損失

金　額

千円

1 過 年 度 損 益 12,000 ○ 過年度の下水道使用料減額 12,000

修 正 損

2 減 損 損 失 88,637 ○ 遊休資産の減損損失 88,637

【内訳】

　　竪川下水ポンプ場の稼働停止による減損損失

目 主　　な　　説　　明
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1款　下水道事業費用
　4項　予備費

金　額

千円

1 予 備 費 50,000 ○ 予備費 50,000

目 主　　な　　説　　明
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1款　資本的支出
　1項　建設改良費

金　額

千円

1 管 き ょ 布 設 費 9,412,271 ○ 管きょの耐震化・浸水対策・老朽化対策 9,412,271

事業

緊急交通路下の管きょ、指定避難所及び福祉避難所

等から水再生センターまでの管きょを重要な管きょ

と位置付け、優先的に耐震化

浸水被害の最小化を図るための浸水危険解消重点地

区を中心とした管きょ等の整備

下水道施設の機能を適切に維持するため、点検結果

等をもとに事業量を平準化した計画的な修繕や改築

債務負担行為として、耐震化事業、浸水対策事業及

び老朽化対策事業に係る管きょの工事等に要する費

用

【内訳】

耐震化事業

　管きょ耐震化工事

　　堺区錦綾町

　　（□2,700㎜×2,160㎜　L=約550m） 等

浸水対策事業

　管きょ布設工事

　　中区福田

　　（□2,000㎜×1,500mmほか　L=約300m） 等

老朽化対策事業

　管きょ改築工事

    西区浜寺昭和町（継続）

    （□2,500㎜×1,200mmほか L=約300m）

　　北区東浅香山町ほか

　　（□2,400㎜×2,400㎜ほか L=約300m）　等

※債務負担行為限度額

下水管きょ布設工事 14,341,000

【参考：業務指標（見込）】

下水道管きょの計画的調査率

　令和6年度（14.2％）→ 令和7年度（28.5％）

目 主　　な　　説　　明
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1款　資本的支出
　1項　建設改良費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

2 ポンプ場築造費 4,184,400 ○ ポンプ場の耐震化・浸水対策・老朽化対策 4,184,400

事業

震災時においても下水道機能を確保するためのポン

プ場の耐震化

浸水被害の最小化を図るための浸水危険解消重点地

区を中心としたポンプ場の整備

下水道施設の機能を適切に維持するため、点検結果

等をもとに事業量を平準化した計画的な修繕や改築

債務負担行為として、耐震化事業、浸水対策事業及

び老朽化対策事業に係る下水ポンプ場設備の工事等

に要する費用

【内訳】

耐震化事業

　浜寺下水ポンプ場耐震化工事（継続）

浸水対策事業

　古川下水ポンプ場建設工事（継続）

老朽化対策事業

　ポンプ場設備更新工事

　　浜寺下水ポンプ場沈砂池設備（継続）

　　浜寺下水ポンプ場雨水ポンプ設備更新　等

※債務負担行為限度額

下水ポンプ場築造工事 1,248,000

【参考：業務指標（見込）】

重点地区の浸水対策実施率

　令和6年度（7.7％）→ 令和7年度（30.8％）

3 処 理 場 築 造 費 1,933,460 ○ 水再生センターの耐震化・老朽化対策事業 1,933,460

下水道施設の機能を適切に維持するため、点検結果

等をもとに事業量を平準化した計画的な修繕や改築

債務負担行為として、耐震化事業及び老朽化対策事

業に係る水再生センター設備の工事等に要する費用

【内訳】

老朽化対策事業

　処理場設備更新工事

　　三宝水再生センター1系最終沈殿池設備

　　三宝水再生センター沈砂池設備（継続）　等
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1款　資本的支出
　1項　建設改良費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

※債務負担行為限度額

下水処理場築造工事 4,573,000

4 建 設 負 担 金 604,050 ○ 流域下水汚泥処理事業建設負担金等 604,050

流域下水汚泥処理事業や流域下水道の建設に係る大

阪府への負担金等

【内訳】

流域下水汚泥処理事業建設負担金 364,351

流域下水道建設負担金

　大和川流域建設負担金 235,051

　湾岸北部流域建設負担金 1,638

他市管きょへの汚水放流に係る 3,010

管きょ布設等の建設負担金

5 築 造 総 務 費 552,171 ○ 人件費 525,127

64人

【内訳】

会計年度任用職員報酬 4,064

期末勤勉手当（会計年度任用職員） 1,490

給料 243,370

扶養手当 10,908

地域手当 28,184

通勤手当 7,569

特殊勤務手当 2

時間外休日及び夜間勤務手当 13,598

管理職手当 2,448

期末勤勉手当 74,236

住居手当 6,424

児童手当 8,835

法定福利費 78,791

賞与引当金繰入額 37,594

法定福利費引当金繰入額 7,614

○ 建設工事全般に係る経費 27,044

管きょ布設費、ポンプ場築造費、処理場築造費にお

ける建設工事に要する費用

【内訳】

積算用資料（建設物価の調査等） 2,220

ICTの活用 12,209
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1款　資本的支出
　1項　建設改良費

金　額

千円

目 主　　な　　説　　明

　設計積算システムの保守

　アセットマネジメントシステムの保守等

通信費用（電話料金等） 782

公用車の維持管理・燃料費 1,437

下水道技術開発連絡会議会費 3,349

その他（備消品費等） 7,047

6 受 益 者 負 担 金 13,540 ○ 人件費 9,869

徴 収 業 務 費 1人

【内訳】

給料 5,069

地域手当 558

時間外休日及び夜間勤務手当 104

期末勤勉手当 1,566

法定福利費 1,629

賞与引当金繰入額 784

法定福利費引当金繰入額 159

○ 受益者負担金徴収業務 3,671

受益者負担金の請求や収納、債権回収の強化として

実施する滞納処分（差押等）に要する費用

【内訳】

受益者負担金賦課業務等 3,074

受益者負担金納期前納付報奨金 192

債権回収の強化（弁護士委託等） 155

通信費用（郵便代） 20

その他 230

7 固定資産購入費 63,726 ○ ICT環境の整備等に係る固定資産購入 63,726

【内訳】

ICT環境の整備 49,057

　下水道工事設計積算システム再構築等

公用車の買替 1,270

　軽四輪貨物自動車1台

認定汚水量水器の購入・取替 29

水質検査機器の買替 4,378

ポンプ場等維持管理用物品 5,720

その他（備品購入費） 3,272
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1款　資本的支出
　2項　償還金

金　額

千円

1 企 業 債 償 還 金 16,470,600 ○ 企業債の償還元金 16,470,600

2 長期借入金償還金 34,000 ○ 水道事業会計への償還金 34,000

目 主　　な　　説　　明
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1款　資本的支出
　3項　補助金等返還金

金　額

千円

1 補助金等返還金 31 ○ 一般会計への返還金 31

目 主　　な　　説　　明
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